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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器であって、
　貯蔵容器底体に密接に設けられた貯蔵容器壁体であって、上記貯蔵容器壁体および上記
貯蔵容器底体は、出入用開口部を有する貯蔵容器を形成するように配置されている貯蔵容
器壁体と、
　蒸発領域部底体に密接に設けられた蒸発領域部壁体であって、上記蒸発領域部壁体は上
記貯蔵容器壁体の外側に隣り合って配置され、上記蒸発領域部底体は上記貯蔵容器底体の
外側に隣り合って配置され、上記蒸発領域部壁体の頂部が上記貯蔵容器壁体の頂部から下
方の位置において上記貯蔵容器壁体の外側に密接に設けられることで、上記蒸発領域部壁
体および底体と、上記貯蔵容器壁体および上記貯蔵容器底体との間に蒸気密封蒸発領域部
が形成される蒸発領域部壁体と、
　上記蒸発領域部壁体および上記貯蔵容器壁体の外側表面に隣り合って配置された断熱壁
体であって、上記断熱壁体の頂部が上記蒸発領域部壁体の上方の位置において上記貯蔵容
器壁体の上記外側表面に密接に設けられることで、上記貯蔵容器および上記蒸発領域部の
外側に蒸気密封断熱領域部が形成される断熱壁体と、
　上記断熱壁体の外側表面に隣り合って配置され、上記断熱壁体の上記外側表面に密接に
設けられることで、蒸気密封乾燥領域部を形成する乾燥領域部壁体であって、上記携帯型
容器の外側表面を形成するように配置された乾燥領域部壁体と、
　上記蒸気密封蒸発領域部内に配置された第１端部と、上記蒸気密封乾燥領域部内に配置
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された第２端部とを有する蒸気導管と、
　上記蒸気導管に取り付けられた蒸気制御ユニットと、を備え、
　上記蒸気密封蒸発領域部、上記蒸気密封断熱領域部、および上記蒸気密封乾燥領域部は
、円筒形かつ放射状のデザインに配置されている携帯型容器。
【請求項２】
　上記蒸発領域部壁体および上記蒸発領域部底体は、上記蒸発領域部壁体および上記蒸発
領域部底体の表面と、上記貯蔵容器壁体および上記貯蔵容器底体との間に間隙が形成され
るような大きさ、形状、および配置である、請求項１に記載の、一体型被制御蒸発冷却シ
ステムを備える携帯型容器。
【請求項３】
　上記蒸気密封蒸発領域部は、
　蒸発性液体と、
　上記蒸発性液体用の芯構造体と、
　周囲のガス圧力よりも低いガス圧力と、を有する、請求項１に記載の、一体型被制御蒸
発冷却システムを備える携帯型容器。
【請求項４】
　上記蒸発領域部壁体は円筒構造体として形成される、請求項１に記載の、一体型被制御
蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【請求項５】
　上記乾燥領域部壁体は上記断熱壁体の上記外側表面を取り囲む、請求項１に記載の、一
体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【請求項６】
　上記乾燥領域部壁体は乾燥領域部底体に密接に設けられており、上記乾燥領域部底体が
断熱底体の外側に隣り合って配置されることで、上記断熱壁体および断熱底体に隣り合う
乾燥領域部が形成される、請求項１に記載の、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携
帯型容器。
【請求項７】
　上記蒸気密封乾燥領域部は乾燥材を含む、請求項１に記載の、一体型被制御蒸発冷却シ
ステムを備える携帯型容器。
【請求項８】
　上記蒸気導管は中空構造体を有する、請求項１に記載の、一体型被制御蒸発冷却システ
ムを備える携帯型容器。
【請求項９】
　上記蒸気制御ユニットは、
　上記蒸気導管を通るガス流を可逆的に妨げるような大きさ、形状、および配置であるバ
ルブと、
　上記バルブに操作可能に取り付けられたコントローラと、を備える、請求項１に記載の
、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【請求項１０】
　上記乾燥領域部、上記蒸発領域部、および上記蒸気導管は、上記携帯型容器の外側に隣
り合う周囲のガス圧力よりも低いガス圧力を有する連続蒸気密封内部領域部と共に密接に
設けられている、請求項１に記載の、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器
。
【請求項１１】
　上記蒸気導管を通るガス流を可逆的かつ完全に妨げるような大きさ、形状、および配置
である遮断バルブと、
　上記バルブに操作可能に取り付けられたスイッチであって、当該スイッチへの外部作用
に応じて上記バルブを完全に開いたり完全に閉じたりするように配置されたスイッチと、
をさらに備える、請求項１に記載の、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器
。
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【請求項１２】
　上記貯蔵容器に取り付けられた温度センサと、
　上記貯蔵容器壁体または上記貯蔵容器底体に隣り合って配置された発熱体と、
　上記温度センサ、上記蒸気制御ユニット、および上記発熱体に接続されたコントローラ
と、をさらに備える、請求項１に記載の、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型
容器。
【請求項１３】
　内部再充填システムをさらに備え、
　該内部再充填システムは、
　上記携帯型容器に取り付けられた温度センサと、
　上記蒸気密封乾燥領域部内に配置され或いは上記蒸気密封乾燥領域部に隣り合って配置
された発熱体と、
　上記温度センサおよび上記発熱体に接続されたコントローラと、を備える、請求項１に
記載の、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【請求項１４】
　携帯型容器の組み立て用部品のセットであって、
　貯蔵容器と、乾燥部と、中央蒸気導管部と、を備え、
　上記貯蔵容器は、一体型被制御蒸発冷却器を有し、
　　内側貯蔵容器であって、該内側貯蔵容器の上部領域部に出入用開口部が配置された内
側貯蔵容器と、
　　上記内側貯蔵容器の上部領域部に出入用開口部が配置された外側貯蔵容器であって、
上記出入用開口部に隣り合う位置において上記内側貯蔵容器に密接に設けられることで、
上記内側貯蔵容器と上記外側貯蔵容器との間に蒸気密封蒸発領域部を形成する外側貯蔵容
器と、
　　蒸気導管の蒸発部であって、上記蒸気密封蒸発領域部内に配置される第１端部と、上
記貯蔵容器の上部領域部に上記貯蔵容器の外側の開口部と共に配置される第２端部とを有
する蒸発部とを含み、
　上記乾燥部は、
　　上記貯蔵容器の外側表面と嵌合する大きさおよび形状であり、かつ、上記貯蔵容器の
上記出入用開口部からはみ出る大きさおよび形状である内側表面を有する断熱ユニットと
、
　　上記断熱ユニットを取り囲む乾燥領域部壁体であって、蒸気不透過封止材によって上
記断熱ユニットの外側に密接に設けられることで、上記断熱ユニットの外側に乾燥領域部
を形成する乾燥領域部壁体と、
　　蒸気導管の乾燥部であって、上記乾燥領域部内に配置される第１端部と、上記乾燥領
域部の上部領域部に上記乾燥領域部の外側の開口部と共に配置される第２端部とを有する
乾燥部とを含み、
　上記中央蒸気導管部は、
　　上記蒸気導管の上記蒸発部の上記第２端部と嵌合しかつ密接に設けられる大きさおよ
び形状である第１端部と、
　　上記蒸気導管の上記乾燥部の上記第２端部と嵌合しかつ密接に設けられる大きさおよ
び形状である第２端部と、
　　上記中央蒸気導管の上記第１端部と上記中央蒸気導管の上記第２端部との間に配置さ
れる上記中央蒸気導管のコネクタ部であって、上記第１端部が上記蒸発部の上記第２端部
と嵌合して密接に設けられるように配置され、かつ、上記第２端部が上記乾燥部の上記第
２端部と嵌合して密接に設けられるように配置される大きさおよび形状であるコネクタ部
とを含み、
　上記蒸気導管は取り付け蒸気制御ユニットを含み、上記蒸発部、上記乾燥部、および上
記中央蒸気導管部のそれぞれは、一体型被制御蒸発冷却システムを備える一体型携帯型容
器の連続蒸気密封内部領域部に適合する大きさおよび形状を有する、携帯型容器の組み立
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て用部品のセット。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の携帯型容器の部品のセットを組み立てる方法であって、
　一体型被制御蒸発冷却システムと貯蔵容器の外側に位置する開口部を有する蒸気導管の
蒸発部とを含む上記貯蔵容器を、内部断熱ユニットと外側乾燥領域部と蒸気導管の乾燥部
の外側に開口部を有する上記蒸気導管の上記乾燥部とを含む乾燥領域部の内側に配置する
工程であって、上記貯蔵容器の外側表面を上記断熱ユニット内に配置し、かつ、上記蒸気
導管の上記蒸発部の上記開口部と上記蒸気導管の上記乾燥部の上記開口部とが一直線上に
なるように配置する工程と、
　第１端部および第２端部を有する中央蒸気導管部を上記蒸発部および上記乾燥部の隣に
配置する工程であって、上記中央蒸気導管の上記第１端部を上記蒸気導管の上記蒸発部の
上記開口部に接続し、上記中央蒸気導管の上記第２端部を上記蒸気導管の上記乾燥部の上
記開口部に接続するように配置する工程と、
　ガス不透過封止材によって上記蒸気導管の上記蒸発部の上記開口部に上記中央蒸気導管
の上記第１端部を密接に設ける工程と、
　ガス不透過封止材によって上記蒸気導管の上記乾燥部の上記開口部に上記中央蒸気導管
の上記第２端部を密接に設ける工程と、
　上記貯蔵容器内の連続蒸気密封内部領域部、上記乾燥部、および上記接続された蒸気導
管部を略真空に排気する工程と、を含む方法。
【請求項１６】
　一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器であって、
　断熱貯蔵室と、上記断熱貯蔵室に一致する大きさおよび形状の蓋体と、を備え、
　上記断熱貯蔵室は、
　　出入用開口部を有する貯蔵容器の内側の側面および底面を形成する少なくとも１つの
壁体と、
　　上記貯蔵容器の外側の側面および底面を形成する少なくとも１つの壁体であって、上
記外側は上記内側と隣り合って配置され、上記外側および上記内側には間隙がある少なく
とも１つの壁体と、
　　上記内側の上記側面および上記底面を形成する上記少なくとも１つの壁体と上記外側
の上記側面および上記底面を形成する上記少なくとも１つの壁体との間にガス不透過間隙
を形成する封止体と、を含み、
　上記蓋体は、
　　上記蓋体の側面および底面を形成する少なくとも１つの壁体であって、上記側面およ
び底面は、上記出入用開口部に隣り合う位置において上記貯蔵容器の上記内側と可逆的に
嵌合する大きさおよび形状である少なくとも１つの壁体と、
　　上記蓋体の上面を形成する少なくとも１つの壁体であって、上記蓋体の上記上面は上
記蓋体の上記側面に取り付けられている少なくとも１つの壁体と、
　　上記蓋体の上記底面に隣り合う位置において上記蓋体内に配置された蒸発室であって
、内部蒸発領域部を含み、上記蓋体の上記底面から離れた位置において開口部を有する蒸
発室と、
　　上記蓋体の上記上面に隣り合う位置において上記蓋体内に配置された乾燥室であって
、内側乾燥領域部を含み、上記蓋体の上記上面から離れた位置において開口部を有する乾
燥室と、
　　上記蒸発室の上記開口部に第１端部が取り付けられており、上記乾燥室の上記開口部
に第２端部が取り付けられている蒸気導管であって、蒸気制御ユニットを含み、上記蒸気
導管、上記蒸発領域部、および上記乾燥領域部を上記蒸気導管と組み合わせることで、上
記蓋体内にガス封止／液体封止領域部を形成する蒸気導管と、を含む、携帯型容器。
【請求項１７】
　一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器であって、
　出入用開口部を有する貯蔵容器を形成するように構成された少なくとも１つの貯蔵容器
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壁体と、
　上記貯蔵容器壁体の外側表面に隣り合って配置され、上記外側表面に取り付けられるこ
とで、貯蔵領域部の外側に蒸気密封断熱領域部を形成する少なくとも１つの断熱壁体と、
　上記少なくとも１つの断熱壁体の外側表面に隣り合って配置され、上記少なくとも１つ
の断熱壁体の上記外側表面に密接に設けられることで、上記携帯型容器の外側を少なくと
も部分的に囲う蒸気密封乾燥領域部を形成する少なくとも１つの乾燥領域部壁体と、
　上記少なくとも１つの貯蔵容器壁体の内側表面と可逆的に嵌合する大きさおよび形状の
、上記携帯型容器用の蓋体であって、内部蒸気密封蒸発室を含み、上記貯蔵容器に可逆的
に付け外しできるように配置され構成された屈曲可能部を有する蓋体と、
　上記蒸気密封蒸発領域部内に位置する第１端部と上記蒸気密封乾燥領域部内に位置する
第２端部とを有する蒸気導管であって、上記蓋体の上記屈曲可能部と連携する屈曲可能部
を含む蒸気導管と、
　上記蒸気導管に取り付けられた蒸気制御ユニットと、を備える携帯型容器。
【請求項１８】
　請求項１から１３の何れか１項に記載の、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯
型容器用の再充填デバイスであって、
　一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器を固定するための大きさおよび形状
であるフレームと、
　一体型被制御蒸発冷却システムを備える上記携帯型容器の外側に隣り合って配置された
少なくとも１つの加熱ユニットと、
　上記フレームに取り付けられた少なくとも１つのファンであって、一体型被制御蒸発冷
却システムを備える上記携帯型容器の内側表面に対して空気を送るような方向に向いてい
る少なくとも１つのファンと、
　上記少なくとも１つの加熱ユニットおよび上記少なくとも１つのファンに操作可能に接
続されたコントローラであって、上記少なくとも１つの加熱ユニットと上記少なくとも１
つのファンの両方に制御信号を送信可能なコントローラと、を備える、再充填デバイス。
【請求項１９】
　上記フレームは、
　上記少なくとも１つの加熱ユニットの外側に位置する少なくとも１つの断熱壁体と、
　上記再充填ユニットの上端に設けられた少なくとも１つの開口部であって、上記固定さ
れた携帯型容器の底面領域部に空気を通すように配置された少なくとも１つの開口部と、
　上記再充填ユニットの下端に設けられた少なくとも１つの開口部であって、上記固定さ
れた携帯型容器の上面領域部に空気を通すように配置された少なくとも１つの開口部と、
を備える、請求項１８に記載の、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器用の
再充填デバイス。
【請求項２０】
　上記フレームは、上記フレームの表面と固定された携帯型容器の表面との間に配置され
た少なくとも１つの封止用ガスケットを備える、請求項１８に記載の、一体型被制御蒸発
冷却システムを備える携帯型容器用の再充填デバイス。
【請求項２１】
　上記少なくとも１つの加熱ユニットは、
　放射発熱体と、
　上記発熱体と固定された携帯型容器の壁体との間に配置された空洞部と、
　上記空洞部内に設けられ、上記固定された携帯型容器の上記壁体に空気を送るように配
置されたファンと、を備える、請求項１８に記載の、一体型被制御蒸発冷却システムを備
える携帯型容器用の再充填デバイス。
【請求項２２】
　上記少なくとも１つの加熱ユニットは、上記再充填ユニット使用時に携帯型容器の表面
が存在すると予想される位置に隣り合って配置された誘導発熱体を備える、請求項１８に
記載の、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器用の再充填デバイス。
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【請求項２３】
　上記少なくとも１つのファンは、固定された携帯型容器の貯蔵領域部内の空気流を増加
させるように配置されたファンを含む、請求項１８に記載の、一体型被制御蒸発冷却シス
テムを備える携帯型容器用の再充填デバイス。
【請求項２４】
　上記コントローラは、あらかじめ設定されたスケジュールに基づいて上記少なくとも１
つの加熱ユニットおよび上記少なくとも１つのファンのスイッチをオン／オフするように
構成された回路構成要素を含む、請求項１８に記載の、一体型被制御蒸発冷却システムを
備える携帯型容器用の再充填デバイス。
【請求項２５】
　上記フレーム内に設けられ、上記コントローラに操作可能に取り付けられた温度センサ
をさらに備える、請求項１８に記載の、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容
器用の再充填デバイス。
【請求項２６】
　上記コントローラは、上記温度センサから受信した信号に応じて上記少なくとも１つの
加熱ユニットおよび上記少なくとも１つのファンのスイッチをオン／オフするように構成
された回路構成要素を備える、請求項２５に記載の、一体型被制御蒸発冷却システムを備
える携帯型容器用の再充填デバイス。
【請求項２７】
　表示ユニットをさらに備える、請求項１８に記載の、一体型被制御蒸発冷却システムを
備える携帯型容器用の再充填デバイス。
【請求項２８】
　ユーザインタフェースをさらに備える、請求項１８に記載の、一体型被制御蒸発冷却シ
ステムを備える携帯型容器用の再充填デバイス。
【発明の詳細な説明】
【発明の詳細な説明】
【０００１】
　優先権出願ならびに、本願の出願日時点においてなされたあらゆる優先権主張および参
照によりそれに援用される発明特定事項を含む優先権主張（直接的または間接的）によっ
て該優先権出願に関連するすべての出願のすべての発明特定事項は、そのような発明特定
事項が本願と矛盾しない範囲で、参照により本願に援用される。
【０００２】
　〔発明の概要〕
　いくつかの実施形態では、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器は、貯蔵
容器底体に密接に設けられた貯蔵容器壁体であって、上記貯蔵容器壁体および上記貯蔵容
器底体は、出入用開口部を有する貯蔵容器を形成するように配置されている貯蔵容器壁体
と、蒸発領域部底体に密接に設けられた蒸発領域部壁体であって、上記蒸発領域部壁体は
上記貯蔵容器壁体の外側に隣り合って配置され、上記蒸発領域部底体は上記貯蔵容器底体
の外側に隣り合って配置され、上記蒸発領域部壁体の頂部が上記貯蔵容器壁体の頂部から
下方の位置において上記貯蔵容器壁体の外側に密接に設けられることで、上記蒸発領域部
壁体および底体と、上記貯蔵容器壁体および上記貯蔵容器底体との間に蒸気密封蒸発領域
部が形成される蒸発領域部壁体と、上記蒸発領域部壁体および上記貯蔵容器壁体の外側表
面に隣り合って配置された断熱壁体であって、上記断熱壁体の頂部が上記蒸発領域部壁体
の上方の位置において上記貯蔵容器壁体の上記外側表面に密接に設けられることで、上記
貯蔵容器および上記蒸発領域部の外側に蒸気密封断熱領域部が形成される断熱壁体と、上
記断熱壁体の外側表面に隣り合って配置され、上記断熱壁体の上記外側表面に密接に設け
られることで、蒸気密封乾燥領域部を形成する乾燥領域部壁体であって、上記携帯型容器
の外側表面を形成するように配置された乾燥領域部壁体と、上記蒸気密封蒸発領域部内に
配置された第１端部と、上記蒸気密封乾燥領域部内に配置された第２端部とを有する蒸気
導管と、上記蒸気導管に取り付けられた蒸気制御ユニットと、を備える。
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【０００３】
　いくつかの実施形態では、携帯型容器の組み立て用部品のセットは、貯蔵容器と、乾燥
部と、中央蒸気導管部と、を備え、上記貯蔵容器は、一体型被制御蒸発冷却器を有し、内
側貯蔵容器であって、該内側貯蔵容器の上部領域部に出入用開口部が配置された内側貯蔵
容器と、上記内側 貯蔵容器の上部領域部に出入用開口部が配置された外側貯蔵容器であ
って、上記出入用開口部に隣り合う位置において上記内側貯蔵容器に密接に設けられるこ
とで、上記内側貯蔵容器と上記外側貯蔵容器との間に蒸気密封蒸発領域部を形成する外側
貯蔵容器と、蒸気導管の蒸発部であって、上記蒸気密封蒸発領域部内に配置される第１端
部と、上記貯蔵容器の上部領域部に上記貯蔵容器の外側の開口部と共に配置される第２端
部とを有する蒸発部とを含み、上記乾燥部は、上記貯蔵容器の外側表面と嵌合する大きさ
および形状であり、かつ、上記貯蔵容器の上記出入用開口部からはみ出る大きさおよび形
状である内側表面を有する断熱ユニットと、上記断熱ユニットを取り囲む乾燥領域部壁体
であって、蒸気不透過封止材によって上記断熱ユニットの外側に密接に設けられることで
、上記断熱ユニットの外側に乾燥領域部を形成する乾燥領域部壁体と、蒸気導管の乾燥部
であって、上記乾燥領域部内に配置される第１端部と、上記乾燥領域部の上部領域部に上
記乾燥領域部の外側の開口部と共に配置される第２端部とを有する乾燥部とを含み、上記
中央蒸気導管部は、上記蒸気導管の上記蒸発部の上記第２端部と嵌合しかつ密接に設けら
れる大きさおよび形状である第１端部と、上記蒸気導管の上記乾燥部の上記第２端部と嵌
合しかつ密接に設けられる大きさおよび形状である第２端部と、上記中央蒸気導管の上記
第１端部と上記中央蒸気導管の上記第２端部との間に配置される上記中央蒸気導管のコネ
クタ部であって、上記第１端部が上記蒸発部の上記第２端部と嵌合して密接に設けられる
ように配置され、かつ、上記第２端部が上記乾燥部の上記第２端部と嵌合して密接に設け
られるように配置される大きさおよび形状であるコネクタ部とを含み、上記蒸気導管は取
り付け蒸気制御ユニットを含み、上記蒸発部、上記乾燥部、および上記中央蒸気導管部の
それぞれは、一体型被制御蒸発冷却システムを備える一体型携帯型容器の連続蒸気密封内
部領域部に適合する大きさおよび形状を有する。
【０００４】
　いくつかの実施形態では、携帯型容器の部品のセットを組み立てる方法は、一体型被制
御蒸発冷却システムと貯蔵容器の外側に位置する開口部を有する蒸気導管の蒸発部とを含
む上記貯蔵容器を、内部断熱ユニットと外側乾燥領域部と蒸気導管の乾燥部の外側に開口
部を有する上記蒸気導管の上記乾燥部とを含む乾燥領域部の内側に配置する工程であって
、上記貯蔵容器の外側表面を上記断熱ユニット内に配置し、かつ、上記蒸気導管の上記蒸
発部の上記開口部と上記蒸気導管の上記乾燥部の上記開口部とが一直線上になるように配
置する工程と、第１端部および第２端部を有する中央蒸気導管部を上記蒸発部および上記
乾燥部の隣に配置する工程であって、上記中央蒸気導管の上記第１端部を上記蒸気導管の
上記蒸発部の上記開口部に接続し、上記中央蒸気導管の上記第２端部を上記蒸気導管の上
記乾燥部の上記開口部に接続するように配置する工程と、ガス不透過封止材によって上記
蒸気導管の上記蒸発部の上記開口部に上記中央蒸気導管の上記第１端部を密接に設ける工
程と、ガス不透過封止材によって上記蒸気導管の上記乾燥部の上記開口部に上記中央蒸気
導管の上記第２端部を密接に設ける工程と、上記貯蔵容器内の連続蒸気密封内部領域部、
上記乾燥部、および上記接続された蒸気導管部を略真空に排気する工程と、を含む。
【０００５】
　いくつかの実施形態では、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器は、断熱
貯蔵室と、上記断熱貯蔵室に一致する大きさおよび形状の蓋体と、を備え、上記断熱貯蔵
室は、出入用開口部を有する貯蔵容器の内側の側面および底面を形成する少なくとも１つ
の壁体と、上記貯蔵容器の外側の側面および底面を形成する少なくとも１つの壁体であっ
て、上記外側は上記内側と隣り合って配置され、上記外側および上記内側には間隙がある
少なくとも１つの壁体と、上記内側の上記側面および上記底面を形成する上記少なくとも
１つの壁体と上記外側の上記側面および上記底面を形成する上記少なくとも１つの壁体と
の間にガス不透過間隙を形成する封止体と、を含み、上記蓋体は、上記蓋体の側面および
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底面を形成する少なくとも１つの壁体であって、上記側面および底面は、上記出入用開口
部に隣り合う位置において上記貯蔵容器の上記内側と可逆的に嵌合する大きさおよび形状
である少なくとも１つの壁体と、上記蓋体の上面を形成する少なくとも１つの壁体であっ
て、上記蓋体の上記上面は上記蓋体の上記側面に取り付けられている少なくとも１つの壁
体と、上記蓋体の上記底面に隣り合う位置において上記蓋体内に配置された蒸発室であっ
て、内部蒸発領域部を含み、上記蓋体の上記底面から離れた位置において開口部を有する
蒸発室と、上記蓋体の上記上面に隣り合う位置において上記蓋体内に配置された乾燥室で
あって、内側乾燥領域部を含み、上記蓋体の上記上面から離れた位置において開口部を有
する乾燥室と、上記蒸発室の上記開口部に第１端部が取り付けられており、上記乾燥室の
上記開口部に第２端部が取り付けられている蒸気導管であって、蒸気制御ユニットを含み
、上記蒸気導管、上記蒸発領域部、および上記乾燥領域部を上記蒸気導管と組み合わせる
ことで、上記蓋体内にガス封止／液体封止領域部を形成する蒸気導管と、を含む。
【０００６】
　いくつかの実施形態では、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器は、出入
用開口部を有する貯蔵容器を形成するように構成された少なくとも１つの貯蔵容器壁体と
、上記貯蔵容器壁体の外側表面に隣り合って配置され、上記外側表面に取り付けられるこ
とで、貯蔵領域部の外側に蒸気密封断熱領域部を形成する少なくとも１つの断熱壁体と、
上記少なくとも１つの断熱壁体の外側表面に隣り合って配置され、上記少なくとも１つの
断熱壁体の上記外側表面に密接に設けられることで、上記携帯型容器の外側を少なくとも
部分的に囲う蒸気密封乾燥領域部を形成する少なくとも１つの乾燥領域部壁体と、上記少
なくとも１つの貯蔵容器壁体の内側表面と可逆的に嵌合する大きさおよび形状の、上記携
帯型容器用の蓋体であって、内部蒸気密封蒸発室を含み、上記貯蔵容器に可逆的に付け外
しできるように配置され構成された屈曲可能部を有する蓋体と、上記蒸気密封蒸発領域部
内に位置する第１端部と上記蒸気密封乾燥領域部内に位置する第２端部とを有する蒸気導
管であって、上記蓋体の上記屈曲可能部と連携する屈曲可能部を含む蒸気導管と、上記蒸
気導管に取り付けられた蒸気制御ユニットと、を備える。
【０００７】
　いくつかの実施形態では、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器用の再充
填デバイスは、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器を固定するための大き
さおよび形状であるフレームと、一体型被制御蒸発冷却システムを備える上記携帯型容器
の上記外側に隣り合って配置された少なくとも１つの加熱ユニットと、上記フレームに取
り付けられた少なくとも１つのファンであって、一体型被制御蒸発冷却システムを備える
上記携帯型容器の内側表面に対して空気を送るような方向に向いている少なくとも１つの
ファンと、上記少なくとも１つの加熱ユニットおよび上記少なくとも１つのファンに操作
可能に接続されたコントローラであって、上記少なくとも１つの加熱ユニットと上記少な
くとも１つのファンの両方に制御信号を送信可能なコントローラと、を備える。
【０００８】
   上述の概要は例示的なものに過ぎず、いかなる限定も意図するものではない。上述し
た例示的な態様、実施形態、および構成に加え、図面および以下の詳細な説明を参照する
ことによって、さらなる態様、実施形態、および構成が明らかになるであろう。
【０００９】
　〔図面の簡単な説明〕
　図１は、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器の概略を示す断面図である
。
【００１０】
　図２は、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器を示す概略図である。
【００１１】
　図３は、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器の概略を示す断面図である
。
【００１２】
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　図４は、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器の組み立て中の概略を示す
断面図である。
【００１３】
　図５は、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器の概略を示す断面図である
。
【００１４】
　図６は、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器の概略を示す断面図である
。
【００１５】
　図７は、携帯型容器の部品のセットを組み立てる方法を示す図である。
【００１６】
　図８は、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器の概略を示す断面図である
。
【００１７】
　図９は、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器の概略を示す断面図である
。
【００１８】
　図１０は、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器用の再充填デバイスの概
略を示す断面図である。
【００１９】
　図１１は、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器用の再充填デバイスを示
す概略図である。
【００２０】
　図１２は、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器用の再充填デバイスを示
す概略図である。
【００２１】
　〔発明を実施するための形態〕
　以下の発明の詳細な説明において、本明細書の一部を構成する添付図面を参照する。図
面において、文脈においてその他のものとして記載されていない限り、同様の符号は概し
て同様または同一の構成要素を特定する。図面中の構成は説明のために示されているもの
であり、実際の寸法とは異なっている場合もある。発明の詳細な説明、図面、および請求
項に記載されている例示的な実施形態は、限定を意味するものではない。本明細書に示す
発明特定事項の思想または範囲から逸脱しない限りにおいて、他の実施形態を利用し、他
の変更を加えてもよい。
【００２２】
　本明細書に記載の携帯型容器は、容器に内蔵された被制御蒸発冷却システムを備える。
携帯型容器は、数日または数週間という一定期間中、容器の内側の貯蔵領域部を所定の温
度範囲に維持するように較正および制御された蒸発冷却システムを備える。一体型蒸発冷
却システムを備えた携帯型容器は、当該容器の中で保存温度の温度範囲を０℃より高くす
ることで保存物の凍結を防ぎつつ、特定の医薬品に要求されている最高温度（例えば、８
℃、１０℃、または１５℃）は下回るように維持されなければならないような、例えば、
ワクチン等の医薬品に使用するのに好適である。例えば、一実施形態において、一体型蒸
発冷却システムを備えた携帯型容器は、周囲温度が２５℃～４３℃の範囲で変化する離れ
た領域部において奉仕医療遠征を行うのに必要な期間中（例えば、５日間）、内側の貯蔵
領域部がワクチンの保存用に認められた温度範囲（例えば、２℃～８℃の間）に維持され
るように較正および制御されてもよい。
【００２３】
　いくつかの実施形態では、携帯型容器は、少なくとも一日中（例えば、少なくとも２４
時間）、容器の内側の貯蔵領域部を所定の温度範囲に維持するように較正および制御され
た蒸発冷却システムを備える。いくつかの実施形態では、携帯型容器は、少なくとも２日
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間（例えば、少なくとも４８時間）、容器の内側の貯蔵領域部を所定の温度範囲に維持す
るように較正および制御された蒸発冷却システムを備える。いくつかの実施形態では、携
帯型容器は、少なくとも３日間（例えば、少なくとも７２時間）、容器の内側の貯蔵領域
部を所定の温度範囲に維持するように較正および制御された蒸発冷却システムを備える。
いくつかの実施形態では、携帯型容器は、少なくとも４日間（例えば、少なくとも９６時
間）、容器の内側の貯蔵領域部を所定の温度範囲に維持するように較正および制御された
蒸発冷却システムを備える。いくつかの実施形態では、携帯型容器は、少なくとも５日間
（例えば、少なくとも１２０時間）、容器の内側の貯蔵領域部を所定の温度範囲に維持す
るように較正および制御された蒸発冷却システムを備える。いくつかの実施形態では、携
帯型容器は、少なくとも６日間（例えば、少なくとも１４４時間）、容器の内側の貯蔵領
域部を所定の温度範囲に維持するように較正および制御された蒸発冷却システムを備える
。いくつかの実施形態では、携帯型容器は、少なくとも７日間（例えば、少なくとも１６
８時間）、容器の内側の貯蔵領域部を所定の温度範囲に維持するように較正および制御さ
れた蒸発冷却システムを備える。いくつかの実施形態では、蒸発冷却システムは、容器の
内側の貯蔵領域部を所定の温度範囲である０℃～１０℃に維持するように較正される。い
くつかの実施形態では、蒸発冷却システムは、容器の内側の貯蔵領域部を所定の温度範囲
である２℃～８℃に維持するように較正される。一体型蒸発冷却システムを備えた携帯型
容器は、当該容器の中で保存温度の温度範囲を０℃より高くすることで保存物の凍結を防
ぎつつ、特定の医薬品に要求されている最高温度（例えば、８℃、１０℃、または１５℃
）は下回るように維持されなければならないような、例えば、ワクチン等の医薬品に使用
するのに好適である。いくつかの実施形態では、携帯型容器は、外部周囲温度の予想最高
温度が２５℃である時、容器の内側の貯蔵領域部を一定時間、所定の温度範囲に維持する
ように較正および制御された蒸発冷却システムを備える。いくつかの実施形態では、携帯
型容器は、外部周囲温度の予想最高温度が３７℃である時、容器の内側の貯蔵領域部を一
定時間、所定の温度範囲に維持するように較正および制御された蒸発冷却システムを備え
る。いくつかの実施形態では、携帯型容器は、外部周囲温度の予想最高温度が４３℃であ
る時、容器の内側の貯蔵領域部を一定時間、所定の温度範囲に維持するように較正および
制御された蒸発冷却システムを備える。
【００２４】
　本明細書に記載のもの等の被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器は、容器内側の
貯蔵領域部を維持するための氷または他の相変化物質を必要とせず、そのため、一定範囲
の条件下で動作するように構成可能である。いくつかの実施形態では、携帯型容器は、一
体型被制御蒸発冷却システムを稼働するための外部電力を必要としない。いくつかの実施
形態では、携帯型容器は、標準的な冷蔵ユニットの必要電力よりも小さい必要電力等の最
小電力で動作して蒸発冷却速度を制御する。例えば、携帯型容器は、電動バルブまたは電
気的スイッチシステムを備えてもよい。いくつかの実施形態では、携帯型容器は電池を備
える。本明細書に記載のもの等の被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器は、周囲温
度にて長期間保存され、その後、携帯型容器内側の貯蔵領域部の冷却制御が必要になった
時に稼働または始動させられてもよい。例えば、被制御蒸発冷却システムを備える携帯型
容器は、医薬奉仕活動の一部として一日中容易に持ち運ぶことができ、奉仕活動の定期集
会中に種痘医によって使用される予定投与数のワクチン小瓶を収容することができるよう
な大きさおよび形状を有してもよい。例えば、被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容
器は、医療奉仕活動の一部として一日中容易に持ち運ぶことができ、医薬の奉仕活動の予
定日に医療関係者によって使用される予定投与数のワクチンおよび治療用医薬品を収容す
ることができるような大きさおよび形状を有してもよい。被制御蒸発冷却システムを備え
る携帯型容器の外側は、個人が持ち運ぶ等の輸送を容易にするような大きさおよび形状で
あってもよい。被制御蒸発冷却システムによって所定の温度範囲に維持された携帯型容器
の内側貯蔵領域部は、１つ以上の所望の使用状況に適した大きさおよび形状を有していて
もよい。例えば、いくつかの実施形態では、内側貯蔵領域部は、平均的な日中に医療奉仕
活動者によって投与される医薬品を保存するために構成された大きさおよび形状を有する
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。例えば、いくつかの実施形態では、内側貯蔵領域部は、平均的な日中に医療奉仕活動者
によって投与されるワクチンを保存するために構成された大きさおよび形状を有する。例
えば、いくつかの実施形態では、内側貯蔵領域部は１リットル～５リットルの体積を有す
る。例えば、いくつかの実施形態では、内側貯蔵領域部は１リットル～３リットルの体積
を有する。例えば、いくつかの実施形態では、内側貯蔵領域部は２リットル～５リットル
の体積を有する。
【００２５】
　本明細書に記載の携帯型容器は、携帯型に構成および作製され、一人の個人が数時間ま
たは数日間にわたって手で持ち運びできるように構成および作製されている。例えば、い
くつかの実施形態では、被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器の総質量は１０ｋｇ
よりも小さい。例えば、いくつかの実施形態では、蒸発冷却システムを備える携帯型容器
の総質量は９ｋｇよりも小さい。例えば、いくつかの実施形態では、被制御蒸発冷却シス
テムを備える携帯型容器の総質量は８ｋｇよりも小さい。例えば、いくつかの実施形態で
は、蒸発冷却システムを備える携帯型容器の総質量は７ｋｇよりも小さい。例えば、いく
つかの実施形態では、被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器の総質量は６ｋｇより
も小さい。例えば、いくつかの実施形態では、被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容
器の総質量は５ｋｇよりも小さい。
【００２６】
　本明細書に記載の携帯型容器は、機能性を維持できる最小質量で構成されている。例え
ば、本明細書に記載の携帯型容器のいくつかの実施形態は、質量を最小にするように位置
されかつ構成された内壁を備える。一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器は
、放射状デザインで構成されている。当該放射状デザインによって、断熱材の質量を最小
にし、かつ乾燥領域部における発熱反応による熱を分散させるために携帯型容器の外側の
表面領域部を能率的に利用しながら、中央貯蔵領域部を囲む蒸発領域部の冷却効果を最大
にすることができる。
【００２７】
　いくつかの実施形態では、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器は、貯蔵
容器底体に密接に設けられた貯蔵容器壁体であって、上記貯蔵容器壁体および上記貯蔵容
器底体は、出入用開口部を有する貯蔵容器を形成するように配置されている貯蔵容器壁体
と、蒸発領域部底体に密接に設けられた蒸発領域部壁体であって、上記蒸発領域部壁体は
上記貯蔵容器壁体の外側に隣り合って配置され、上記蒸発領域部底体は上記貯蔵容器底体
の外側に隣り合って配置され、上記蒸発領域部壁体の頂部が上記貯蔵容器壁体の頂部から
下方の位置において上記貯蔵容器壁体の外側に密接に設けられることで、上記蒸発領域部
壁体および底体と、上記貯蔵容器壁体および上記貯蔵容器底体との間に蒸気密封蒸発領域
部が形成される蒸発領域部壁体と、上記蒸発領域部壁体および上記貯蔵容器壁体の外側表
面に隣り合って配置された断熱壁体であって、上記断熱壁体の頂部が上記蒸発領域部壁体
の上方の位置において上記貯蔵容器壁体の上記外側表面に密接に設けられることで、上記
貯蔵容器および上記蒸発領域部の外側に蒸気密封断熱領域部が形成される断熱壁体と、上
記断熱壁体の外側表面に隣り合って配置され、上記断熱壁体の上記外側表面に密接に設け
られることで、蒸気密封乾燥領域部を形成する乾燥領域部壁体であって、上記携帯型容器
の外側表面を形成するように配置された乾燥領域部壁体と、上記蒸気密封蒸発領域部内に
配置された第１端部と、上記蒸気密封乾燥領域部内に配置された第２端部とを有する蒸気
導管と、上記蒸気導管に取り付けられた蒸気制御ユニットと、を備える。
【００２８】
　図１は、一実施形態に係る一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器１００を
示す外部透視図である。図１に示す図は、携帯型容器１００の一実施形態の断面図である
。図示した実施形態中、携帯型容器１００の外側は実質的に円筒形であり（例えば、図２
参照）、図１は内部の中線を通る縦断面図を示す。図１に示す一体型被制御蒸発冷却シス
テムを備える携帯型容器１００は、容器上面に位置する１つの開口部１０５を介してアク
セス可能な中央貯蔵領域部１１０を備える。図１に示す実施形態では、中央貯蔵領域部１
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１０は実質的に円筒形であり、中央貯蔵領域部の外側の容器の各層または各領域部もそれ
に対応して円筒形である。いくつかの実施形態では、出入用開口部を有する貯蔵容器は、
出入用開口部を形成する開口上面領域部を有する円筒形である。いくつかの実施形態では
、出入用開口部を有する貯蔵容器は、出入用開口部を形成する開口上面領域部を有する丸
みを帯びた縁を備える。
【００２９】
　一体型被制御蒸発冷却システムを有する携帯型容器は、放射状デザインであり、中央貯
蔵領域部が芯に位置し、蒸発領域部が貯蔵領域部の外側に位置し、断熱領域部が蒸発領域
部の外側に位置し、乾燥領域部が断熱領域部の外側に位置するように構成されている。一
体型被制御蒸発冷却システムを有する携帯型容器は、互いに関連した放射状デザインの内
部構造を有する。例えば、水平断面において、各領域部を形成する複数の壁は段階的に大
きくなる外周および表面積を有し、したがって段階的に大きくなるリング状の各領域部を
中央貯蔵領域部の周囲に形成する。乾燥領域部の外側の壁が携帯型容器の外側を形成して
おり、これにより、容器の他の領域部に対して乾燥領域部の外面積を最大化することがで
き、乾燥領域部内外への熱放射用の表面積を最大化することができる。それに対応して、
蒸発領域部が中央貯蔵領域部を取り囲み、したがって、容器の一体型被制御蒸発冷却シス
テムによって中央貯蔵領域部を冷却するための表面積が最大化される。
【００３０】
　いくつかの実施形態では、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器は、複数
の出入用開口部を有し、例えば、特定の大きさおよび形状の物を貯蔵領域部に出し入れす
るための大きさ、形状、および配置である出入用開口部を有する。いくつかの実施形態で
は、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器は１つの出入用開口部を有する。
いくつかの実施形態では、携帯型容器は、人の手が貯蔵容器の内側に届くような大きさお
よび形状の出入用開口部を備える。一体型被制御蒸発冷却システムを有する携帯型容器１
００は、貯蔵容器底体１１７に密接に設けられた貯蔵容器壁体１１５を有し、貯蔵容器壁
体１１５および貯蔵容器底体１１７は、貯蔵容器の貯蔵領域部１１０の上面に出入用開口
部１０５を有する貯蔵容器を形成するように配置されている。貯蔵容器壁体１１５は、ガ
ス不透過封止材によって貯蔵容器底体１１７に密接に設けられている。
【００３１】
　図１に示す携帯型容器１００は蒸発領域部底体１２７に密接に設けられた蒸発領域部壁
体１２５を有する。蒸発領域部壁体１２５はガス不透過封止材によって蒸発領域部底体１
２７に密接に設けられている。蒸発領域部壁体１２５は貯蔵容器壁体１１５の外側に隣り
合って配置されている。図示した実施形態では、各壁体の平面同士が実質的に平行となる
ように、貯蔵容器壁体１１５の外側に隣り合う位置に蒸発領域部壁体１２５が設けられて
いる。いくつかの実施形態では、図１に示す通り、蒸発領域部壁体１２５と貯蔵容器壁体
１１５の間に位置する蒸発端部壁１２９が設けられており、当該蒸発端部壁１２９は隣り
合う壁体のそれぞれに密接に設けられている。いくつかの実施形態では、隣り合う壁体同
士の表面間に間隙を維持しながら各壁体の平面が或る角度をなすように、蒸発領域部壁体
が貯蔵容器壁体の外側に隣り合って配置されている。蒸発領域部壁体１２５はガス不透過
封止材によって貯蔵容器壁体１１５の外側に密接に設けられている。図１は一実施形態を
示し、図中、蒸発領域部底体１２７は、各底体の平面が実質的に平行になるように貯蔵容
器底体１１７の外側に隣り合う位置に設けられている。図１は、貯蔵容器壁体１１５の外
側に密接に設けられた蒸発領域部壁体１２５の上端を形成する蒸発端部壁１２９が、貯蔵
容器壁体１１５の上端よりも低い位置にあることも示している。蒸発領域部底体１２７に
密接に設けられた蒸発領域部壁体１２５、貯蔵容器壁体１１５、および貯蔵容器底体１１
７は、蒸発領域部壁体１２５および蒸発領域部底体１２７と貯蔵容器壁体１１５および貯
蔵容器底体１１７との間の蒸気密封蒸発領域部１２０の境界を形成する。図１に示す通り
、いくつかの実施形態では、蒸発領域部壁体１２５および蒸発領域部底体１２７は、蒸発
領域部壁体１２５および蒸発領域部底体１２７の表面と、貯蔵容器壁体１１５および貯蔵
容器底体１１７との間に間隙が形成されるような大きさ、形状、および位置で設けられて
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いる。いくつかの実施形態では、蒸発領域部壁体は円筒構造体として形成されている。い
くつかの実施形態では、蒸発領域部壁体は丸みを帯びた縁を有する構造体として形成され
ている。
【００３２】
　蒸発性液体１２３が、蒸発領域部１２０内に位置している。蒸発領域部は、蒸発性液体
と共に、周囲のガス圧力よりも低いガス分圧を含んでいる。いくつかの実施形態では、蒸
気密封蒸発領域部は、蒸発性液体、蒸発性液体用の芯構造、および周囲のガス圧力よりも
低いガス圧力を含む。
【００３３】
　本明細書において使用する「蒸発性液体」は、一体型被制御蒸発冷却システムを有する
携帯型容器の使用中、蒸発領域部の内側領域部における所定の温度およびガス圧力下で蒸
発する性質を有する液体である。例えば、いくつかの実施形態では、内側蒸発領域部のガ
ス分圧は携帯型容器外側の気圧の約５％であり、内側蒸発領域部内の蒸発性液体は水を含
む。例えば、いくつかの実施形態では、内側蒸発領域部のガス分圧は携帯型容器外側の気
圧の約１０％であり、内側蒸発領域部内の蒸発性液体はメタノールを含む。例えば、いく
つかの実施形態では、内側蒸発領域部のガス分圧は携帯型容器外側の気圧の約１５％であ
り、内側蒸発領域部内の蒸発性液体はアンモニアを含む。例えば、いくつかの実施形態で
は、蒸発性液体は、蒸発性液体の蒸発能力を促進または減少させる追加の薬剤を含んでも
よい。
【００３４】
　いくつかの実施形態では、蒸発領域部は、蒸発性液体を芯構造全体に行きわたらせるよ
うな大きさおよび形状の細穴を有するメッシュまたは三次元多孔質構造等の芯構造を含む
。例えば、いくつかの実施形態では、蒸発領域部は対象の蒸発性液体に適した大きさの細
穴を有する金属メッシュを含む。例えば、いくつかの実施形態では、蒸発領域部は対象の
蒸発性液体に適した大きさの細穴を有するフェルト材を含む。芯構造は、蒸発領域部を形
成する壁の１つ以上の内側表面に配置および／または取り付けられてもよい。
【００３５】
　図１に示す実施形態では、断熱壁体１３５は、蒸発領域部壁体１２５の外側表面および
貯蔵容器壁体１１５に隣り合って配置されている。断熱壁体１３５の頂部が蒸発領域部壁
体１２５の上方の位置において貯蔵容器壁体１２５の外側表面に密接に設けられることで
、貯蔵領域部１１０および蒸発領域部１２０の外側に蒸気密封断熱領域部１３０が形成さ
れる。いくつかの実施形態では、断熱壁体の上端が蒸発領域部壁体の上方の位置において
貯蔵容器壁体の表面に直接密接に設けられている。いくつかの実施形態では、図１に示す
通り、上面壁１３２が断熱壁体１３５と貯蔵容器壁体１１５の間に配置され、上面壁１３
２は、貯蔵容器の上端を形成する両方の壁体に密接に設けられている。図１に示す実施形
態では、貯蔵容器壁体１１５、蒸発領域部壁体１２５、および断熱壁体１３５のそれぞれ
の平面が、互いに実質的に平行である。断熱底体１３７が断熱壁体１３５の下端に密接に
設けられている。いくつかの実施形態では、断熱壁体は断熱底体に密接に設けられ、断熱
底体は蒸発領域部底体の外側に隣り合って配置されている。いくつかの実施形態では、断
熱壁体の底面は、蒸発領域部底体に隣り合う位置において蒸発領域部壁体の外側表面に密
接に設けられている。
【００３６】
　壁体および底体の間の空間が、貯蔵領域部１１０および蒸発領域部１２０を囲む断熱領
域部１３０を形成する。実施形態によって、断熱領域部は、携帯型容器の予定使用場面に
必要な十分な断熱をもたらす厚さ（例えば、図１におけるＡ点とＢ点の間の空間）を有す
る。断熱領域部の厚さは、断熱領域部内に位置する断熱材の種類、携帯型容器の予定使用
場面、使用される蒸発性液体、および使用される乾燥材、等の要因によって変わる。例え
ば、いくつかの実施形態では、予定使用場面において、断熱領域部の厚み（例えば、図１
におけるＡ点とＢ点の間の空間）を越える予想熱伝達が約２ワットである。例えば、いく
つかの実施形態では、予定使用場面において、断熱領域部の厚みを越える予想熱伝達が０
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．５ワット～２．５ワットの範囲である。例えば、いくつかの実施形態では、予定使用場
面において、断熱領域部の厚みを越える予想熱伝達が１．５ワット～５．５ワットの範囲
である。例えば、いくつかの実施形態では、予定使用場面において、断熱領域部の厚みを
越える予想熱伝達が０．５ワット～６ワットの範囲である。参照により本願に援用される
Fesmireの"Standardization in Cryogenic Insulation Systems Testing and Performanc
e Data," Physics Procedia 67: 1089-1097 (2015)を参照。例えば、いくつかの実施形態
では、断熱領域部は、蒸発領域部と乾燥領域部の間に断熱層を形成する略真空に排気され
た空間を含む。例えば、いくつかの実施形態では、断熱領域部は、蒸発領域部と乾燥領域
部の間に断熱層を形成するガス圧力が１０-3トルよりも低い空間を含む。例えば、いくつ
かの実施形態では、断熱領域部は、蒸発領域部と乾燥領域部の間に断熱層を形成するガス
圧力が１０-5トルよりも低い空間を含む。例えば、いくつかの実施形態では、断熱領域部
は略真空に排気された空間に加えて少なくとも１つの反射層を含む。例えば、いくつかの
実施形態では、断熱領域部はエーロゲルを含む。携帯型容器は個人によって数時間または
数日間持ち運ばれるように設計されているので、容器の携帯性を維持するために、選択さ
れる断熱材の重量は十分に小さい必要がある。
【００３７】
　図１に示す一体型被制御蒸発冷却システムを有する携帯型容器１００は、断熱壁体１３
５の外側表面に隣り合って配置され、断熱壁体１３５の外側表面に密接に設けられること
で蒸気密封乾燥領域部１６０を形成する乾燥領域部壁体１６５を備える。乾燥領域部壁体
は携帯型容器の外側表面を形成するように配置されている。いくつかの実施形態では、携
帯型容器の側壁の外側の周りにおいて、乾燥領域部壁体が断熱壁体の外側表面を取り囲む
。いくつかの実施形態では、携帯型容器の側壁および底面の外側の周りにおいて、乾燥領
域部壁体が断熱壁体の外側表面を取り囲む。いくつかの実施形態では、乾燥領域部壁体は
乾燥領域部底体に密接に設けられており、乾燥領域部底体が断熱底体の外側に隣り合って
配置されることで、断熱壁体および断熱底体に隣り合う乾燥領域部が形成される。使用中
、ガス封止された乾燥領域部は乾燥材を含む。携帯型容器の被制御冷却機能が使用可能な
場合、ガス封止された乾燥領域部内の乾燥材が発熱反応を引き起こす。乾燥領域部壁体外
側の表面積を携帯型容器全体を取り囲むのに十分なものにすることによって、発熱反応中
の蒸気密封乾燥領域部の放射冷却用の空間を最大化することができる。
【００３８】
　乾燥材は、乾燥材特性または周囲の空間の液体蒸気から液体を除去する能力を有する少
なくとも１つの物質から製造される。乾燥材のユニットは、例えば、周囲空間における水
蒸気からの水を吸収または吸着することによって機能することができる。選択される１つ
以上の乾燥材ユニットは特定の実施形態によって異なり、特に、特定の容器に内蔵された
特定の蒸発冷却ユニットを稼働するために必要な予想期間中に液体を吸収するための十分
な量の乾燥材に必要な体積によって異なる。いくつかの実施形態では、選択される乾燥材
ユニットは、常規の動作条件下では固体物質である。１つ以上の乾燥材ユニットは、例え
ば、結合材、仮設材、または支持材である非乾燥材を含んでもよい。１つ以上の乾燥材ユ
ニットは、２つ以上の種類の乾燥材を含んでもよい。本明細書に記載の携帯型冷却ユニッ
トは数日間または数週間の蒸発冷却に使用することを目的としており、あらゆる所定の実
施形態において、当該携帯型冷却ユニットはそれらの期間用の十分な乾燥材および対応す
る蒸発性液体を含んでいる。液体と乾燥材の組み合わせについてのさらなる情報について
は、Saha et al.の"A New Generation Cooling Device Employing CaCl2-in-silica Gel-
water System," International Journal of Heat and Mass Transfer, 52: 516-524 (200
9)に開示されており、参照により援用される。特定の実施形態に使用するための１つ以上
の乾燥材の選択は、特定の実施形態における目標冷却温度範囲によっても左右される。例
えば、いくつかの実施形態では、乾燥材は炭酸カルシウムを含んでもよい。例えば、いく
つかの実施形態では、乾燥材は塩化リチウムを含んでもよい。例えば、いくつかの実施形
態では、乾燥材は液体アンモニアを含んでもよい。例えば、いくつかの実施形態では、乾
燥材は沸石を含んでもよい。例えば、いくつかの実施形態では、乾燥材はシリカを含んで
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もよい。乾燥材に関するさらなる情報は、以下の文献に開示されている：Dawoud and Ari
stovによる"Experimental Study on the Kinetics of Water Vapor Sorption on Selecti
ve Water Sorbents, Silica Gel and Alumina Under Typical Operating Conditions of 
Sorption Heat Pumps," International Journal of Heat and Mass Transfer, 46: 273-2
81 (2004)；Conde-Petitによる"Aqueous Solutions of Litium and Calcium Chlorides: 
- Property Formulations for Use in Air Conditioning Equipment Design," M. Conde 
Engineering, (2009)；"Zeolite/Water Refrigerators," BINE Informationsdienst, pro
jektinfo 16/10；"Calcium Chloride Handbook: A Guide to Properties, Forms, Storag
e and Handling," Dow Chemical Company, (August, 2003)；"Calcium Chloride, A Guid
e to Physical Properties," Occidental Chemical Corporation, Form No. 173-01791-0
809P&M；およびRestuccia et al.による"Selective Water Sorbent for Solid Sorption 
Chiller: Experimental Results and Modelling," International Journal of Refrigera
tion 27:284-293 (2004)。これらの文献はそれぞれ参照により本願に援用される。いくつ
かの実施形態では、日常的な取り扱い上の注意のもとで、乾燥材は非毒性と考えられる。
乾燥材の選択は、特定の実施形態において望まれる携帯型冷却ユニット全体の熱的性質を
維持するために、材料のいずれの発熱特性にも左右される。
【００３９】
　図１に示す一体型被制御蒸発冷却システムを有する携帯型容器１００は、蒸気密封蒸発
領域部１２０内に位置する第１端部１５７と蒸気密封乾燥領域部１６０内に位置する第２
端部１５３とを有する蒸気導管１５０を備える。蒸気導管１５０の第１端部１５７は、蒸
気密封蒸発領域部１２０内に位置する開口部１４１を有する。蒸気導管１５０の第２端部
１５３は、蒸気密封乾燥領域部１６０内に位置する開口部１５９を有する。蒸気導管１５
０には蒸気制御ユニット１４０が取り付けられている。図１に示す実施形態では、蒸気制
御ユニット１４０が蒸気導管１５０の第１端部１５７に配置されており、これにより、蒸
気制御ユニット１４０は蒸気密封蒸発領域部１２０内に位置している。いくつかの実施形
態では、蒸気導管は中空構造体を有する。いくつかの実施形態では、蒸気導管は管状構造
を有する。いくつかの実施形態では、蒸気導管は蒸気密封蒸発領域部内に位置する第１端
部と蒸気密封乾燥領域部内に位置する第２端部とを有し、蒸気導管の中心部分は断熱領域
部の内側を通っている。いくつかの実施形態では、蒸気導管は蒸気密封蒸発領域部内に位
置する第１端部と蒸気密封乾燥領域部内に位置する第２端部とを有し、蒸気導管の中心部
分は断熱領域部の外側の周囲を通っている（例えば、図５および図６参照）。いくつかの
実施形態では、蒸気導管は蒸気密封蒸発領域部内に位置する第１端部と蒸気密封乾燥領域
部内に位置する第２端部とを有し、蒸気導管の中心部分は断熱領域部の内側を通るととも
に、貯蔵領域部の内側の一部を通る。
【００４０】
　本明細書に使用されるとき、「蒸気導管」という語は、蒸気状態の蒸発性液体を含むガ
スが導管を通って移動するように構成された導管を意味する。蒸気制御ユニットを備える
蒸気導管は、内側乾燥領域部と内側蒸発領域部の間の蒸気流を制御するように構成されて
いる。いくつかの実施形態では、蒸気導管は隣り合うユニット間を通る管状構造として構
成されている。蒸気導管の大きさ、形状、および配置は、容器の大きさ、容器に望まれる
温度範囲、蒸気導管内における蒸気の移動の可逆的制御レベル、および特定の実施形態に
おいて利用される乾燥材および蒸発性液体の物性等の要因によって異なる。蒸発率は、実
施形態の構成および使用場面によって異なる。いくつかの実施形態では、有線接続によっ
てコントローラに操作可能に接続されたセンサが蒸気制御ユニット内に設けられる。当該
センサとしては、例えば、温度センサまたは圧力センサが挙げられる。いくつかの実施形
態では、複数の温度センサが設けられる。センサは、例えば、貯蔵容器の壁または底面に
取り付けられてもよく、蒸気導管内に設けられてもよく、および／または乾燥領域部の壁
または底面に取り付けられてもよい。
【００４１】
　例えば、いくつかの実施形態では、貯蔵領域部の目標温度範囲は０℃～１０℃の間であ
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り、一体型被制御蒸発冷却システムを有する携帯型容器は、蒸発性液体として約１リット
ルの液状水を含み、また、それに対応する体積の、１リットルよりも多い量の水を吸収す
る塩化カルシウムを含む乾燥材を含む。"The Calcium Chloride Handbook, A Guide to P
roperties, Forms, Storage and Handling," DOW Chemical Company, dated August 2003
を参照。この文献は、参照により本願に援用される。一例として、蒸発性液体として水を
含み、乾燥材として塩化カルシウムを含む一体型被制御蒸発冷却システムを有する携帯型
容器の一実施形態では、携帯型容器は略真空に排気された蒸気導管（すなわち、３００ミ
リトール以下の圧力）から始まり、バルブが全開位置にある場合に約１グラムの水が毎時
間蒸発すると推定される。したがって、外部周囲温度が約２５℃の場合、１リットルの水
および１．５ｋｇの塩化カルシウムによって蒸発冷却ユニットを約１カ月間約６℃～９℃
の間に維持することができる。一例として、蒸発性液体として水を含み、乾燥材として塩
化カルシウムを含む携帯型容器のいくつかの実施形態では、蒸発領域部、蒸気導管、およ
び乾燥領域部内に含まれる内部ガス封止領域部がその内側を略真空に排気されて（すなわ
ち、３００ミリトール以下の圧力で）始まり、バルブが全開位置にある場合に約２～５グ
ラムの水が毎時間蒸発すると推定される。
【００４２】
　一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器は、容器の貯蔵領域部内における適
切な冷却効果を発揮するために、ガス、蒸気、および液体が制御されて蒸気導管を介して
乾燥領域部と蒸発領域部の間を可逆的に移動する内部空間を有する。携帯型容器内におい
て、乾燥領域部、蒸発領域部、および蒸気導管は、連続蒸気密封内部領域部と共に封止さ
れている。連続蒸気密封内部領域部を流れるガス、蒸気、および液体は、蒸気制御ユニッ
トによって制御される。連続蒸気密封内部領域部は、携帯型容器の外側に隣り合う周囲の
ガス圧力よりも低いガス圧力を有する。一実施形態において利用されるガス圧力は、当該
実施形態で使用される蒸発性液体および乾燥材、所望する冷却温度、および携帯型容器を
作製するために使用される材料等の要因によって異なる。
【００４３】
　図１は、一実施形態において蒸気制御ユニット１４０が蒸気導管１５０に取り付けられ
ていることを示す。いくつかの実施形態では、蒸気制御ユニットは、蒸気導管を通るガス
流を可逆的に妨げるような大きさ、形状、および配置であるバルブと、バルブに操作可能
に取り付けられたコントローラとを備える。いくつかの実施形態では、蒸気制御ユニット
は、貯蔵容器に取り付けられた温度センサと、蒸気導管を通るガス流を繰り返しかつ可逆
的に妨げるような大きさ、形状、および配置であるバルブと、バルブに操作可能に取り付
けられたコントローラとを備える。図１に示す実施形態では、蒸気制御ユニット１４０が
蒸気導管１５０の第１端部１５７に取り付けられている。蒸気制御ユニット１４０は、蒸
発領域部１２０の内側と蒸気導管１５０の内側の間のガス流を可逆的に妨げるような種類
、大きさ、形状、および配置であるバルブ１４７を備える。バルブ１４７は、蒸気制御ユ
ニット１４０において開口部１４１に隣り合う位置に設けられており、当該開口部によっ
て蒸発領域部１２０と蒸気制御ユニット１４０の内側との間に導管が設けられている。
【００４４】
　蒸気導管内のバルブは、蒸気導管を通る蒸気を含むガス流を可逆的に制御するように構
成されている。いくつかの実施形態では、蒸気制御ユニットは、蒸気導管の第１端部と蒸
気導管の第２端部の間のガスの移動を制限するように構成されたバルブを備える。いくつ
かの実施形態では、バルブは少なくとも１つの可動バルブを含み、少なくとも、当該少な
くとも１つの可動バルブが第１の位置の時にその少なくとも１つの可動バルブを通る蒸気
流が実質的に遮断され、当該少なくとも１つの可動バルブが第２の位置の時にその少なく
とも１つの可動バルブを通る蒸気流が実質的に通過させられる。いくつかの実施形態にお
ける可動バルブは、少なくとも第１の位置の時に蒸気制御ユニットを通る蒸気流を実質的
に遮断し、少なくとも１つの第２の位置の時に蒸気制御ユニットを通る蒸気流を実質的に
最大限（蒸気制御ユニットの直径分）通過させ、少なくとも１つの第３の位置の時に蒸気
制御ユニットを通る蒸気流を制限する。いくつかの実施形態では、バルブは、機械バルブ
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を含む。いくつかの実施形態では、バルブは、ゲートバルブを含む。いくつかの実施形態
では、バルブは、バタフライバルブ等の回転バルブを含む。いくつかの実施形態では、バ
ルブは、ボールバルブを含む。いくつかの実施形態では、バルブは、ピストンバルブを含
む。いくつかの実施形態では、バルブは、玉形バルブを含む。いくつかの実施形態では、
バルブは、互いに連動して作動する複数のバルブを含む。いくつかの実施形態では、バル
ブは、電子制御バルブを含む。いくつかの実施形態では、バルブは、機械制御バルブを含
む。
【００４５】
　特定の実施形態におけるバルブの選択は、例えば、コスト、重量、バルブの種類の封止
性、バルブの種類の推定故障率、予定された使用条件でのバルブの種類の耐久性、および
バルブの種類の必要消費電力に左右される。特定の実施形態におけるバルブの選択は、特
定の種類のバルブが全開位置にある時に当該バルブを通る蒸気流を含むガス流の制限レベ
ルにも左右される。いくつかの実施形態は、長期間（例えば、デバイスを保管している間
）蒸気導管を通るガス流を遮断し、その後ユーザからの入力（例えば、ボタンを押す）に
応じてガス流を通過させるように配置および配向されたオンオフバルブを含む。オンオフ
バルブは、開と閉の２つの状態になり得る手動バルブであってもよい。いくつかの実施形
態は、バイメタルコイル等の機械的サーモスタットに操作可能に結合したもの等の機械バ
ルブを備える蒸気制御ユニットを含む。いくつかの実施形態は、電子制御バルブを備える
蒸気制御ユニットを含む。
【００４６】
　いくつかの実施形態は、蒸気制御ユニットを備えるコントローラを含む。例えば、図１
に示す実施形態は、バルブ１４７に隣り合う位置に設けられたコントローラ１４３を含む
。コントローラは、バルブに操作可能に接続されている。バルブはコントローラに操作可
能に接続されており、コントローラに応答するように構成されている。バルブは電子制御
バルブを含んでもよい。コントローラは、１つ以上のセンサに応答してバルブの位置を変
更させるように構成されてもよい。例えば、コントローラは、１つ以上のセンサによって
検知された温度に応じて特定の反応をするように構成されてもよい。例えば、コントロー
ラは、温度閾値を上回る温度を温度センサが計測したことに応じて、バルブを開かせる動
作をするように構成されてもよい。例えば、コントローラは、温度閾値を下回る温度を温
度センサが計測したことに応じて、バルブを閉めさせる動作をするように構成されてもよ
い。例えば、コントローラは、温度範囲内の温度に応じてバルブを部分的に開かせる動作
をするように構成されてもよい。例えば、コントローラは、温度範囲内の温度に応じてバ
ルブを部分的に閉めさせる動作をするように構成されてもよい。例えば、コントローラは
、１つ以上のセンサによって検知された蒸気制御ユニット内のガス圧力に応じて特定の反
応をするように構成されてもよい。ガス圧力は、例えば、蒸発性液体の蒸発率と相関的に
関連し得る。
【００４７】
　実施形態によって、異なる種類のコントローラを利用することができる。例えば、コン
トローラは電子制御器であってもよい。いくつかの実施形態では、コントローラは、複数
の温度センサからデータを受信し、受信したデータから平均温度を判定した後、バルブに
よる動作を開始する電子制御器である。電子制御器は、１つ以上の温度センサからのデー
タに応答する３℃～７℃の範囲付近での有界システム等のような、１つ以上のセンサから
の特定の数値範囲付近での有界システムまたは閾値システムを生成するように構成された
ロジックおよび／または回路構成要素を含んでもよい。例えば、いくつかの実施形態では
、コントローラは、バルブに操作可能に取り付けられ、熱電対を含む温度センサに応答す
るように構成された「バングバング」コントローラである。電子制御器は、１つ以上の温
度センサからのデータに応答する、２℃～８℃の範囲付近のフィードバックシステム等の
、１つ以上のセンサからの特定の数値範囲付近のフィードバックシステムを生成するよう
に構成されたロジックおよび／または回路構成要素を含んでもよい。いくつかの実施形態
では、電子制御器には電池が取り付けられている。いくつかの実施形態では、容器の外側
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に取り付けられた太陽電池パネル等の外部電源が電子制御器に取り付けられている。いく
つかの実施形態では、コントローラは、複数の温度センサからデータを受信し、受信した
データから平均温度を判定した後、バルブによる動作を開始する電子制御器である。いく
つかの実施形態では、コントローラは機械的コントローラである。例えば、いくつかの実
施形態では、コントローラは、バルブに操作可能に接続されたブルドン管に取り付けられ
ており、温度差に関連した蒸気圧力の変化に応答するように構成されている。機械的コン
トローラを含む実施形態は、コントローラと機械的コネクタであるバルブとの間に操作可
能接続を形成するコネクタも含んでもよい。例えば、機械的コネクタは、コントローラと
バルブの間に、１つ以上の棒または歯車の動作によるもの等の物理的圧力を伝えるように
構成されたコネクタであってもよい。
【００４８】
　容器の使用中、温度センサがワイヤを介してコントローラにデータを送信してもよい。
コントローラは、受信したデータに応じて蒸気制御ユニットを操作可能に制御するように
構成されている。電子制御器を含む実施形態では、電子制御器は１つ以上の温度センサお
よび／またはガス圧力センサからデータを受信し、検知した値が所定の範囲外か範囲内か
を判定する。判定結果に応じて、電子制御器は、温度または圧力を所定の範囲の値に戻す
ためにバルブの開閉を開始してもよい。例えば、いくつかの実施形態では、９℃の温度デ
ータを含む信号を電子温度センサが送信した場合、コントローラは、受信した温度データ
が所定の範囲である３℃～７℃の範囲外であると判定する。当該判定結果に応じて、コン
トローラは、蒸気制御ユニット内のバルブに取り付けられたモータに対して、バルブの開
放を開始させるような種類の信号を送る。他の例として、いくつかの実施形態では、１℃
の温度データを含む信号を電子温度センサが送信した場合、コントローラは、受信した温
度データが所定の範囲である３℃～７℃の範囲外であると判定する。当該判定結果に応じ
て、コントローラは、蒸気制御ユニット内のバルブに取り付けられたモータに対して、バ
ルブの閉鎖を開始させるような種類の信号を送る。
【００４９】
　いくつかの実施形態では、電子制御器は、１つ以上のガス圧力センサから複数のガス圧
力データポイントを受信し、受信したデータから平均ガス圧力等のガス圧力結果を計算し
てもよい。その後、電子制御器は、ガス圧力結果が、特定の携帯型冷却ユニットにとって
の所定のガス圧力範囲外であるか範囲内であるかを判定してもよい。例えば、特定かつ所
定の範囲から外れたガス圧力は、特定の携帯型冷却ユニットにおける過度な蒸発冷却に繋
がる蒸発性液体の過度な蒸発を示し得る。例えば、特定かつ所定の範囲から外れたガス圧
力は、乾燥材による吸収または吸着の不足を示し、乾燥材を再生するか更新する必要があ
ることを示し得る。ガス圧力範囲は、一実施形態における蒸発冷却ユニット、導管、蒸気
制御ユニット、および乾燥領域部の内部寸法と相関する。ガス圧力範囲は、一実施形態に
おける蒸発性液体の種類、乾燥材の種類、および所定の冷却温度範囲とも相関する。以下
を参照：Dawoud and Aristovによる"Experimental Study on the Kinetics of Water Vap
or Sorption on Selective Water Sorbents, Silica Gel and Alumina Under Typical Op
erating Conditions of Sorption Heat Pumps," International Journal of Heat and Ma
ss Transfer, 46: 273-281 (2004)；Marquardtによる"Introduction to the Principles 
of Vacuum Physics," CERN Accelerator School, (1999)；Kozubal et al.による"Desicc
ant Enhanced Evaporative Air-Conditioning (DEVap): Evaluation of a New Concept i
n Ultra Efficient Air Conditioning," NREL Technical Report NREL/TP-5500-49722 (J
anuary 2011)；Conde-Petitによる"Aqueous Solutions of Litium and Calcium Chloride
s: - Property Formulations for Use in Air Conditioning Equipment Design," M. Con
de Engineering, (2009)；"Zeolite/Water Refrigerators," BINE Informationsdienst, 
projektinfo 16/10；"Calcium Chloride Handbook: A Guide to Properties, Forms, Sto
rage and Handling," Dow Chemical Company, (August, 2003)；"Introduction of Zeoli
te Technology into Refrigeration Systems: Layman's Report," Dometic project LIFE
04 ENV/LU/000829；Rezk and Al-Dadahによる"Physical and Operating Conditions Effe
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cts on Silica Gel/Water Adsorption Chiller Performance," Applied Energy 89: 142-
149 (2012)；Saha et al.による"A New Generation Cooling Device Employing CaCl2-in
-silica Gel-water System," International Journal of Heat and Mass Transfer 52: 5
16-524 (2009)；"An Introduction to Zeolite Molecular Sieves," UOP Company Brochu
re 0702 A 2.5；および"Vacuum and Pressure Systems Handbook," Gast Manufacturing,
 Inc.。これらの文献はそれぞれ参照により本願に援用される。真空ラインにおける水蒸
気による圧力損失を計算するための式はGEA Wiegandから入手可能であり、２０１３年３
月１３日にその会社ウェブサイト（http://produkte.gea-wiegand.de/GEA/GEACategory/1
39/index#en.html）にアクセスして入手した写しが参照により本願に援用される。
【００５０】
　蒸気制御ユニット１４０内のコントローラ１４３とバルブ１４７の接続は図１には示さ
れていないが、コントローラ１４３とバルブ１４７の間には操作可能接続が存在する。い
くつかの実施形態では、コントローラはバイメタルコイル等の機械的コントローラである
。例えば、いくつかの実施形態では、操作可能接続は、物理的圧力を伝えるように構成さ
れた棒または歯車等のコネクタを含む。いくつかの実施形態では、コントローラは電子制
御器である。例えば、いくつかの実施形態では、操作可能接続は、ＩＲまたは短波長無線
伝送（例えば、Bluetooth（登録商標））等の有線または無線接続等によって電子的に伝
送するように構成されたコネクタを含む。
【００５１】
　いくつかの実施形態では、蒸気制御ユニットは、携帯型容器の外側のコントローラから
の情報を示す可視インジケータに接続されている。例えば、いくつかの実施形態では、蒸
気制御ユニットは外側の目盛盤に接続されたコントローラを含み、当該目盛盤は、センサ
が計測した温度を示すように構成されている。例えば、いくつかの実施形態はコントロー
ラに接続された外側ライトを含み、コントローラは、蒸気制御ユニット内のバルブへの制
御信号の送信と組み合わせてライトを点灯したり消灯したりする。例えば、いくつかの実
施形態はコントローラに接続されたライトを含み、コントローラは、コントローラに取り
付けられた圧力センサからのデータに応じてライトを点灯したり消灯したりする。例えば
、コントローラは、圧力センサからの情報が、蒸発冷却システム内の圧力があらかじめ設
定された範囲内であることを示す場合にライトを点灯させる回路構成要素を含んでもよい
（これにより、例えば、内部ガス圧力があらかじめ設定された許容運転範囲内なので使用
可能であることをユーザに示し、または、内部ガス圧力があらかじめ設定された許容運転
範囲外なのでメンテナンスが必要であることをユーザに示す）。
【００５２】
　いくつかの実施形態は蒸気導管に操作可能に取り付けられた表示ユニットを含み、当該
表示ユニットは、例えば、蒸気導管内のセンサに直接取り付けられる。表示ユニットの例
としては、ライト、画面表示装置、電子インク表示、または携帯型容器の外側に取り付け
られた同等のデバイスが挙げられる。表示ユニットは、例えば、コントローラに操作可能
に接続されており、携帯型容器の内側に関する状態を示すコントローラからの信号を受信
するように構成されてもよい。例えば、表示ユニットとしてライトを含む実施形態では、
温度センサから受信したデータが携帯型容器内の貯蔵領域部の内側温度があらかじめ設定
された温度範囲内であることを示す場合に、ライトを点灯させるような伝送をライトに対
して行うように、コントローラを構成してもよい。例えば、画面表示装置を含む実施形態
では、携帯型容器の状態に関するデータ（直近の計測内部温度またはバルブの位置等）を
画面表示装置に送信するようにコントローラを構成してもよい。いくつかの実施形態は、
プッシュボタン、タッチセンサ、またはキーパッド等のユーザ入力デバイスを含む。ユー
ザ入力デバイスは、コントローラに操作可能に取り付けられてもよい。例えば、コントロ
ーラは、ユーザ入力デバイスによって送信されたような特定のユーザ入力に応じて、蒸気
導管内のバルブを開くように構成されてもよい。例えば、コントローラは、ユーザ入力デ
バイスによって送信されたような特定のユーザ入力に応じて、取り付けられた画面表示装
置に直近の温度データを表示させるように構成されてもよい。
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【００５３】
　いくつかの実施形態では、一体型被制御蒸発冷却システムを含む携帯型容器は、携帯型
容器のユーザが必要に応じて一体型被制御蒸発冷却システムをオンにしたりオフにしたり
できるように配置および構成されたオンオフスイッチまたは遮断スイッチを備える。例え
ば、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器は、蒸気導管を通るガス流を可逆
的に完全に妨げるような大きさ、形状、および配置である遮断バルブと、バルブに操作可
能に取り付けられたスイッチであって、当該スイッチへの外部作用に応じてバルブを完全
に開いたり完全に閉じたりするように配置されたスイッチと、を備えてもよい。例えば、
携帯型容器の目的が、使用と使用の間が長期間（数か月または数年等）にわたる保存であ
る実施形態では、遮断スイッチが有用である。ユーザは、蒸気導管を遮断バルブによって
閉じることで容器内の被制御蒸発冷却システムをオフにした状態で、一体型被制御蒸発冷
却システムを備える携帯型容器を長期間（数週間、数か月、または数年等）にわたって保
管することができる。ユーザは、容器が必要な場合にオンオフスイッチによって一体型被
制御蒸発システムのスイッチをオンにし、それにより、遮断バルブを開き、容器内の被制
御蒸発冷却システムを再始動することができる。図１に示す実施形態では、蒸気導管１５
０の遮断バルブ１５５に二進スイッチ１５１が取り付けられており、当該二進スイッチ１
５１は、携帯型容器のユーザが操作可能な位置であって、携帯型容器の外側に隣り合う位
置に設けられている。いくつかの実施形態では、オンオフスイッチは、蒸気導管を通るガ
ス流および蒸気を可逆的に妨げる配置であるバルブに取り付けられた機械的ねじを含む。
いくつかの実施形態では、オンオフスイッチは、蒸気導管を通るガス流および蒸気を可逆
的に妨げる配置であるバルブに操作可能に取り付けられた可逆的に押下可能なボタンスイ
ッチを含む。いくつかの実施形態では、遮断バルブは電子オンオフスイッチに接続されて
いる。
【００５４】
　図２は、一体型被制御蒸発冷却システムを含む携帯型容器１００の一実施形態の外観図
を示す。携帯型容器１００は実質的に円筒形である。図２に示す携帯型容器１００の実施
形態は、携帯型容器１００の外面を形成するように配置された乾燥領域部壁体１６５を含
む。断熱底体１３７は、携帯型容器１００の下面を形成する。断熱壁体１３５は乾燥領域
部壁体１６５から上方に突き出ており、当該断熱壁体１３５も携帯型容器１００の外面を
形成している。外端２２０は可視であり、断熱壁体１３５と乾燥領域部壁体１６５を結合
している。携帯型容器１００は、外側断熱壁体１３５と内側貯蔵容器壁体１１５の間に上
端１３２を有する。貯蔵領域部１１０は携帯型容器１００内の中心に配置されており、貯
蔵領域部１１０の側面は内側貯蔵容器壁体１１５によって形成されている。二進オンオフ
スイッチ１５１が携帯型容器１００の上端１３２に配置されている。
【００５５】
　図２は、携帯型容器１００と共に蓋体２００も示す。蓋体２００は、携帯型容器本体の
上面と可逆的に嵌合し、携帯型容器本体の開口部１０５を覆う大きさおよび形状の底面２
１０を有する。いくつかの実施形態では、蓋体は、貯蔵容器の断熱領域部の断熱材と組み
合わせて、貯蔵領域部への熱伝達を低減するのに十分な断熱材を含む。いくつかの実施形
態では、蓋体は、貯蔵容器の出入用開口部の上端に可逆的に嵌合する大きさおよび形状で
ある下向きの突起と、貯蔵容器の壁の上部に可逆的に嵌合する隣の隆起部と、を有しても
よい。蓋体２００は、上面２３０を有する。表示ユニット２４０が蓋体２００の上面２３
０に取り付けられている。表示ユニットは、例えば、携帯型容器内のコントローラであっ
て、温度センサと接続されたコントローラと無線接続されてもよい。表示ユニットは、例
えば、貯蔵領域部に取り付けられたセンサによって計測された温度等の情報を表示するよ
うに構成されてもよい。いくつかの実施形態では、表示ユニットは、タッチスクリーン等
のユーザインタフェースを含み、コントローラに制御信号を送信するように構成されてい
る。例えば、タッチスクリーンを含む表示ユニットは、「オン」信号および「オフ」信号
をコントローラに送信するように構成されてもよい。
【００５６】
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　いくつかの実施形態では、携帯型容器は、容器のユーザの携帯性を向上させる大きさお
よび形状のハンドルを有する。いくつかの実施形態では、携帯型容器は、緩衝バンパーま
たはエッジカバー等の耐久性を向上させるための外部特徴を有する。
【００５７】
　図３は、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器１００の一実施形態におけ
る態様を示す。本実施形態は、貯蔵容器底体１１７に密接に設けられることにより、上面
に出入用開口部１０５を有する貯蔵領域部１１０の側面および底面を形成する貯蔵容器壁
体１１５を含む。貯蔵容器壁体１１５および貯蔵容器底体１１７を挟んで貯蔵領域部１１
０とは反対の面に蒸発領域部壁体１２５および底体１２７が対応して配置され、貯蔵容器
の外面に隣り合うガス封止および蒸気封止された蒸発領域部１２０が形成されている。蒸
発性液体１２３は蒸発領域部内に位置しており、当該蒸発領域部は、蒸発性液体１２３と
貯蔵容器壁体１１５との接触表面積を最大化させるための芯構造も含んでもよい。
【００５８】
　図３に示す実施形態では、断熱壁体１３５および断熱底体１３７が、蒸発領域部壁体１
２５および蒸発領域部底体１２７ならびに貯蔵容器壁体１１５および貯蔵容器底体１１７
に隣り合って配置されている。蒸発領域部壁体１２５および蒸発領域部底体１２７は、ガ
ス不透過および蒸気不透過封止によって互いに密接に設けられており、また、貯蔵容器壁
体１１５の上端とも密接に設けられてガス封止された断熱領域部１３０を形成している。
図示した実施形態において、断熱領域部１３０は、携帯型容器１００の予定された使用中
に貯蔵領域部１１０を十分に断熱するための大きさ、内部ガス圧力、および厚さを有する
略真空に排気された空間を有する。
【００５９】
　一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器１００の図３に示す実施形態は、断
熱壁体１３５の外側表面に隣り合う位置に設けられた乾燥壁体１６５を含む。乾燥壁体１
６５は、容器１００の予定された使用中に乾燥領域部１６０内の乾燥材の発熱化学反応に
よる予測された熱を放出するために十分な表面積を有する携帯型容器１００の外面を形成
するように配置されている。乾燥領域部１３０は容器１００内のガス密封かつ蒸気密封の
領域部であり、容器１００の外側に隣り合い、乾燥領域部１６０およびその中の乾燥材か
らの熱損失を最大化するように配置されている。
【００６０】
　図３は、また、一体型被制御蒸発冷却システムを有する携帯型容器１００が、蒸発領域
部１２０内に位置する第１端部１５７と乾燥領域部１６０内に位置する第２端部１５９と
を有する蒸気導管１５０を備えることを示す。蒸気導管１５０の内側、蒸発領域部１２０
の内側、および乾燥領域部１６０の内側は、ガス不透過封止材によって互いに密接に設け
られており、それにより、容器内に連続蒸気密封内部領域部を形成している。蒸気導管１
５０は、蒸発領域部１２０内に位置する第１端部１５７において、１つの開口部１４１を
有する。蒸気導管１５０は、乾燥領域部１６０内に位置する第２端部１５３において、１
つの開口部１５９を有する。図３に示す実施形態では、蒸気導管１５０の中間部が断熱領
域部１３０内に位置している。しかしながら、蒸気導管１５０の内側および断熱領域部１
３０の内側は、蒸気導管１５０のガス不透過壁によって互いに分離している。
【００６１】
　蒸気導管１５０は、蒸気導管１５０の長さに沿う中心位置に配置された蒸気制御ユニッ
ト１４０を含む。蒸気制御ユニット１４０は、蒸気導管１５０を通るガス流を可逆的に完
全に妨げ、コントローラ１４３から受信した信号に応じて開閉することにより、蒸気導管
１５０を通るガス流を漸増的に制御するような大きさ、形状、および配置であるバルブ１
４７を有する。図示した実施形態において、温度センサ３００が貯蔵容器壁体１１５に取
り付けられており、当該温度センサ３００は、コントローラ１４３に操作可能に接続され
ている。コントローラは、例えば、温度センサから受信した信号に応じて蒸気制御ユニッ
ト内のバルブに信号を送信するように構成された回路構成要素を備えてもよい。例えば、
コントローラは、あらかじめ設定された値を上回る温度センサからの信号を受信したこと
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に応じて、バルブを完全にまたは部分的に開くための信号を送信するように構成されても
よい。例えば、コントローラは、あらかじめ設定された値を下回る温度センサからの信号
を受信したことに応じて、バルブを完全にまたは部分的に閉めるための信号を送信するよ
うに構成されてもよい。いくつかの実施形態では、コントローラは、有線接続によってバ
ルブおよび／または１つ以上のセンサに操作可能に取り付けられている。いくつかの実施
形態では、コントローラは、無線接続によってバルブおよび／または１つ以上のセンサに
操作可能に取り付けられている。
【００６２】
　温度センサ３００は、貯蔵領域部１１０の温度を計測するための位置において、貯蔵容
器壁体１１５に取り付けられている。いくつかの実施形態では、温度センサは、貯蔵領域
部に隣り合う蒸発領域部内の位置において貯蔵容器壁体に取り付けられている。いくつか
の実施形態は、蒸発領域部、蒸気導管、および／または乾燥領域部の１つ以上の内に配置
された圧力センサを含み、当該圧力センサは、蒸気制御ユニット内のコントローラに操作
可能に接続されている。
【００６３】
　いくつかの実施形態は、温度センサであるセンサを含む。温度センサは、例えば、機械
的温度センサを含んでもよい。温度センサは、例えば、電子温度センサを含んでもよい。
例として、いくつかの実施形態におけるセンサは、熱電対、バイメタル温度センサ、赤外
線温度計、抵抗温度計、またはシリコンバンドギャップ温度センサの内の１つ以上を含む
温度センサである。
【００６４】
　いくつかの実施形態は、ガス圧力センサであるセンサを含む。ガス圧力センサは、例え
ば、ブルドン管等の機械的ガス圧力センサを含んでもよい。ガス圧力センサは、毛細管を
有する膨張弁を備えてもよい。ガス圧力センサは、例えば、電子ガス圧力センサを含んで
もよい。例として、いくつかの実施形態は、真空センサであるセンサを含む。例えば、容
器の使用前は蒸気導管の内側は実質的に真空かまたは気圧よりも低いガス圧力であり、そ
の後、蒸発性液体からの蒸発中に真空が弱まってもよい。したがって、真空センサからの
データは、蒸発率を示すか、または容器内の蒸発性液体の全体の蒸発レベルを示し得る。
いくつかの実施形態では、ガス圧力センサは、圧電抵抗歪み計、容量ガス圧力センサ、ま
たは電磁ガス圧力センサを含んでもよい。いくつかの実施形態では、圧力センサは、容量
圧力センサを含む。
【００６５】
　いくつかの実施形態は、貯蔵容器に取り付けられた温度センサと、貯蔵容器壁体または
貯蔵容器底体に隣り合って配置された発熱体と、温度センサ、蒸気制御ユニット、および
発熱体に接続されたコントローラと、を備える。例えば、いくつかの状況では、一体型被
制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器は、貯蔵領域部の使用予定を下回る周囲温度の
場所に保管されてもよい。この場合、携帯型容器の使用前に、貯蔵容器壁体および／また
は貯蔵容器底体が適切な最低温度まで温められることが必要であろう。例えば、携帯型容
器は、冬季の間（例えば、周囲温度が－５℃～－１０℃）に無加温貯蔵庫に保管されても
よい。この間、当該携帯型容器の貯蔵領域部は、２℃～８℃に調整されることができる。
【００６６】
　いくつかの実施形態は、携帯型容器に取り付けられた温度センサと、蒸気密封乾燥領域
部内または蒸気密封乾燥領域部に隣り合う位置に設けられた発熱体と、温度センサおよび
発熱体に接続されたコントローラとを備える内部再充填システムを含む。いくつかの実施
形態では、コントローラは、蒸気制御ユニットに取り付けられてもよい。本明細書におい
てさらに説明する通り、乾燥領域部内の乾燥材が加熱されることで放出された蒸気状態の
蒸発性液体が蒸気導管を通って蒸発領域部に戻ること等により、携帯型容器は再充填可能
に設計されている。この加熱は、一実施形態において使用される乾燥材および蒸発性液体
に応じて、所定の時間にわたって所定の温度まで行われる。いくつかの実施形態では、本
明細書においてさらに説明する通り、外部再充填デバイスが設けられる。いくつかの実施
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形態では、温度センサと、蒸気密封乾燥領域部内または蒸気密封乾燥領域部に隣り合う位
置に設けられた発熱体と、温度センサおよび発熱体に接続されたコントローラとを備える
内部再充填システムが設けられる。コントローラは、例えば、再充填が保証されている場
合に、所定の一連の事象を有効にする回路構成要素を含んでもよい。コントローラは、タ
ッチスクリーンまたはスイッチ等の、再充填に係る一連の事象を有効にするユーザインタ
フェースに応答するように取り付けられてもよい。いくつかの実施形態では、コントロー
ラは、ユーザインタフェースからの信号に応じて再充填シーケンスを始動する回路構成要
素を備える。再充填シーケンスは、例えば、コントローラが発熱体に起動信号を送信し、
温度センサからの温度情報を含む信号を受信することを含んでもよい。コントローラは、
また、温度センサから受信した温度データに応じて、さらに起動信号または停止信号を発
熱体に送信してもよい。コントローラはさらに、ユーザインタフェース上に警告灯を点灯
させるかまたは警告を表示させるタイプの信号等の信号をユーザインタフェースに送信し
てもよい。
【００６７】
　いくつかの実施形態が含む携帯型容器の組み立て用部品のセットは、貯蔵容器と、乾燥
部と、中央蒸気導管部と、を備え、上記貯蔵容器は、一体型被制御蒸発冷却器を有し、内
側貯蔵容器であって、該内側貯蔵容器の上部領域部に出入用開口部が配置された内側貯蔵
容器と、上記内側貯蔵容器の上部領域部に出入用開口部が配置された外側貯蔵容器であっ
て、上記出入用開口部に隣り合う位置において上記内側貯蔵容器に密接に設けられること
で、上記内側貯蔵容器と上記外側貯蔵容器との間に蒸気密封蒸発領域部を形成する外側貯
蔵容器と、蒸気導管の蒸発部であって、上記蒸気密封蒸発領域部内に配置される第１端部
と、上記貯蔵容器の上部領域部に上記貯蔵容器の外側の開口部と共に配置される第２端部
とを有する蒸発部とを含み、上記乾燥部は、上記貯蔵容器の外側表面と嵌合する大きさお
よび形状であり、かつ、上記貯蔵容器の上記出入用開口部からはみ出る大きさおよび形状
である内側表面を有する断熱ユニットと、上記断熱ユニットを取り囲む乾燥領域部壁体で
あって、蒸気不透過封止材によって上記断熱ユニットの外側に密接に設けられることで、
上記断熱ユニットの外側に乾燥領域部を形成する乾燥領域部壁体と、蒸気導管の乾燥部で
あって、上記乾燥領域部内に配置される第１端部と、上記乾燥領域部の上部領域部に上記
乾燥領域部の外側の開口部と共に配置される第２端部とを有する乾燥部とを含み、上記中
央蒸気導管部は、上記蒸気導管の上記蒸発部の上記第２端部と嵌合しかつ密接に設けられ
る大きさおよび形状である第１端部と、上記蒸気導管の上記乾燥部の上記第２端部と嵌合
しかつ密接に設けられる大きさおよび形状である第２端部と、上記中央蒸気導管の上記第
１端部と上記中央蒸気導管の上記第２端部との間に配置される上記中央蒸気導管のコネク
タ部であって、上記第１端部が上記蒸発部の上記第２端部と嵌合して密接に設けられるよ
うに配置され、かつ、上記第２端部が上記乾燥部の上記第２端部と嵌合して密接に設けら
れるように配置される大きさおよび形状であるコネクタ部とを含み、上記蒸気導管は取り
付け蒸気制御ユニットを含み、上記蒸発部、上記乾燥部、および上記中央蒸気導管部のそ
れぞれは、一体型被制御蒸発冷却システムを備える一体型携帯型容器の連続蒸気密封内部
領域部に適合する大きさおよび形状を有する。
【００６８】
　図４は携帯型容器の組み立て用部品のセットの態様を示す。携帯型容器の部品のセット
は、その内側の態様を説明するために、断面が描かれている。一旦組み立てられると、携
帯型容器の部品のセットは本明細書に記載のもののような一体型被制御蒸発冷却システム
を備える携帯型容器１００を形成する。
【００６９】
　図４に示す断面図における中央の領域部では、一体型蒸発冷却器を有する貯蔵容器４０
０が、上方領域部に出入用開口部１０５を有するように配置された内側貯蔵容器４０５を
備える。内側貯蔵容器４０５は実質的に貯蔵領域部１１０の外側を形成する。一体型蒸発
冷却器を有する貯蔵容器４００は、内側貯蔵容器４０５の上方領域部に出入用開口部を有
するように配置された外側貯蔵容器４０７も備える。いくつかの実施形態は、内側貯蔵容
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器および外側貯蔵容器に対して１つの出入用開口部を備える。いくつかの実施形態は、人
の手が内側貯蔵容器の内側に届くような大きさおよび形状の出入用開口部を備える。外側
貯蔵容器４０７は、出入用開口部１０５に隣り合う位置において内側貯蔵容器４０５に密
接に設けられており、それにより、自身と内側貯蔵容器４０５との間に蒸気密封蒸発領域
部１２０を形成する。いくつかの実施形態では、内側貯蔵容器と外側貯蔵容器とがガス不
透過封止されている。いくつかの実施形態は、内側貯蔵容器と外側貯蔵容器との間に蒸気
密封間隙を含む。蒸発性液体１２３は、蒸気密封蒸発領域部１２０内に位置している。い
くつかの実施形態では、一旦容器が組み立てられると、蒸発領域部は、蒸発性液体、蒸発
性液体用の芯構造、および周囲のガス圧力よりも低いガス圧力を含む。また、蒸気密封蒸
発領域部１２０内には、蒸気導管の蒸発部４２３であって、蒸気密封蒸発領域部１２０内
に位置する第１端部と、貯蔵容器４００の外側に開口部４２９を有し貯蔵容器の上部領域
部に位置する第２端部とを有する蒸発部４２３が配置されている。いくつかの実施形態で
は、蒸気導管の蒸発部の第２端部と貯蔵容器とがガス不透過封止されている。
【００７０】
　いくつかの実施形態では、一体型蒸発冷却器を有する貯蔵容器は、出入用開口部を形成
する開口上面領域部を有する円筒形である。例えば、図２参照。いくつかの実施形態では
、一体型蒸発冷却器を有する貯蔵容器は円筒構造を含む。いくつかの実施形態では、一体
型蒸発冷却器を有する貯蔵容器は丸みを帯びた縁を有する構造を含む。いくつかの実施形
態では、蒸気密封蒸発領域部１２０は蒸発性液体を含む。いくつかの実施形態では、蒸気
密封蒸発領域部１２０は、蒸発性液体、蒸発性液体用の芯構造、および周囲のガス圧力よ
りも低いガス圧力を含む。
【００７１】
　図４に示す実施形態では、蒸気制御ユニット１４０は、蒸気密封蒸発領域部１２０内に
位置する蒸気導管の蒸発部４２３の第１端部に取り付けられている。蒸気制御ユニット１
４０は蒸気密封蒸発領域部１２０に通じる開口部１４１と、開口部１４１に隣り合って配
置されたバルブ１４７を有する。バルブ１４７は、開口部１４１を通るガス流を可逆的に
妨げるような大きさ、形状、種類、および位置である。コントローラ１４３は、バルブ１
４７に操作可能に接続されている。貯蔵容器４００の蒸発領域部は、内側貯蔵容器４０５
と外側貯蔵容器４０７の間に蒸気密封間隙を含み、蒸気制御ユニット１４０および蒸発部
４２３の第１端部は当該間隙内に位置している。ガス不透過封止材は、貯蔵容器４００の
壁を通る蒸気導管の蒸発部４２３の端部を囲っている。
【００７２】
　図４に示す実施形態は、貯蔵容器４００の外側表面と嵌合する大きさおよび形状の内側
表面４１５を有する断熱ユニットであって、貯蔵容器４００の出入用開口部１０５からは
み出る大きさおよび形状の断熱ユニットを備える乾燥部４１０を含む。断熱ユニットは、
外壁１３５と、底体１３７と、貯蔵容器４００の外側表面に嵌合する大きさおよび形状の
内側表面４１５を有する内壁とを備えている。それらの壁体および底体のそれぞれの端は
、ガス不透過封止材によって互いに密接に設けられている。図４に示す実施形態では、外
壁１３５の上端と内壁の上端の間に上端１３２が密接に設けられている。外壁１３５と、
底体１３７と、内壁との間の間隙が、蒸気密封断熱領域部１３０を形成する。いくつかの
実施形態では、蒸気密封断熱領域部は、特定の使用場面のために蒸発領域部と乾燥領域部
の間の熱伝達を十分に減少させる熱的性質を有する断熱材を含む。例えば、いくつかの実
施形態では、予定使用場面において、断熱領域部の厚みを越える予想熱伝達が約２ワット
である。例えば、いくつかの実施形態では、予定使用場面において、断熱領域部の厚みを
越える予想熱伝達が０．５ワット～２．５ワットの範囲である。例えば、いくつかの実施
形態では、予定使用場面において、断熱領域部の厚みを越える予想熱伝達が１．５ワット
～５．５ワットの範囲である。例えば、いくつかの実施形態では、予定使用場面において
、断熱領域部の厚みを越える予想熱伝達が０．５ワット～６ワットの範囲である。いくつ
かの実施形態では、断熱ユニットの蒸気密封断熱領域部は略真空に排気された空間を含む
。いくつかの実施形態では、断熱ユニットの蒸気密封断熱領域部のガス圧力は１０-3トル
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よりも低い。いくつかの実施形態では、断熱ユニットの蒸気密封断熱領域部のガス圧力は
１０-5トルよりも低い。
【００７３】
　図４に示す通り、乾燥部４１０は、断熱ユニットを取り囲む乾燥領域部壁体１６５であ
って、蒸気不透過封止によって断熱ユニットの外側に密接に設けられることで、断熱ユニ
ットの外側に乾燥領域部１６０を形成する乾燥領域部壁体１６５と、蒸気導管の乾燥部４
２７であって、乾燥領域部１３０内に位置する第１端部と、乾燥領域部１３０の外側に開
口部を有しかつ乾燥領域部１３０の上部領域部に位置する第２端部とを有する乾燥部４２
７と、を含む。いくつかの実施形態では、貯蔵容器の使用中に乾燥領域部内の乾燥材の発
熱反応によって生成された熱を分散させるために、乾燥部は断熱壁体１３５の外周を完全
に取り囲んでいる。
【００７４】
　図４に示す実施形態は、蒸気導管の蒸発部４２３の第２端部と嵌合して密接に設けられ
る大きさおよび形状の第１端部と、蒸気導管の乾燥部４２７の第２端部と嵌合して密接に
設けられる大きさおよび形状の第２端部と、中央蒸気導管の第１端部と中央蒸気導管の第
２端部との間に位置するコネクタ部４２０であって、第１端部が蒸発部４２３の第２端部
と嵌合して密接に設けられ、第２端部が乾燥部４２７の第２端部と嵌合して密接に設けら
れる位置になるような大きさおよび形状のコネクタ部と、を備える中央蒸気導管コネクタ
部４２０も含む。図４に示す実施形態において、中央蒸気導管コネクタ部４２０は乾燥部
４２７および蒸発部４２３に接続される大きさおよび形状を有する。携帯型容器の組み立
て用部品のセットが最終的に組み立てられる際に互いに密接に設けられた場合、蒸気導管
は取り付け蒸気制御ユニットを含み、蒸発部４２３、乾燥部４２７、および中央蒸気導管
部４２０のそれぞれは、一体型被制御蒸発冷却システムを形成する一体型携帯型容器の連
続蒸気密封内部領域部に適合する大きさおよび形状を有する。組み立てられた貯蔵容器は
、容器の使用中に貯蔵領域部を所定の温度範囲に保つために、貯蔵領域部の調整冷却を含
む。例えば、図５参照。
【００７５】
　いくつかの実施形態では、蒸気制御ユニットは容器の蒸発領域部内に配置されており、
蒸気導管の蒸発部に操作可能に取り付けられている。いくつかの実施形態では、蒸気制御
ユニットは中央蒸気導管コネクタ部に操作可能に取り付けられている。また、いくつかの
実施形態が含むバルブ制御部および遮断バルブは、ユーザのアクセス可能性の観点で配置
され、例えば、中央蒸気導管コネクタ部に操作可能に接続される。いくつかの実施形態は
、蒸気導管を通るガス流を可逆的に妨げるような大きさ、形状、および配置であるバルブ
と、バルブに操作可能に取り付けられたコントローラとを備える中央蒸気導管コネクタ部
を含む。いくつかの実施形態は、蒸気導管を通るガス流を可逆的に妨げるような大きさ、
形状、および配置であるバルブと、バルブに操作可能に取り付けられた二進スイッチであ
って、当該スイッチへの外部作用に応じてバルブを完全に開いたり完全に閉じたりするよ
うに配置された二進スイッチと、を備える中央蒸気導管コネクタ部を含む。
【００７６】
　いくつかの実施形態では、携帯型容器の組み立て用部品のセットは、出入用開口部に隣
り合う携帯型容器の縁に可逆的に嵌合する大きさおよび形状の蓋体を備える。蓋体は、断
熱部内の断熱材と組み合わせた使用中に、容器の貯蔵領域部を所定の温度範囲内に保つた
めに十分な断熱材を含んでもよい。いくつかの実施形態では、携帯型容器はディスプレイ
を含み、当該ディスプレイは、蓋体の外側表面に取り付けられてもよい。
【００７７】
　いくつかの実施形態では、携帯型容器の組み立て用部品のセットは、貯蔵容器に取り付
けられた温度センサと、貯蔵容器壁体または貯蔵容器底体に隣り合って配置された発熱体
と、温度センサ、蒸気制御ユニット、および発熱体に接続されたコントローラと、を備え
る。例えば、コントローラは、貯蔵容器の貯蔵領域部が容器の使用範囲を下回ったことを
示す温度センサからのデータを受信した後に、発熱体に起動信号を送信するように予め設
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定されていてもよい。例えば、容器は、組み立てられた携帯型容器の使用場面を下回る周
囲温度の場所に保管されてもよい。
【００７８】
　いくつかの実施形態では、携帯型容器の組み立て用部品のセットは、乾燥部に取り付け
られた温度センサと、乾燥部に取り付けられた発熱体と、温度センサおよび発熱体に接続
されたコントローラとを含む内部再充填システムを備える。いくつかの実施形態では、コ
ントローラは、蒸気制御ユニットに取り付けられている。いくつかの実施形態では、コン
トローラは、ユーザインタフェースに取り付けられている。コントローラは、例えば、ユ
ーザインタフェースから受信した信号に応じてあらかじめ設定された再充填シーケンスを
始動および維持するように構成された回路構成要素を備えてもよい。コントローラは、例
えば、発熱体から受信した信号（例えば、「注意：高温」という警告）に応じて、ユーザ
インタフェースに信号を発するように構成された回路構成要素を備えてもよい。
【００７９】
　上述したような携帯型容器の部品のセットを組み立てる方法は、一体型被制御蒸発冷却
システムと貯蔵容器の外側に位置する開口部を有する蒸気導管の蒸発部とを含む上記貯蔵
容器を、内部断熱ユニットと外側乾燥領域部と蒸気導管の乾燥部の外側に開口部を有する
上記蒸気導管の上記乾燥部とを含む乾燥領域部の内側に配置する工程であって、上記貯蔵
容器の外側表面を上記断熱ユニット内に配置し、かつ、上記蒸気導管の上記蒸発部の上記
開口部と上記蒸気導管の上記乾燥部の上記開口部とが一直線上になるように配置する工程
と、第１端部および第２端部を有する中央蒸気導管部を上記蒸発部および上記乾燥部の隣
に配置する工程であって、上記中央蒸気導管の上記第１端部を上記蒸気導管の上記蒸発部
の上記開口部に接続し、上記中央蒸気導管の上記第２端部を上記蒸気導管の上記乾燥部の
上記開口部に接続するように配置する工程と、ガス不透過封止材によって上記蒸気導管の
上記蒸発部の上記開口部に上記中央蒸気導管の上記第１端部を密接に設ける工程と、ガス
不透過封止材によって上記蒸気導管の上記乾燥部の上記開口部に上記中央蒸気導管の上記
第２端部を密接に設ける工程と、上記貯蔵容器内の連続蒸気密封内部領域部、上記乾燥部
、および上記接続された蒸気導管部を略真空に排気する工程と、を含む。
【００８０】
　例えば、図４は、適切に嵌っている携帯型容器の部品のセットの断面を示す。図示した
実施形態では、貯蔵容器４００は、両矢印に示す通り、乾燥部４１０に嵌っている。貯蔵
容器４００の外側表面は、乾燥部４１０の内壁の内側表面４１５に接触している。断熱領
域部１３０に隣り合う壁の上端１３２は、貯蔵容器４００の上端および貯蔵容器４００の
開口部１０５の上面よりも上方にある。中央蒸気導管コネクタ部４２０は、乾燥部４１０
の断熱領域部１３０の壁の上端１３２の上方に位置している。中央蒸気導管コネクタ部４
２０の両端部は、蒸気導管４２３の蒸発部の露出端と、蒸気導管４２７の乾燥部の露出端
とにそれぞれ隣り合って配置されている。乾燥材は、乾燥領域部１６０にある。蒸発性液
体は、蒸発領域部１２０にある。組み立て中、各部が互いに嵌められ、適切に封止される
。また、組み立て中、貯蔵容器の蒸発領域部内の連続蒸気密封内部領域部、乾燥部、およ
び接続された蒸気導管部の内側は、容器の使用場面ならびに特定の蒸発性液体／乾燥材の
組み合わせに必要な連続蒸気密封内部領域部におけるガス分圧になるまで排気されている
。
【００８１】
　いくつかの実施形態では、貯蔵容器を配置する工程は、貯蔵容器全体を乾燥部内に配置
する工程を含む。いくつかの実施形態では、貯蔵容器を配置する工程は、貯蔵容器の貯蔵
領域部が中心に位置し、貯蔵容器が貯蔵領域部を囲み、断熱ユニットが貯蔵容器を囲み、
乾燥領域部が貯蔵容器の外側を囲むように、貯蔵容器を配置する工程を含む。
【００８２】
　いくつかの実施形態では、中央蒸気導管部を配置する工程は、中央蒸気導管部が貯蔵容
器の外側上面および乾燥部を横断するように配置する工程を含む。いくつかの実施形態で
は、貯蔵容器、乾燥部、および接続された蒸気導管部内の連続蒸気密封内部領域部を略真
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空に排気する工程は、ガス圧力が１０-3トルよりも低くなるまで内部空間を排気する工程
を含む。本明細書においてさらに説明する通り、蒸発冷却システムは、冷却システムの内
側空間の内部ガス圧力が、特定の実施形態（使用される乾燥材および蒸発性液体等）によ
って異なる量まで周囲のガス圧力を下回っている場合に、最も効果的に動作する。
【００８３】
　いくつかの実施形態では、上記方法は、中央蒸気導管の第１端部を蒸気導管の蒸発部の
開口部に密接に設ける工程の前に、一体型蒸発冷却器に蒸発性液体を加える工程も含む。
いくつかの実施形態では、上記方法は、中央蒸気導管の第２端部を蒸気導管の乾燥部の開
口部に密接に設ける工程の前に、外側乾燥領域部に乾燥材を加える工程も含む。例えば、
特定の使用場面において一緒に作用するように選択した蒸発性液体および乾燥材は、連続
蒸気密封内部領域部内のガス圧力を減少させる前に、貯蔵容器の別々の領域部に入れられ
てもよい。
【００８４】
　図５は、図４のように、携帯型容器の部品のセットの断面を示し、図中、携帯型容器の
部品のセットは、使用のために互いに嵌合および密接に設けるために配置されている。ガ
ス不透過および蒸気不透過の封止材５１０が、中央蒸気導管４２０の第１端部と蒸気導管
の蒸発部４２３の開口部との間の接合部に配置されている。ガス不透過および蒸気不透過
の封止材５００が、中央蒸気導管４２０の第２端部と蒸気導管の乾燥部４２７の開口部と
の間の接合部に配置されている。乾燥部１６０の内側、蒸気導管の乾燥部４２７の内側、
中央蒸気導管４２０の内側、蒸気導管の蒸発部４２３の内側、蒸気制御ユニット１４０の
内側、および蒸発部１２０の内側が、貯蔵容器内に連続した内部空間を形成する。製造プ
ロセスにおいて、貯蔵容器内の連続した内部空間は、使用場面、使用する乾燥材、および
使用する蒸発性液体に適した圧力まで排気される。
【００８５】
　図６は一実施形態における携帯型容器の部品のセットの断面を示し、当該携帯型容器の
部品のセットが組み立てられて上述したような一体型被制御蒸発冷却システムを備える機
能的な携帯型容器を成している。図６に示す実施形態では、一体型被制御蒸発冷却システ
ムを備える携帯型容器は、内側容器４０５の側壁に取り付けられた温度センサ３００を備
える。いくつかの実施形態では、図６に示す通り、センサが貯蔵領域部の内側表面に隣り
合って配置されている。いくつかの実施形態では、蒸発領域部内において、センサが内側
容器の表面に取り付けられている。センサは、蒸気制御ユニット内のコントローラに操作
可能に取り付けられている。例えば、いくつかの実施形態では、センサが有線接続によっ
てコントローラに操作可能に接続されている。例えば、いくつかの実施形態では、センサ
が無線接続によってコントローラに操作可能に接続されている。
【００８６】
　図７は、携帯型容器の部品のセットを組み立てる方法の態様を示す。ブロック７００は
携帯型容器の部品のセットを組み立てる方法を示す。ブロック７１０は、一体型被制御蒸
発冷却システムと貯蔵容器の外側に位置する開口部を有する蒸気導管の蒸発部とを含む上
記貯蔵容器を、内部断熱ユニットと外側乾燥領域部と蒸気導管の乾燥部の外側に開口部を
有する上記蒸気導管の上記乾燥部とを含む乾燥領域部の内側に配置する工程であって、上
記貯蔵容器の外側表面を上記断熱ユニット内に配置し、かつ、上記蒸気導管の上記蒸発部
の上記開口部と上記蒸気導管の上記乾燥部の上記開口部とが一直線上になるように配置す
る工程を示す。ブロック７２０は、第１端部および第２端部を有する中央蒸気導管部を上
記蒸発部および上記乾燥部の隣に配置する工程であって、上記中央蒸気導管の上記第１端
部を上記蒸気導管の上記蒸発部の上記開口部に接続し、上記中央蒸気導管の上記第２端部
を上記蒸気導管の上記乾燥部の上記開口部に接続するように配置する工程を示す。ブロッ
ク７３０は、ガス不透過封止材によって上記蒸気導管の上記蒸発部の上記開口部に上記中
央蒸気導管の上記第１端部を密接に設ける工程を示す。ブロック７４０は、ガス不透過封
止材によって上記蒸気導管の上記乾燥部の上記開口部に上記中央蒸気導管の上記第２端部
を密接に設ける工程を示す。ブロック７５０は、上記貯蔵容器内の連続蒸気密封内部領域



(28) JP 6869975 B2 2021.5.12

10

20

30

40

50

部、上記乾燥部、および上記接続された蒸気導管部を略真空に排気する工程を示す。
【００８７】
　いくつかの実施形態では、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器は、断熱
貯蔵室と、上記断熱貯蔵室に一致する大きさおよび形状の蓋体と、を備え、上記断熱貯蔵
室は、出入用開口部を有する貯蔵容器の内側の側面および底面を形成する少なくとも１つ
の壁体と、上記貯蔵容器の外側の側面および底面を形成する少なくとも１つの壁体であっ
て、上記外側は上記内側と隣り合って配置され、上記外側および上記内側には間隙がある
少なくとも１つの壁体と、上記内側の上記側面および上記底面を形成する上記少なくとも
１つの壁体と上記外側の上記側面および上記底面を形成する上記少なくとも１つの壁体と
の間にガス不透過間隙を形成する封止体と、を含み、上記蓋体は、上記蓋体の側面および
底面を形成する少なくとも１つの壁体であって、上記側面および底面は、上記出入用開口
部に隣り合う位置において上記貯蔵容器の上記内側と可逆的に嵌合する大きさおよび形状
である少なくとも１つの壁体と、上記蓋体の上面を形成する少なくとも１つの壁体であっ
て、上記蓋体の上記上面は上記蓋体の上記側面に取り付けられている少なくとも１つの壁
体と、上記蓋体の上記底面に隣り合う位置において上記蓋体内に配置された蒸発室であっ
て、内部蒸発領域部を含み、上記蓋体の上記底面から離れた位置において開口部を有する
蒸発室と、上記蓋体の上記上面に隣り合う位置において上記蓋体内に配置された乾燥室で
あって、内側乾燥領域部を含み、上記蓋体の上記上面から離れた位置において開口部を有
する乾燥室と、上記蒸発室の上記開口部に第１端部が取り付けられており、上記乾燥室の
上記開口部に第２端部が取り付けられている蒸気導管であって、蒸気制御ユニットを含み
、上記蒸気導管、上記蒸発領域部、および上記乾燥領域部を上記蒸気導管と組み合わせる
ことで、上記蓋体内にガス封止／液体封止領域部を形成する蒸気導管と、を含む。
【００８８】
　図８は、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器の態様を示す。図８は、携
帯型容器の内部の特徴を説明するための断面を示す。携帯型容器１００は断熱貯蔵室８０
０を備え、断熱貯蔵室８００は、出入用開口部１０５を有する貯蔵容器の内側１１０の側
面および底面を形成する壁体８０３を有する。内側１１０は、容器の外側への熱伝達を最
小限にし、貯蔵領域部の内部温度を所定の範囲に維持するための断熱材を含む貯蔵領域部
を形成する。断熱貯蔵室８００は、貯蔵容器８００の外側の側面および底面を形成する壁
体８０７も含む。貯蔵容器８００の外側壁体８０７は、隣り合う内側壁体８０３と実質的
に平行になるように配置されている。外側壁体８０７と内側壁体８０３の間には間隙があ
る。上端１３２は、内側壁体８０３の第一端および外側壁体８０７の第二端に密接に設け
られている。内側の側面および底面を形成する１つの壁体８０３と外側の側面および底面
を形成する壁体８０７の間には、壁体間にガス不透過間隙を形成するようにガス不透過封
止材が施されている。内側壁体８０３と外側壁体８０７の間の間隙には、ガス封止された
断熱領域部１３０が含まれる。断熱領域部１３０は、予定使用場面中に蓋体２００と組み
合わせて貯蔵領域部１１０を所定の温度範囲内に維持するために十分な断熱特性を有する
。
【００８９】
　いくつかの実施形態では、断熱貯蔵室は、保存区画の上面に配置された１つの出入用開
口部を備える。例えば、図８に示す断熱貯蔵室８００は、保存区画の上面に配置された１
つの出入用開口部１０５を備える。いくつかの実施形態では、断熱貯蔵室は、人の手が貯
蔵容器の内側に届くような大きさおよび形状の出入用開口部を備える。例えば、出入用開
口部は、人の手が貯蔵領域部内に届き、ワクチン小瓶等の医薬品容器を取り出せるような
大きさおよび形状であってもよい。いくつかの実施形態では、断熱貯蔵室は、出入用開口
部を形成する開口上面領域部を有する円筒構造を含む。例えば、断熱貯蔵室は、出入用開
口部を形成する開口上面領域部を有する円筒構造体を形成するような、それぞれが円筒形
であり対応する大きさの内壁および外壁を有してもよい。いくつかの実施形態では、断熱
貯蔵室は、丸みを帯びた縁と出入用開口部を形成する開口上面領域部とを有する構造を含
む。例えば、断熱貯蔵室は、丸みを帯びた縁を有する長方形構造として製作されてもよい
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。丸みを帯びた縁よって、例えば、ユーザにとって容器の携帯性を向上させることができ
る。いくつかの実施形態では、断熱貯蔵室は、奉仕活動の集会用に医薬品を運ぶための大
きさおよび形状の構造を含む。例えば、断熱貯蔵室は、十分な医薬品を運ぶための大きさ
および形状（２Ｌの収容体積等）の貯蔵領域部を備え、予想周囲温度が３５℃～４５℃等
の奉仕活動の予定期間（４８時間等）中、貯蔵領域部を所定の温度範囲（２℃～８℃等）
に維持するために断熱領域部において十分な断熱特性を有する。
【００９０】
　いくつかの実施形態では、断熱貯蔵容器の壁体間のガス不透過間隙は、略真空に排気さ
れた空間を有する。いくつかの実施形態では、断熱貯蔵容器の壁体間のガス不透過間隙は
、ガス圧力が１０-3トルよりも低い空間を有する。いくつかの実施形態では、断熱貯蔵容
器の壁体間のガス不透過間隙は、ガス圧力が１０-5トルよりも低い空間を有する。
【００９１】
　図８に示す実施形態は、断熱貯蔵室８００に一致する大きさおよび形状の蓋体２００も
含む。蓋体２００は、蓋体２００の側面および底面を形成する壁体２１０を含み、当該側
面および底面は、出入用開口部１０５に隣り合う位置において貯蔵容器の内側と可逆的に
嵌合する大きさおよび形状である。図８において、説明の目的のために蓋体の壁体２１０
と内側壁体８０３の側面の間に空間が描かれているが、熱の漏れを減らすために、この壁
体２１０と内側壁体８０３の間の空間は最小のものであることが理想である。いくつかの
実施形態では、壁体２１０と内側壁体８０３の間の空間には、断熱材料（例えば、ガスケ
ット）が設けられてもよい。蓋体２００は、蓋体の上面を形成する壁体２３０も含み、蓋
体の上面は蓋体２００の側面に取り付けられている。蓋体２００は、蓋体２００内に位置
する蒸発室１２０を含む。蒸発室は、蓋体２００の底面に隣り合う位置において蓋体２０
０内に配置されており、内部蒸発領域部１２０を含み、蓋体２００の底面から離れた位置
において開口部８１５を有する。蒸発室は、蓋体２００内であって、貯蔵領域部１１０に
隣り合う位置に配置される。いくつかの実施形態では、蓋体は、蒸発性液体、蒸発性液体
用の芯構造、および周囲のガス圧力よりも低いガス圧力を含む蒸発室を備える。
【００９２】
　図８に示す実施形態に記載の通り、蓋体２００は、蓋体２００の上面に隣り合う位置に
おいて蓋体２００内に配置された乾燥室を含み、当該乾燥室は内側乾燥領域部１６０を有
する。蓋体内の乾燥室は、蓋体２００の上面から離れた位置において開口部８２５も有す
る。いくつかの実施形態では、蓋体内の乾燥室は、蓋体内の乾燥材の発熱反応によって生
成された熱が蓋体の上面に隣り合う領域部へ最大限放射されるように配置されている。い
くつかの実施形態では、蓋体は、蓋体内の乾燥室の外側の位置において、蓋体に配置され
た放射構造（フィンまたはファン等）を備える。いくつかの実施形態では、内側乾燥領域
部を有する乾燥室は乾燥材を含む。
【００９３】
　図８に示す実施形態は、蒸発室の開口部８１５に第１端部が取り付けられており、乾燥
室の開口部８２５に第２端部が取り付けられている蒸気導管を含み、蒸気導管、蒸発領域
部１２０、および乾燥領域部１６０を蒸気導管と組み合わせることで、蓋体２００内にガ
ス封止／液体封止領域部を形成する。いくつかの実施形態では、蒸気導管を囲うガス封止
された領域部中に略真空に排気された空間８２０が含まれている。いくつかの実施形態で
は、蒸気導管は蒸気制御ユニット１４０を備える。いくつかの実施形態では、蒸気導管は
、蒸気導管を通るガス流を可逆的に妨げるような大きさ、形状、および配置であるバルブ
１４７と、バルブに操作可能に取り付けられたコントローラ１４３とを備える。いくつか
の実施形態では、蒸気導管は、温度センサ３００と、蒸気導管を通るガス流を繰り返しか
つ可逆的に妨げるような大きさ、形状、および配置であるバルブ１４７と、バルブに操作
可能に取り付けられたコントローラ１４３とを備える。
【００９４】
　いくつかの実施形態では、蓋体は、蒸気導管を通るガス流を可逆的に妨げるような大き
さ、形状、および配置であるバルブと、バルブに操作可能に取り付けられた二進スイッチ



(30) JP 6869975 B2 2021.5.12

10

20

30

40

50

であって、当該スイッチへの外部作用に応じてバルブを完全に開いたり完全に閉じたりす
るように配置された二進スイッチと、をさらに備える。例えば、バルブは二進開閉バルブ
であってもよく、スイッチは容器のユーザの制御下においてバルブを可逆的に開閉するよ
うに配置されていてもよい。いくつかの実施形態では、蓋体は表示ユニットも備える。例
えば、表示ユニットは、容器の使用、内部温度、および／または蒸気導管内のバルブの状
態に関する情報を含んでもよい。表示ユニットは、コントローラに操作可能に取り付けら
れてもよい。
【００９５】
　いくつかの実施形態では、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器は、貯蔵
容器に取り付けられた温度センサと、貯蔵容器壁体または貯蔵容器底体に隣り合って配置
された発熱体と、温度センサ、蒸気導管に取り付けられた蒸気制御ユニット、および発熱
体に接続されたコントローラと、を備える。例えば、コントローラは、最低温度を下回る
温度において温度センサから受信したデータに応じて、発熱体に起動信号または「スイッ
チオン（turn on）」信号を送信するようにあらかじめ設定されてもよい。例えば、コン
トローラは、最低温度を上回る温度において温度センサから受信したデータに応じて、発
熱体に停止信号または「スイッチオフ（turn off）」信号を送信するようにあらかじめ設
定されてもよい。
【００９６】
　いくつかの実施形態では、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器は、貯蔵
容器に取り付けられた温度センサと、蓋体内の乾燥室に取り付けられた発熱体と、温度セ
ンサおよび発熱体に接続されたコントローラとを含む内部再充填システムをさらに備える
。いくつかの実施形態では、コントローラは、蒸気制御ユニットに接続されている。いく
つかの実施形態では、コントローラは、ユーザインタフェースに接続されている。コント
ローラは、特定の携帯型容器を再充填するための所定の制御ルーチンを有する回路構成要
素を備えてもよい。
【００９７】
　いくつかの実施形態では、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器は、出入
用開口部を有する貯蔵容器を形成するように構成された少なくとも１つの貯蔵容器壁体と
、上記貯蔵容器壁体の外側表面に隣り合って配置され、上記外側表面に取り付けられるこ
とで、貯蔵領域部の外側に蒸気密封断熱領域部を形成する少なくとも１つの断熱壁体と、
上記少なくとも１つの断熱壁体の外側表面に隣り合って配置され、上記少なくとも１つの
断熱壁体の上記外側表面に密接に設けられることで、上記携帯型容器の外側を少なくとも
部分的に囲う蒸気密封乾燥領域部を形成する少なくとも１つの乾燥領域部壁体と、上記少
なくとも１つの貯蔵容器壁体の内側表面と可逆的に嵌合する大きさおよび形状の、上記携
帯型容器用の蓋体であって、内部蒸気密封蒸発室を含み、上記貯蔵容器に可逆的に付け外
しできるように配置され構成された屈曲可能部を有する蓋体と、上記蒸気密封蒸発領域部
内に位置する第１端部と上記蒸気密封乾燥領域部内に位置する第２端部とを有する蒸気導
管であって、上記蓋体の上記屈曲可能部と連携する屈曲可能部を含む蒸気導管と、上記蒸
気導管に取り付けられた蒸気制御ユニットと、を備える。
【００９８】
   図９は、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器１００の態様を示す。図
９に示す実施形態は、携帯型容器の内部の特徴を示すために断面が示されている。携帯型
容器１００は、出入用開口部１０５を有する貯蔵容器を形成するように構成された貯蔵容
器壁体１１５を含む。携帯型容器１００は、貯蔵容器壁体１１５の外側表面に隣り合って
配置され、当該外側表面に取り付けられることで、貯蔵領域部１１０の外側に蒸気密封断
熱領域部１３０を形成する断熱壁体１３５を含む。いくつかの実施形態では、貯蔵容器は
、貯蔵容器の上面に配置された１つの出入用開口部１０５を備える。いくつかの実施形態
では、貯蔵容器は、人の手が貯蔵容器の内側に届くような大きさおよび形状の出入用開口
部を備える。いくつかの実施形態では、貯蔵容器は、出入用開口部１０５を形成する開口
上面領域部を有する円筒構造を含む。いくつかの実施形態では、貯蔵容器は、丸みを帯び
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た縁と出入用開口部１０５を形成する開口上面領域部とを有する構造を含む。いくつかの
実施形態では、貯蔵容器は、奉仕活動の集会用に医薬品を運ぶための大きさおよび形状の
構造を含む。いくつかの実施形態では、蒸気密封断熱領域部は、略真空に排気された空間
を有する。いくつかの実施形態では、蒸気密封断熱領域部は、１０-1トルよりも低いガス
圧力の空間を有する。いくつかの実施形態では、蒸気密封断熱領域部は、１０-3トルより
も低いガス圧力の空間を有する。いくつかの実施形態では、蒸気密封断熱領域部は、１０
-5トルよりも低いガス圧力の空間を有する。
【００９９】
　図９に示す実施形態は、断熱壁体１３５の外側表面に隣り合って配置され、断熱壁体１
３５の外側表面に密接に設けられることで、携帯型容器１００の外側を少なくとも部分的
に囲う蒸気密封乾燥領域部１６０を形成する乾燥領域部壁体１６５を含む。いくつかの実
施形態では、乾燥領域部壁体は、携帯型容器の垂直外側面を取り囲む蒸気密封乾燥領域部
を形成する。いくつかの実施形態では、乾燥領域部壁体は、携帯型容器の外側を囲う蒸気
密封乾燥領域部を形成する。
【０１００】
　図９は、貯蔵容器壁体１１５の内側表面と可逆的に嵌合する大きさおよび形状の、携帯
型容器１００用の蓋体２００を含む一実施形態を示す。蓋体２００は、内部蒸気密封蒸発
室１２０を備える。蓋体は、携帯型容器１００の貯蔵領域部１１０への可逆的なアクセス
を可能にするように配置および構成された屈曲可能部９００を備える。いくつかの実施形
態では、蓋体の内部蒸気密封蒸発室は、蓋体が閉じられた位置にある場合に容器の貯蔵領
域部に隣り合って配置される。例えば、蓋体の蒸発室は、携帯型容器内の貯蔵領域部の蒸
発冷却を最大化させるように配置されてもよい。例えば、蓋体の蒸発室は、蓋体の蒸発室
に隣り合う蓋体の下面が、携帯型容器の貯蔵領域部に隣り合うように配置されてもよい。
図９に示す実施形態では、蓋体２００の底面２１０が容器１００内の貯蔵領域部１１０に
隣り合って配置されている。
【０１０１】
　いくつかの実施形態では、蓋体の内部蒸気密封蒸発室は、蒸発性液体、蒸発性液体用の
芯構造、および周囲のガス圧力よりも低いガス圧力を含む。図９に示す実施形態では、蓋
体２００内の蒸発室１２０は蒸発性液体１２０を含み、当該蒸発性液体１２０の液面の上
方には空間がある。蒸発性液体は蒸発室内の芯構造内において分散してもよく、これによ
り、蒸発性液体の貯蔵容器壁体への接触が増大する。
【０１０２】
　図９に示す通り、携帯型容器１００のいくつかの実施形態は、蒸気密封蒸発領域部１２
０内に位置する第１端部１５７と蒸気密封乾燥領域部１６０内に位置する第２端部１５３
とを有する蒸気導管１５０を備える。蒸気導管１５０は、蓋体２００の屈曲可能部９００
と連携する屈曲可能部９００を備える。蒸気導管１５０には蒸気制御ユニット１４０が取
り付けられている。いくつかの実施形態では、蒸気導管は、携帯型容器の外側の周囲のガ
ス圧力よりも低いガス圧力を有する。いくつかの実施形態では、蒸気制御ユニット１４０
は、蒸気導管１５０を通るガス流を可逆的に妨げるような大きさ、形状、および配置であ
るバルブ１４７と、バルブ１４７に操作可能に取り付けられたコントローラ１４３とを備
える。いくつかの実施形態では、蒸気制御ユニット１４０は、貯蔵容器１００に取り付け
られた温度センサ３００と、蒸気導管１５０を通るガス流を繰り返しかつ可逆的に妨げる
ような大きさ、形状、および配置であるバルブ１４７と、バルブ１４７に操作可能に取り
付けられたコントローラ１４３とを備える。いくつかの実施形態は、蒸気導管を通るガス
流を可逆的に妨げるような大きさ、形状、および配置であるバルブと、バルブに操作可能
に取り付けられた二進スイッチであって、当該スイッチへの外部作用に応じてバルブを完
全に開いたり完全に閉じたりするように配置された二進スイッチと、を含む。いくつかの
実施形態では、表示ユニットが蓋体に取り付けられている。
【０１０３】
　携帯型容器内の蒸発冷却システムは再充填、修復、または再生することが可能であり、
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それにより、一体型被制御蒸発冷却システムを有する携帯型容器を何回も再利用すること
ができる。例えば、いくつかの実施形態では、携帯型容器は、少なくとも１００回（例え
ば、サイクル）一体型被制御蒸発冷却システムを再充填することを目標として製作された
蒸発冷却システムを備える。例えば、いくつかの実施形態では、携帯型容器は、少なくと
も１５０回（例えば、サイクル）蒸発冷却システムを再充填することを目標として製作さ
れた一体型被制御蒸発冷却システムを備える。例えば、いくつかの実施形態では、携帯型
容器は、少なくとも２００回（例えば、サイクル）蒸発冷却システムを再充填することを
目標として製作された一体型被制御蒸発冷却システムを備える。いくつかの実施形態では
、携帯型容器は、平均月につき少なくとも一日使用され、少なくとも５年間再充填可能な
ように設計された一体型被制御蒸発冷却システムを含む。いくつかの実施形態では、携帯
型容器は、平均月につき少なくとも一日使用され、少なくとも１０年間再充填可能なよう
に設計された一体型被制御蒸発冷却システムを含む。
【０１０４】
　時が経つにつれて、蒸気導管を通って蒸気が移動することで、蒸発領域部に当初存在し
た蒸発性液体全体の一部が乾燥領域部の内側へと移動する。したがって、容器の機能性を
維持するために、携帯型容器は、乾燥領域部から蒸気導管を通じて蒸発性液体を定期的に
再充填する必要がある。蒸発領域部の内側、蒸気導管、および乾燥領域部はガス封止およ
び液体封止された一続きの領域部であるため、蒸発性液体は蒸気として蒸発領域部に戻さ
れ、システムを再充填することができる。いくつかの実施形態は、一体型内部再充填シス
テムを含む。いくつかの実施形態は、外部再充填デバイス等による外部熱を利用して携帯
型容器を再充填する。
【０１０５】
　再充填システムは、乾燥材または蒸発性液体を交換することなく、携帯型容器の使用寿
命にわたって何回も稼働可能であることが期待されている。例えば、携帯型容器が月に一
回再充填され、１０年間実用的に使用されると想定した場合、容器は、少なくとも１２０
回（一年に１２回を１０年間）再利用するために再充填可能であることを期待された容器
の構成で乾燥材および蒸発性液体を含む。例えば、携帯型容器が隔週で再充填され、５年
間実用的に使用されると想定した場合、容器は、少なくとも１３０回（一年に２６回を５
年間）再利用するために再充填可能であることを期待された容器の構成で乾燥材および蒸
発性液体を含む。いくつかの実施形態では、携帯型容器は、乾燥材または蒸発性液体を交
換することなく容器を複数年使用する間に少なくとも２００回再充填されるように構成さ
れている。
【０１０６】
　いくつかの実施形態では、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器用の再充
填デバイスは、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器を固定するための大き
さおよび形状であるフレームと、一体型被制御蒸発冷却システムを備える上記携帯型容器
の上記外側に隣り合って配置された少なくとも１つの加熱ユニットと、上記フレームに取
り付けられた少なくとも１つのファンであって、一体型被制御蒸発冷却システムを備える
上記携帯型容器の内側表面に対して空気を送るような方向に向いている少なくとも１つの
ファンと、上記少なくとも１つの加熱ユニットおよび上記少なくとも１つのファンに操作
可能に接続されたコントローラであって、上記少なくとも１つの加熱ユニットと上記少な
くとも１つのファンの両方に制御信号を送信可能なコントローラと、を備える。
【０１０７】
　いくつかの実施形態では、再充填デバイスは、一体型被制御蒸発冷却システムを備える
携帯型容器に内蔵されている。例えば、いくつかの実施形態では、再充填デバイスは、乾
燥領域部の内側に配置されて乾燥領域部の内側に熱エネルギーを供給するように配置され
た発熱体と、発熱体に接続されたコントローラとを備える。例えば、乾燥領域部の内側に
配置された発熱体は、電気的発熱体であってもよい。例えば、いくつかの実施形態では、
再充填デバイスは、携帯型容器の乾燥領域部の壁体の外側表面に取り付けられた発熱体と
、発熱体に接続されたコントローラとを含む。例えば、乾燥領域部の壁体の外側表面に取
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り付けられた発熱体は、壁体の外側に取り付けられた薄膜コーティング内に埋め込まれた
電気的発熱体であってもよい（電気的発熱体を包むセラミック薄膜等）。
【０１０８】
　再充填デバイスのコントローラは、特定の実施形態における所定の要因（周囲温度、蒸
発領域部内に現存する蒸発性液体の温度、およびユーザからの入力等）に基づいて、シス
テム用の再充填サイクルを起動する。再充填中、再充填デバイスのコントローラは、少な
くとも１つの加熱ユニットの加熱を始動する。加熱ユニットは、あらかじめ設定された期
間中に作動して所定の温度にする。加熱ユニットの時間および温度の設定は実施形態によ
って異なり、例えば、容器内に存在する乾燥材および蒸発性液体の種類、および乾燥領域
部、蒸気導管、および容器の蒸発領域部の大きさおよび形状によって異なる。例えば、い
くつかの実施形態では、加熱ユニットは、再充填サイクル中少なくとも３０分間３００℃
に保たれる。例えば、いくつかの実施形態では、加熱ユニットは、再充填サイクル中少な
くとも６０分間２５０℃に保たれる。例えば、いくつかの実施形態では、加熱ユニットは
、再充填サイクル中所定の期間２５０℃～３００℃の温度範囲に保たれる。加熱ユニット
が高温の間、乾燥領域部内において乾燥材と結びついた蒸発性液体が蒸気になる。蒸気は
蒸気導管を通って移動し、比較的低温である容器の内側蒸発領域部内で凝縮する。加熱ユ
ニットが停止した後、乾燥領域部は、例えば、放射冷却によって冷却されてもよく、これ
により再充填サイクルが完了する。いくつかの実施形態では、乾燥壁体は、乾燥領域部内
のガス圧力が閾値レベルを超えた場合に開くように構成された一方向吹き出しバルブを備
える。
【０１０９】
　図１０は、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器用の再充填デバイスの態
様において、当該デバイスの内部の特徴を示す断面図である。再充填デバイス１０００は
、図中において一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器１００を再充填デバイ
ス内の所定の位置に固定するフレーム１０６０を備える。携帯型容器１００は、普段の使
用位置からは上下が逆になった位置で保持されている。例えば、出入用開口部１０５が携
帯型容器１００の下面に配置されており、蒸気導管の第１端部１５７は中央貯蔵領域部１
１０の上方に配置されている。蒸発領域部１２０は、壁体１１５によって中央貯蔵領域部
１１０からは分離している。携帯型容器１００の一体型被制御蒸発冷却システムの使用中
、蒸発領域部１２０内に配置された蒸発性液体１２３の体積が減少し、それにより、蒸発
領域部１２０の内側は、デバイスの外側に隣り合う周囲の状況に対してガス圧力が低減し
たかなりの体積の空の空間を含む。蒸発領域部１２０の内側に含まれる蒸発性液体１２３
は、携帯型容器１００の一体型被制御蒸発冷却システムが完全に「充填されている」場合
、または最大期間稼働するように構成されている場合よりも少なくなる。蒸発領域部１２
０内に残存する蒸発性液体１２３は、蒸発領域部１２０の低い部分に落下している。携帯
型容器１００は、蒸発領域部１２０を囲む断熱領域部１３０を有する。乾燥領域部１６０
は携帯型容器１００の外側面に沿って配置されており、それにより、乾燥領域部１６０の
外壁１６５は携帯型容器１００の外壁を形成する。
【０１１０】
　いくつかの実施形態では、再充填デバイスは、少なくとも１つの加熱ユニットの外側に
位置する少なくとも１つの断熱壁体と、再充填ユニットの上端に設けられた少なくとも１
つの開口部であって、固定された携帯型容器の底面領域部に空気を通すように配置された
少なくとも１つの開口部と、再充填ユニットの下端に設けられた少なくとも１つの開口部
であって、固定された携帯型容器の上面領域部に空気を通すように配置された少なくとも
１つの開口部と、を備える。図１０に示す一体型被制御蒸発冷却システムを含む携帯型容
器１００用の再充填デバイス１０００は、フレーム１０６０を囲む断熱材１０４０を備え
る。開口部１０１０は再充填デバイス１０００の上面内に配置されており、開口部１０１
０は、携帯型容器１００の断熱領域部１３０の表面に隣り合って配置されている。図１０
において破線矢印で示す通り、開口部は、空気流が携帯型容器１００の表面の周りに送ら
れるように配置されている。いくつかの実施形態は、フレームの表面と固定された携帯型
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容器の表面の間に配置された少なくとも１つの封止用ガスケットを含む。図１０に示す実
施形態では、封止用ガスケット１０４５によって、再充填デバイス１０００の側面の周り
から開口部１０１０を通る空気流が最小限になる。
【０１１１】
　再充填デバイス１０００は、携帯型容器１００の外側に隣り合って配置された加熱ユニ
ット１００５を備える。図１０に示す実施形態では、加熱ユニット１００５が携帯型容器
１００の乾燥領域部１６０の外側の壁１６５に隣り合って配置されている。いくつかの実
施形態では、例えば、加熱ユニットが携帯型容器の外側表面に物理的に接触するように、
加熱ユニットが乾燥領域部の外側に直接隣り合って配置されている。いくつかの実施形態
では、加熱ユニットは、再充填デバイス内に空洞部を形成する間隙が加熱ユニットの外側
と携帯型容器の外側の間に設けられるように、乾燥領域部の外側に隣り合って配置されて
いる。例えば、加熱ユニットの表面、携帯型容器の表面、および再充填デバイスの内側の
間の空洞部に、加熱チャンバーが形成されてもよい。図１０に示す実施形態では、加熱ユ
ニット１００５は間隙１０１５によって携帯型容器１００の外側の壁１６５からは離れて
いる。
【０１１２】
　いくつかの実施形態では、発熱体は、放射発熱体と、発熱体と固定された携帯型容器の
壁体との間に配置された空洞部と、空洞部内に設けられ、固定された携帯型容器の壁体に
空気を送るように配置されたファンと、を備える。例えば、図１０は、放射発熱体１００
５を有する再充填デバイス１０００を示す。放射発熱体としては、例えば、電気的発熱体
が挙げられる。空洞部１０１５は、発熱体１００５と固定された携帯型容器１００の外側
の壁１６５との間に位置している。ファン１０３５は再充填デバイスのフレーム１０６０
に取り付けられており、ファン１０３５は、空洞部１０１５内の空気（例えば、図１０に
おいて破線矢印で示した空気）を固定された携帯型容器１００の壁１６５に送るように配
置されている。いくつかの実施形態では、発熱体は、再充填ユニット使用時に携帯型容器
の表面が存在すると予想される位置に隣り合って配置された誘導発熱体を備える。
【０１１３】
　いくつかの実施形態は、固定された携帯型容器の貯蔵領域部内の空気流を増加させるよ
うに配置されたファンを含む。例えば、図１０に示す実施形態は、フレーム１０６０に固
定された中空管を形成する壁体１０３０に取り付けられたファン１０２０を含む。壁体１
０３０は、再充填デバイス１０００の外端において開口部１０４５を有する中空管構造体
を形成する。壁体１０３０によって形成された中空管構造体の内部空間１０２５の大きさ
、形状、および配置は、関連したファン１０２０による空気流（図１０において破線で示
す）を、再充填デバイス１０００に固定された携帯型容器１００の内側貯蔵領域部１１０
へ導くようになっている。
【０１１４】
　図１０に示す実施形態は、ファン１０３５および加熱ユニット１００５に操作可能に接
続されたコントローラ１０７０を含む。コントローラは、加熱ユニットとファンの両方に
制御信号を送信可能なように、加熱ユニットとファンの両方に取り付けられて構成されて
いる。コントローラは、有線コネクタによってファンおよび加熱ユニットに取り付けられ
てもよい。コントローラは、無線コネクタによってファンおよび加熱ユニットに取り付け
られてもよい。いくつかの実施形態では、コントローラは、あらかじめ設定されたスケジ
ュールに基づいて少なくとも１つの加熱ユニットおよび少なくとも１つのファンのスイッ
チをオン／オフするように構成された回路構成要素を含む。
【０１１５】
　再充填デバイスのいくつかの実施形態は、フレーム内に設けられ、コントローラに操作
可能に取り付けられた温度センサを含む。例えば、図１０に示す実施形態は、フレーム１
０６０に取り付けられた温度センサ１０７５を含む。温度センサ１０７５は空洞部１０１
５に隣り合って配置されている。温度センサ１０７５はコントローラ１０７０に直接的に
接続されている。いくつかの実施形態では、コントローラは、温度センサから受信した信
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号に応じて少なくとも１つの加熱ユニットおよび少なくとも１つのファンのスイッチをオ
ン／オフするように構成された回路構成要素を備える。例えば、コントローラは、所定の
温度に達したことを示す信号を温度センサから受信した後に加熱ユニットを停止させる回
路構成要素を備えてもよい。上記所定の温度は、特定の設計の携帯型容器を再充填する所
定の温度に相関して設定してもよい。例えば、携帯型容器のいくつかの実施形態は、乾燥
領域部の外側の壁が２５０℃～３００℃の範囲の温度に晒された状態で再充填されてもよ
い。
【０１１６】
　再充填デバイスのいくつかの実施形態は、表示ユニットを備える。例えば 、再充填デ
バイスは、デバイスが高温であることを示す外部インジケータを備えて、ユーザへの注意
警告を提供してもよい。例えば、再充填デバイスは、再充填デバイスの温度センサが所定
の温度（例えば、１００℃）を上回った場合に赤い光を表示する表示ユニットを備えても
よい。例えば、再充填デバイスは、測定した温度または警告（例えば、「注意：高温」）
等の、文字または数字指標を示す表示ユニットを備えてもよい。再充填デバイスのいくつ
かの実施形態は、ユーザインタフェースを備える。例えば、再充填デバイスは、オンオフ
スイッチを備えてもよい。例えば、再充填デバイスは、コントローラによって加熱ユニッ
トの動作を指示するためにユーザからの温度範囲および時間範囲を受け付けるように構成
されたインタフェースを備えてもよい。
【０１１７】
　図１０に示す実施形態は、フレーム１０６０に取り付けられたスタンド１０５０も含む
。スタンド１０５０は再充填デバイスの底体（壁体１０３０によって形成された中空管構
造体の内部空間１０２５の開口部１０４５を含む）の周囲の空気流を増加させるように配
置および配向されている。スタンド１０５０は、スタンド１０５０の外側の周りに一連の
空気流開口部１０５３を備える。スタンド１０５０は脚部１０５７によって持ち上げられ
ており、当該脚部１０５７によって再充填デバイス１０００が安定し、また、再充填デバ
イス１０００の下表面の周囲に空気流を送るための空間が設けられる。
【０１１８】
　図１１は、再充填デバイス１０００の一実施形態を示す。図示した実施形態は、三組の
内壁１１００および外壁１１１０を含む。当該三組の壁のそれぞれは、再充填デバイスの
外周の約三分の一に及ぶ。図１１において、三組の内壁１１００および外壁１１１０のそ
れぞれは、蝶番１１２０によってフレーム１０６０に取り付けられており、それにより、
内壁１１００および外壁１１１０の組を外側に折ることができる。蝶番１１２０の作用に
よって内壁１１００および外壁１１１０の組が再充填デバイス１０００の中心から離れる
ように折れた場合、携帯型容器１００が再充填デバイス１０００内に配置されるように、
再充填デバイス１０００が十分に開く。携帯型容器１００がフレーム１０６０に対して載
置された場合、内壁１１００および外壁１１１０の組は携帯型容器１００の外側の壁１６
５に平行な位置まで畳まれて戻り、再充填デバイス１０００が使用時の位置に収まる。
【０１１９】
　図１２は、再充填デバイス１０００の外観図を示す。図は、再充填デバイス１０００の
側面を示す。再充填デバイス１０００は、複数の開口部１０５３を有するスタンド１０５
０を備える。スタンドは、再充填デバイス１０００を安定させ、再充填デバイス１０００
の底体の周囲の空気流を増加させるための脚部１０５７を有する。再充填デバイス１００
０は、ルーバー付ドアによって覆われた外部通気孔１２００も有する。外部通気孔１２０
０は、例えば、携帯型容器が加熱された後の冷却プロセス中において、例えば、必要に応
じて再充填デバイス１０００の内側の空洞部または領域部への空気流を増加させるために
開くように配置されてもよい。
【０１２０】
　本明細書に記載の発明特定事項の態様を、以下に番号を振った条項において記載する：
　１．いくつかの実施形態では、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器は、
貯蔵容器底体に密接に設けられた貯蔵容器壁体であって、上記貯蔵容器壁体および上記貯
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蔵容器底体は、出入用開口部を有する貯蔵容器を形成するように配置されている貯蔵容器
壁体と、蒸発領域部底体に密接に設けられた蒸発領域部壁体であって、上記蒸発領域部壁
体は上記貯蔵容器壁体の外側に隣り合って配置され、上記蒸発領域部底体は上記貯蔵容器
底体の外側に隣り合って配置され、上記蒸発領域部壁体の頂部が上記貯蔵容器壁体の頂部
から下方の位置において上記貯蔵容器壁体の外側に密接に設けられることで、上記蒸発領
域部壁体および底体と、上記貯蔵容器壁体および上記貯蔵容器底体との間に蒸気密封蒸発
領域部が形成される蒸発領域部壁体と、上記蒸発領域部壁体および上記貯蔵容器壁体の外
側表面に隣り合って配置された断熱壁体であって、上記断熱壁体の頂部が上記蒸発領域部
壁体の上方の位置において上記貯蔵容器壁体の上記外側表面に密接に設けられることで、
上記貯蔵容器および上記蒸発領域部の外側に蒸気密封断熱領域部が形成される断熱壁体と
、上記断熱壁体の外側表面に隣り合って配置され、上記断熱壁体の上記外側表面に密接に
設けられることで、蒸気密封乾燥領域部を形成する乾燥領域部壁体であって、上記携帯型
容器の外側表面を形成するように配置された乾燥領域部壁体と、上記蒸気密封蒸発領域部
内に配置された第１端部と、上記蒸気密封乾燥領域部内に配置された第２端部とを有する
蒸気導管と、上記蒸気導管に取り付けられた蒸気制御ユニットと、を備える。
【０１２１】
　２．上記貯蔵容器壁体は、ガス不透過封止材によって上記貯蔵容器底体に密接に設けら
れている、項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０１２２】
　３．上記出入用開口部を有する上記貯蔵容器は、上記貯蔵容器の上記上面に１つの出入
用開口部を備える、項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０１２３】
　４．上記出入用開口部を有する上記貯蔵容器は、人の手が上記貯蔵容器の内側に届くよ
うな大きさおよび形状の上記出入用開口部を備える、項１に記載の一体型被制御蒸発冷却
システムを備える携帯型容器。
【０１２４】
　５．上記出入用開口部を有する上記貯蔵容器は、上記出入用開口部を形成する開口上面
領域部を有する円筒形である、項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯
型容器。
【０１２５】
　６．上記出入用開口部を有する上記貯蔵容器は、上記出入用開口部を形成する開口上面
領域部を有する丸みを帯びた縁を備える、項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを
備える携帯型容器。
【０１２６】
　７．一体型被制御蒸発冷却器を有する上記貯蔵容器は、放射状の内部構造を有する、項
１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０１２７】
　８．上記蒸発領域部壁体は、ガス不透過封止材によって上記蒸発領域部底体に密接に設
けられている、項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０１２８】
　９．上記蒸発領域部壁体は、ガス不透過封止材によって上記貯蔵容器壁体の上記外側に
密接に設けられている、項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器
。
【０１２９】
　１０．上記蒸発領域部壁体および上記蒸発領域部底体は、上記蒸発領域部壁体および上
記蒸発領域部底体の表面と、上記貯蔵容器壁体および上記貯蔵容器底体との間に間隙が形
成されるような大きさ、形状、および配置である、項１に記載の一体型被制御蒸発冷却シ
ステムを備える携帯型容器。
【０１３０】
　１１．上記蒸気密封蒸発領域部は、蒸発性液体と、上記蒸発性液体用の芯構造体と、上
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記周囲のガス圧力よりも低いガス圧力と、を有する、項１に記載の一体型被制御蒸発冷却
システムを備える携帯型容器。
【０１３１】
　１２．上記蒸発領域部壁体は円筒構造体として形成される、項１に記載の一体型被制御
蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０１３２】
　１３．上記蒸発領域部壁体は丸みを帯びた縁を有する構造体として形成される、項１に
記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０１３３】
　１４．上記断熱壁体は断熱底体に密接に設けられ、上記断熱底体は上記蒸発領域部底体
の外側に隣り合って配置されている、項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備え
る携帯型容器。
【０１３４】
　１５．上記断熱壁体の底面は、上記蒸発領域部底体に隣り合う位置において上記蒸発領
域部壁体の上記外側表面に密接に設けられている、項１に記載の一体型被制御蒸発冷却シ
ステムを備える携帯型容器。
【０１３５】
　１６．上記蒸気密封断熱領域部は、略真空に排気された空間を有する、項１に記載の一
体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０１３６】
　１７．上記蒸気密封断熱領域部は、１０-1トルよりも低いガス圧力の空間を有する、項
１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０１３７】
　１８．上記蒸気密封断熱領域部は、１０-3トルよりも低いガス圧力の空間を有する、項
１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０１３８】
　１９．上記蒸気密封断熱領域部は、１０-5トルよりも低いガス圧力の空間を有する、項
１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０１３９】
　２０．上記乾燥領域部壁体は上記断熱壁体の上記外側表面を取り囲む、項１に記載の一
体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０１４０】
　２１．上記乾燥領域部壁体は乾燥領域部底体に密接に設けられており、上記乾燥領域部
底体が断熱底体の外側に隣り合って配置されることで、上記断熱壁体および断熱底体に隣
り合う乾燥領域部が形成される、項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携
帯型容器。
【０１４１】
　２２．上記蒸気密封乾燥領域部は乾燥材を含む、項１に記載の一体型被制御蒸発冷却シ
ステムを備える携帯型容器。
【０１４２】
　２３．上記蒸気導管は中空構造体を有する、項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システ
ムを備える携帯型容器。
【０１４３】
　２４．上記蒸気導管は管状構造を有する、項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システム
を備える携帯型容器。
【０１４４】
　２５．上記蒸気制御ユニットは、上記蒸気導管を通るガス流を可逆的に妨げるような大
きさ、形状、および配置であるバルブと、上記バルブに操作可能に取り付けられたコント
ローラとを備える、項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０１４５】
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　２６．上記貯蔵容器に取り付けられた温度センサと、上記蒸気導管を通るガス流を繰り
返しかつ可逆的に妨げるような大きさ、形状、および配置であるバルブと、上記バルブに
操作可能に取り付けられたコントローラとを備える、項１に記載の一体型被制御蒸発冷却
システムを備える携帯型容器。
【０１４６】
　２７．上記乾燥領域部、上記蒸発領域部、および上記蒸気導管は、連続蒸気密封内部領
域部と共に封止されている、項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型
容器。
【０１４７】
　２８．上記連続蒸気密封内部領域部は、上記携帯型容器の外側に隣り合う周囲のガス圧
力よりも低いガス圧力を有する、項２７に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える
携帯型容器。
【０１４８】
　２９．上記出入用開口部に隣り合う上記携帯型容器の縁に可逆的に嵌合する大きさおよ
び形状の蓋体をさらに備える、項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯
型容器。
【０１４９】
　３０．上記蒸気導管を通るガス流を可逆的に完全に妨げるような大きさ、形状、および
配置である遮断バルブと、上記バルブに操作可能に取り付けられたスイッチであって、当
該スイッチへの外部作用に応じて上記バルブを完全に開いたり完全に閉じたりするように
配置されたスイッチと、をさらに備える、項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを
備える携帯型容器。
【０１５０】
　３１．上記貯蔵容器に取り付けられた温度センサと、上記貯蔵容器壁体または上記貯蔵
容器底体に隣り合って配置された発熱体と、上記温度センサ、上記蒸気制御ユニット、お
よび上記発熱体に接続されたコントローラと、をさらに備える、項１に記載の一体型被制
御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０１５１】
　３２．上記携帯型容器に取り付けられた温度センサと、上記蒸気密封乾燥領域部内に配
置され或いは上記蒸気密封乾燥領域部に隣り合って配置された発熱体と、上記温度センサ
および上記発熱体に接続されたコントローラと、を備える、項１に記載の一体型被制御蒸
発冷却システムを備える携帯型容器。
【０１５２】
   ３３．いくつかの実施形態では、携帯型容器の組み立て用部品のセットは、貯蔵容器
と、乾燥部と、中央蒸気導管部と、を備え、上記貯蔵容器は、一体型被制御蒸発冷却器を
有し、内側貯蔵容器であって、該内側貯蔵容器の上部領域部に出入用開口部が配置された
内側貯蔵容器と、上記内側 貯蔵容器の上部領域部に出入用開口部が配置された外側貯蔵
容器であって、上記出入用開口部に隣り合う位置において上記内側貯蔵容器に密接に設け
られることで、上記内側貯蔵容器と上記外側貯蔵容器との間に蒸気密封蒸発領域部を形成
する外側貯蔵容器と、蒸気導管の蒸発部であって、上記蒸気密封蒸発領域部内に配置され
る第１端部と、上記貯蔵容器の上部領域部に上記貯蔵容器の外側の開口部と共に配置され
る第２端部とを有する蒸発部とを含み、上記乾燥部は、上記貯蔵容器の外側表面と嵌合す
る大きさおよび形状であり、かつ、上記貯蔵容器の上記出入用開口部からはみ出る大きさ
および形状である内側表面を有する断熱ユニットと、上記断熱ユニットを取り囲む乾燥領
域部壁体であって、蒸気不透過封止材によって上記断熱ユニットの外側に密接に設けられ
ることで、上記断熱ユニットの外側に乾燥領域部を形成する乾燥領域部壁体と、蒸気導管
の乾燥部であって、上記乾燥領域部内に配置される第１端部と、上記乾燥領域部の上部領
域部に上記乾燥領域部の外側の開口部と共に配置される第２端部とを有する乾燥部とを含
み、記中央蒸気導管部は、上記蒸気導管の上記蒸発部の上記第２端部と嵌合しかつ密接に
設けられる大きさおよび形状である第１端部と、上記蒸気導管の上記乾燥部の上記第２端
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部と嵌合しかつ密接に設けられる大きさおよび形状である第２端部と、上記中央蒸気導管
の上記第１端部と上記中央蒸気導管の上記第２端部との間に配置される上記中央蒸気導管
のコネクタ部であって、上記第１端部が上記蒸発部の上記第２端部と嵌合して密接に設け
られるように配置され、かつ、上記第２端部が上記乾燥部の上記第２端部と嵌合して密接
に設けられるように配置される大きさおよび形状であるコネクタ部とを含み、上記蒸気導
管は取り付け蒸気制御ユニットを含み、上記蒸発部、上記乾燥部、および上記中央蒸気導
管部のそれぞれは、一体型被制御蒸発冷却システムを備える一体型携帯型容器の連続蒸気
密封内部領域部に適合する大きさおよび形状を有する。
【０１５３】
　３４．一体型被制御蒸発冷却器を有する上記貯蔵容器は、上記内側貯蔵容器と上記外側
貯蔵容器との間にガス不透過封止材を含む、項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品
のセット。
【０１５４】
　３５．一体型被制御蒸発冷却器を有する上記貯蔵容器は、上記蒸気導管の上記蒸発部の
上記第２端部と上記貯蔵容器との間にガス不透過封止材を含む、項３３に記載の携帯型容
器の組み立て用部品のセット。
【０１５５】
　３６．一体型被制御蒸発冷却器を有する上記貯蔵容器は、上記貯蔵容器の上記上面に１
つの出入用開口部を有する、項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０１５６】
　３７．一体型被制御蒸発冷却器を有する上記貯蔵容器は、人の手が上記貯蔵容器の内側
に届くような大きさおよび形状の出入用開口部を有する、項３３に記載の携帯型容器の組
み立て用部品のセット。
【０１５７】
　３８．一体型被制御蒸発冷却器を有する上記貯蔵容器は、出入用開口部を形成する開口
上面領域部を有する円筒形である、項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット
。
【０１５８】
　３９．一体型被制御蒸発冷却器を有する上記貯蔵容器は円筒構造体を備える、項３３に
記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０１５９】
　４０．一体型被制御蒸発冷却器を有する上記貯蔵容器は、丸みを帯びた縁を有する構造
を備える、項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０１６０】
　４１．一体型被制御蒸発冷却器を有する上記貯蔵容器は放射状の内部構造を有する、項
３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０１６１】
　４２．上記蒸発領域部は、上記内側貯蔵容器と上記外側貯蔵容器の間に蒸気密封間隙を
有する、項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０１６２】
　４３．上記蒸発領域部は、蒸発性液体、上記蒸発性液体用の芯構造、および上記周囲の
ガス圧力よりも低いガス圧力を含む、項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセッ
ト。
【０１６３】
　４４．上記乾燥部は、略真空に排気された空間を有する蒸気密封断熱領域部を含む断熱
ユニットを備える、項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０１６４】
　４５．上記乾燥部は、１０-1トルよりも低いガス圧力の蒸気密封断熱領域部を含む断熱
ユニットを備える、項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０１６５】
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　４６．上記乾燥部は、１０-3トルよりも低いガス圧力の蒸気密封断熱領域部を含む断熱
ユニットを備える、項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０１６６】
　４７．上記乾燥部は、１０-5トルよりも低いガス圧力の蒸気密封断熱領域部を含む断熱
ユニットを備える、項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０１６７】
　４８．上記乾燥部は乾燥材を含む、項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセッ
ト。
【０１６８】
　４９．上記中央蒸気導管部は、上記蒸気導管を通るガス流を可逆的に妨げるような大き
さ、形状、および配置であるバルブと、上記バルブに操作可能に取り付けられたコントロ
ーラとを備える、項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０１６９】
　５０．上記中央蒸気導管部は、上記蒸気導管を通るガス流を可逆的に妨げるような大き
さ、形状、および配置であるバルブと、上記バルブに操作可能に取り付けられた二進スイ
ッチであって、当該スイッチへの外部作用に応じて上記バルブを完全に開いたり完全に閉
じたりするように配置された二進スイッチと、を備える、項３３に記載の携帯型容器の組
み立て用部品のセット。
【０１７０】
　５１．上記出入用開口部に隣り合う上記携帯型容器の縁に可逆的に嵌合する大きさおよ
び形状の蓋体をさらに備える、項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０１７１】
　５２．上記貯蔵容器に取り付けられた温度センサと、上記貯蔵容器壁体または上記貯蔵
容器底体に隣り合って配置された発熱体と、上記温度センサ、上記蒸気制御ユニット、お
よび上記発熱体に接続されたコントローラと、をさらに備える、項３３に記載の携帯型容
器の組み立て用部品のセット。
【０１７２】
　５３．上記乾燥部に取り付けられた温度センサと、上記乾燥部に取り付けられた発熱体
と、上記温度センサおよび上記発熱体に接続されたコントローラとを含む内部再充填シス
テムをさらに備える、項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０１７３】
　５４．いくつかの実施形態では、携帯型容器の部品のセットを組み立てる方法は、一体
型被制御蒸発冷却システムと貯蔵容器の外側に位置する開口部を有する蒸気導管の蒸発部
とを含む上記貯蔵容器を、内部断熱ユニットと外側乾燥領域部と蒸気導管の乾燥部の外側
に開口部を有する上記蒸気導管の上記乾燥部とを含む乾燥領域部の内側に配置する工程で
あって、上記貯蔵容器の外側表面を上記断熱ユニット内に配置し、かつ、上記蒸気導管の
上記蒸発部の上記開口部と上記蒸気導管の上記乾燥部の上記開口部とが一直線上になるよ
うに配置する工程と、第１端部および第２端部を有する中央蒸気導管部を上記蒸発部およ
び上記乾燥部の隣に配置する工程であって、上記中央蒸気導管の上記第１端部を上記蒸気
導管の上記蒸発部の上記開口部に接続し、上記中央蒸気導管の上記第２端部を上記蒸気導
管の上記乾燥部の上記開口部に接続するように配置する工程と、ガス不透過封止材によっ
て上記蒸気導管の上記蒸発部の上記開口部に上記中央蒸気導管の上記第１端部を密接に設
ける工程と、ガス不透過封止材によって上記蒸気導管の上記乾燥部の上記開口部に上記中
央蒸気導管の上記第２端部を密接に設ける工程と、上記貯蔵容器内の連続蒸気密封内部領
域部、上記乾燥部、および上記接続された蒸気導管部を略真空に排気する工程と、を含む
。
【０１７４】
　５５．上記貯蔵容器を配置する工程は、上記貯蔵容器全体を上記乾燥部内に配置する工
程を含む、項５４に記載の携帯型容器の部品のセットを組み立てる方法。
【０１７５】
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　５６．上記貯蔵容器を配置する工程は、上記貯蔵容器の貯蔵領域部が中心に位置し、上
記貯蔵容器が上記貯蔵領域部を囲み、上記断熱ユニットが上記貯蔵容器を囲み、上記乾燥
領域部が上記貯蔵容器の外側を囲むように、上記貯蔵容器を配置する工程を含む、項５４
に記載の携帯型容器の部品のセットを組み立てる方法。
【０１７６】
　５７．上記中央蒸気導管部を配置する工程は、上記中央蒸気導管部が上記貯蔵容器の外
側上面および上記乾燥部を横断するように上記中央蒸気導管部を配置する工程を含む、項
５４に記載の携帯型容器の部品のセットを組み立てる方法。
【０１７７】
　５８．連続蒸気密封内部領域部を略真空に排気する工程は、ガス圧力が１０-3トルより
も低くなるまで上記内部空間を排気する工程を含む、項５４に記載の携帯型容器の部品の
セットを組み立てる方法。
【０１７８】
　５９．上記中央蒸気導管の上記第１端部を上記蒸気導管の上記蒸発部の上記開口部に密
接に設ける工程の前に、上記一体型蒸発冷却器に蒸発性液体を加える工程をさらに含む、
項５４に記載の携帯型容器の部品のセットを組み立てる方法。
【０１７９】
　６０．上記中央蒸気導管の上記第２端部を上記蒸気導管の上記乾燥部の上記開口部に密
接に設ける工程の前に、上記外側乾燥領域部に乾燥材を加える工程をさらに含む、項５４
に記載の携帯型容器の部品のセットを組み立てる方法。
【０１８０】
　６１．いくつかの実施形態では、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器は
、断熱貯蔵室と、上記断熱貯蔵室に一致する大きさおよび形状の蓋体と、を備え、上記断
熱貯蔵室は、出入用開口部を有する貯蔵容器の内側の側面および底面を形成する少なくと
も１つの壁体と、上記貯蔵容器の外側の側面および底面を形成する少なくとも１つの壁体
であって、上記外側は上記内側と隣り合って配置され、上記外側および上記内側には間隙
がある少なくとも１つの壁体と、上記内側の上記側面および上記底面を形成する上記少な
くとも１つの壁体と上記外側の上記側面および上記底面を形成する上記少なくとも１つの
壁体との間にガス不透過間隙を形成する封止体と、を含み、上記蓋体は、上記蓋体の側面
および底面を形成する少なくとも１つの壁体であって、上記側面および底面は、上記出入
用開口部に隣り合う位置において上記貯蔵容器の上記内側と可逆的に嵌合する大きさおよ
び形状である少なくとも１つの壁体と、上記蓋体の上面を形成する少なくとも１つの壁体
であって、上記蓋体の上記上面は上記蓋体の上記側面に取り付けられている少なくとも１
つの壁体と、上記蓋体の上記底面に隣り合う位置において上記蓋体内に配置された蒸発室
であって、内部蒸発領域部を含み、上記蓋体の上記底面から離れた位置において開口部を
有する蒸発室と、上記蓋体の上記上面に隣り合う位置において上記蓋体内に配置された乾
燥室であって、内側乾燥領域部を含み、上記蓋体の上記上面から離れた位置において開口
部を有する乾燥室と、上記蒸発室の上記開口部に第１端部が取り付けられており、上記乾
燥室の上記開口部に第２端部が取り付けられている蒸気導管であって、蒸気制御ユニット
を含み、上記蒸気導管、上記蒸発領域部、および上記乾燥領域部を上記蒸気導管と組み合
わせることで、上記蓋体内にガス封止／液体封止領域部を形成する蒸気導管と、を含む。
【０１８１】
　６２．上記断熱貯蔵室は、上記貯蔵容器の上記上面に配置された１つの出入用開口部を
備える、項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０１８２】
　６３．上記断熱貯蔵室は、人の手が上記貯蔵容器の内側に届くような大きさおよび形状
の上記出入用開口部を備える、項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携
帯型容器。
【０１８３】
　６４．上記断熱貯蔵室は、上記出入用開口部を形成する開口上面領域部を有する円筒構



(42) JP 6869975 B2 2021.5.12

10

20

30

40

50

造を含む、項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０１８４】
　６５．上記断熱貯蔵室は、丸みを帯びた縁と上記出入用開口部を形成する開口上面領域
部とを有する構造を含む、項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型
容器。
【０１８５】
　６６．上記断熱貯蔵室は、奉仕活動の集会用に医薬品を運ぶための大きさおよび形状の
構造を含む、項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０１８６】
　６７．上記断熱貯蔵容器の壁体間の上記ガス不透過間隙は、略真空に排気された空間を
有する、項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０１８７】
　６８．上記断熱貯蔵容器の壁体間の上記ガス不透過間隙は、ガス圧力が１０-1トルより
も低い空間を有する、項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器
。
【０１８８】
　６９．上記断熱貯蔵容器の壁体間の上記ガス不透過間隙は、ガス圧力が１０-3トルより
も低い空間を有する、項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器
。
【０１８９】
　７０．上記断熱貯蔵容器の壁体間の上記ガス不透過間隙は、ガス圧力が１０-5トルより
も低い空間を有する、項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器
。
【０１９０】
　７１．上記蓋体内の上記蒸発室は、蒸発性液体、上記蒸発性液体用の芯構造、および上
記周囲のガス圧力よりも低いガス圧力を含む、項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却シス
テムを備える携帯型容器。
【０１９１】
　７２．上記蓋体内の上記乾燥室は乾燥材を含む、項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却
システムを備える携帯型容器。
【０１９２】
　７３．上記蓋体内の上記蒸気導管は、上記蒸気導管を通るガス流を可逆的に妨げるよう
な大きさ、形状、および配置であるバルブと、上記バルブに操作可能に取り付けられたコ
ントローラとを備える、項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容
器。
【０１９３】
　７４．上記蓋体内の上記蒸気導管は、温度センサと、上記蒸気導管を通るガス流を繰り
返しかつ可逆的に妨げるような大きさ、形状、および配置であるバルブと、上記バルブに
操作可能に取り付けられたコントローラとを備える、項６１に記載の一体型被制御蒸発冷
却システムを備える携帯型容器。
【０１９４】
　７５．上記蓋体内の上記蒸気導管は、上記蒸気導管を通るガス流を可逆的に妨げるよう
な大きさ、形状、および配置であるバルブと、上記バルブに操作可能に取り付けられた二
進スイッチであって、当該スイッチへの外部作用に応じて上記バルブを完全に開いたり完
全に閉じたりするように配置された二進スイッチと、を備える、項６１に記載の一体型被
制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０１９５】
　７６．上記蓋体は表示ユニットをさらに備える、項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却
システムを備える携帯型容器。
【０１９６】
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　７７．上記貯蔵容器に取り付けられた温度センサと、上記貯蔵容器壁体または上記貯蔵
容器底体に隣り合って配置された発熱体と、上記温度センサ、上記蒸気導管に取り付けら
れた蒸気制御ユニット、および上記発熱体に接続されたコントローラと、をさらに備える
、項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０１９７】
　７８．上記貯蔵容器に取り付けられた温度センサと、上記蓋体内の上記乾燥室に取り付
けられた発熱体と、上記温度センサおよび上記発熱体に接続されたコントローラとを含む
内部再充填システムをさらに備える、項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備
える携帯型容器。
【０１９８】
　７９．いくつかの実施形態では、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器は
、出入用開口部を有する貯蔵容器を形成するように構成された少なくとも１つの貯蔵容器
壁体と、上記貯蔵容器壁体の外側表面に隣り合って配置され、上記外側表面に取り付けら
れることで、貯蔵領域部の外側に蒸気密封断熱領域部を形成する少なくとも１つの断熱壁
体と、上記少なくとも１つの断熱壁体の外側表面に隣り合って配置され、上記少なくとも
１つの断熱壁体の上記外側表面に密接に設けられることで、上記携帯型容器の外側を少な
くとも部分的に囲う蒸気密封乾燥領域部を形成する少なくとも１つの乾燥領域部壁体と、
上記少なくとも１つの貯蔵容器壁体の内側表面と可逆的に嵌合する大きさおよび形状の、
上記携帯型容器用の蓋体であって、内部蒸気密封蒸発室を含み、上記貯蔵容器に可逆的に
付け外しできるように配置され構成された屈曲可能部を有する蓋体と、上記蒸気密封蒸発
領域部内に位置する第１端部と上記蒸気密封乾燥領域部内に位置する第２端部とを有する
蒸気導管であって、上記蓋体の上記屈曲可能部と連携する屈曲可能部を含む蒸気導管と、
上記蒸気導管に取り付けられた蒸気制御ユニットと、を備える。
【０１９９】
　８０．上記貯蔵容器は、上記貯蔵容器の上記上面に配置された１つの出入用開口部を備
える、項７９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２００】
　８１．上記貯蔵容器は、人の手が上記貯蔵容器の内側に届くような大きさおよび形状の
上記出入用開口部を備える、項７９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯
型容器。
【０２０１】
　８２．上記貯蔵容器は、上記出入用開口部を形成する開口上面領域部を有する円筒構造
を含む、項７９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２０２】
　８３．上記貯蔵容器は、丸みを帯びた縁と上記出入用開口部を形成する開口上面領域部
とを有する構造を含む、項７９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容
器。
【０２０３】
　８４．上記貯蔵容器は、奉仕活動の集会用に医薬品を運ぶための大きさおよび形状の構
造を含む、項７９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２０４】
　８５．上記蒸気密封断熱領域部は、略真空に排気された空間を有する、項７９に記載の
一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２０５】
　８６．上記蒸気密封断熱領域部は、１０-3トルよりも低いガス圧力の空間を有する、項
７９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２０６】
　８７．上記蒸気密封断熱領域部は、１０-5トルよりも低いガス圧力の空間を有する、項
７９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２０７】
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　８８．上記蒸気密封乾燥領域部は乾燥材を含む、項７９に記載の一体型被制御蒸発冷却
システムを備える携帯型容器。
【０２０８】
　８９．上記蒸気密封乾燥領域部は、上記携帯型容器の上記外側を囲む、項７９に記載の
一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２０９】
　９０．上記蓋体内の上記内部蒸気密封蒸発室は、上記蓋体が閉じられた位置にある場合
に上記容器の上記貯蔵領域部に隣り合って配置される、項７９に記載の一体型被制御蒸発
冷却システムを備える携帯型容器。
【０２１０】
　９１．上記蓋体内の上記内部蒸気密封蒸発室は、蒸発性液体、上記蒸発性液体用の芯構
造、および上記周囲のガス圧力よりも低いガス圧力を含む、項７９に記載の一体型被制御
蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２１１】
　９２．上記蒸気導管は、上記周囲のガス圧力よりも低いガス圧力を有する、項７９に記
載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２１２】
　９３．上記蒸気制御ユニットは、上記蒸気導管を通るガス流を可逆的に妨げるような大
きさ、形状、および配置であるバルブと、上記バルブに操作可能に取り付けられたコント
ローラとを備える、項７９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２１３】
　９４．上記蒸気制御ユニットは、上記貯蔵容器に取り付けられた温度センサと、上記蒸
気導管を通るガス流を繰り返しかつ可逆的に妨げるような大きさ、形状、および配置であ
るバルブと、上記バルブに操作可能に取り付けられたコントローラとを備える、項７９に
記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２１４】
　９５．上記蓋体は、上記蒸気導管を通るガス流を可逆的に妨げるような大きさ、形状、
および配置であるバルブと、上記バルブに操作可能に取り付けられた二進スイッチであっ
て、当該スイッチへの外部作用に応じて上記バルブを完全に開いたり完全に閉じたりする
ように配置された二進スイッチと、をさらに備える、項７９に記載の一体型被制御蒸発冷
却システムを備える携帯型容器。
【０２１５】
　９６．上記蓋体は表示ユニットをさらに備える、項７９に記載の一体型被制御蒸発冷却
システムを備える携帯型容器。
【０２１６】
　９７．上記貯蔵容器に取り付けられた温度センサと、上記貯蔵容器壁体または上記貯蔵
容器底体に隣り合って配置された発熱体と、上記温度センサ、上記蒸気制御ユニット、お
よび上記発熱体に接続されたコントローラと、をさらに備える、項７９に記載の一体型被
制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２１７】
　９８．上記貯蔵容器に取り付けられた温度センサと、上記蒸気密封乾燥領域部内または
上記蒸気密封乾燥領域部に隣り合う位置に設けられた発熱体と、上記温度センサおよび上
記発熱体に接続されたコントローラとを含む内部再充填システムをさらに備える、項７９
に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２１８】
　９９．いくつかの実施形態では、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器用
の再充填デバイスは、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器を固定するため
の大きさおよび形状であるフレームと、一体型被制御蒸発冷却システムを備える上記携帯
型容器の上記外側に隣り合って配置された少なくとも１つの加熱ユニットと、上記フレー
ムに取り付けられた少なくとも１つのファンであって、一体型被制御蒸発冷却システムを
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備える上記携帯型容器の内側表面に対して空気を送るような方向に向いている少なくとも
１つのファンと、上記少なくとも１つの加熱ユニットおよび上記少なくとも１つのファン
に操作可能に接続されたコントローラであって、上記少なくとも１つの加熱ユニットと上
記少なくとも１つのファンの両方に制御信号を送信可能なコントローラと、を備える。
【０２１９】
　１００．上記フレームは、上記少なくとも１つの加熱ユニットの外側に位置する少なく
とも１つの断熱壁体と、上記再充填ユニットの上端に設けられた少なくとも１つの開口部
であって、上記固定された携帯型容器の底面領域部に空気を通すように配置された少なく
とも１つの開口部と、上記再充填ユニットの下端に設けられた少なくとも１つの開口部で
あって、上記固定された携帯型容器の上面領域部に空気を通すように配置された少なくと
も１つの開口部と、を備える、項９９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携
帯型容器用の再充填デバイス。
【０２２０】
　１０１．上記フレームは、上記フレームの表面と固定された携帯型容器の表面の間に配
置された少なくとも１つの封止用ガスケットを備える、項９９に記載の一体型被制御蒸発
冷却システムを備える携帯型容器用の再充填デバイス。
【０２２１】
　１０２．上記少なくとも１つの加熱ユニットは、放射発熱体と、上記発熱体と固定され
た携帯型容器の壁体との間に配置された空洞部と、上記空洞部内に設けられ、上記固定さ
れた携帯型容器の上記壁体に空気を送るように配置されたファンと、を備える、項９９に
記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器用の再充填デバイス。
【０２２２】
　１０３．上記少なくとも１つの加熱ユニットは、上記再充填ユニット使用時に携帯型容
器の表面が存在すると予想される位置に隣り合って配置された誘導発熱体を備える、項９
９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器用の再充填デバイス。
【０２２３】
　１０４．上記少なくとも１つのファンは、固定された携帯型容器の貯蔵領域部内の空気
流を増加させるように配置されたファンを備える、項９９に記載の一体型被制御蒸発冷却
システムを備える携帯型容器用の再充填デバイス。
【０２２４】
　１０５．上記コントローラは、あらかじめ設定されたスケジュールに基づいて上記少な
くとも１つの加熱ユニットおよび上記少なくとも１つのファンのスイッチをオン／オフす
るように構成された回路構成要素を含む、項９９に記載の一体型被制御蒸発冷却システム
を備える携帯型容器用の再充填デバイス。
【０２２５】
　１０６．上記フレーム内に設けられ、上記コントローラに操作可能に取り付けられた温
度センサをさらに備える、項９９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型
容器用の再充填デバイス。
【０２２６】
　１０７．上記コントローラは、上記温度センサから受信した信号に応じて上記少なくと
も１つの加熱ユニットおよび上記少なくとも１つのファンのスイッチをオン／オフするよ
うに構成された回路構成要素を備える、項９９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを
備える携帯型容器用の再充填デバイス。
【０２２７】
　１０８．表示ユニットをさらに備える、項９９に記載の一体型被制御蒸発冷却システム
を備える携帯型容器用の再充填デバイス。
【０２２８】
　１０９．ユーザインタフェースをさらに備える、項９９に記載の一体型被制御蒸発冷却
システムを備える携帯型容器用の再充填デバイス。
【０２２９】
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　本明細書に記載のいくつかの実施態様では、ロジックおよび同様の実施態様としてコン
ピュータプログラムまたはその他の制御構造を含んでもよい。例えば、電子回路構成要素
は、本明細書に記載の種々の機能を実現するために構成および配置された１つ以上の電流
経路を有してもよい。いくつかの実施態様では、１つ以上の媒体が、本明細書に記載した
ように実行できるデバイス検知可能指示を保持または送信する場合、当該媒体がデバイス
検知可能な実施態様を担うように構成されてもよい。いくつかの変形では、例えば、実施
態様として、本明細書に記載の１つ以上の動作に関連する１つ以上の指示を受信または送
信すること等による、既存のソフトウェアもしくはファームウェア、またはゲートアレイ
もしくはプログラム可能ハードウェアの更新または修正が挙げられる。あるいは、または
さらに、いくつかの変形では、実施態様として、専用ハードウェア／ソフトウェア／ファ
ームウェアコンポーネント、および／または専用コンポーネントを実行するかそうでなけ
れば呼び出す汎用コンポーネントが挙げられる。
【０２３０】
　本明細書に記載の発明特定事項は、アナログ方式もしくはデジタル方式、またはそれら
の組み合わせによって実現されてもよい。一般的な意味で、本明細書に記載のいくつかの
態様は、様々な種類の「電気回路構成要素」として構成されるような、広範囲にわたるハ
ードウェア、ソフトウェア、ファームウェア、および／またはそれらの任意の組み合わせ
によって個々におよび／または集合的に実現されてもよい。その結果、本明細書で用いる
「電気回路構成要素」としては、少なくとも１つの個別の電気回路を有する電気回路構成
要素、少なくとも１つの集積回路を有する電気回路構成要素、少なくとも１つの特定用途
向け集積回路を有する電気回路構成要素、コンピュータプログラムによって構成された汎
用コンピュータデバイスを形成する電気回路構成要素（例えば、本明細書に記載のプロセ
スおよび／またはデバイスを少なくとも部分的に実行するコンピュータプログラムによっ
て構成された汎用コンピュータ、または本明細書に記載のプロセスおよび／またはデバイ
スを少なくとも部分的に実行するコンピュータプログラムによって構成されたマイクロプ
ロセッサ）、記憶デバイスを形成する電気回路構成要素（例えば、メモリ（例えば、ラン
ダムアクセス、フラッシュ、読出し専用、等）の形態）、および／または通信デバイスを
形成する電気回路構成要素（例えば、モデム、通信スイッチ、光電気装置、等）が挙げら
れるが、これらに限定されない。
【０２３１】
　あるいは、またはさらに、実施態様は、本明細書に記載のいずれかの機能的動作の１つ
以上を可能にする、引き起こす、調整する、要求する、またはその他の方法で実質的に発
生させるための専用指示シーケンスを実行することまたは回路構成要素を起動することを
含んでもよい。いくつかの変形では、本明細書における操作記述またはその他の論理記述
はソースコードとして表現され、実行可能な指示シーケンスとしてコンパイルされるかま
たはその他の方法で起動されてもよい。いくつかの文脈において、例えば、実施態様は、
全体的または部分的にＣ＋＋または他のコード配列等のソースコードによって実現されて
もよい。その他の実施態様において、市販のものおよび／または従来技術を用いたソース
または他のコード実施態様は、高度記述言語にコンパイル／実施／翻訳／変換されてもよ
い（例えば、ＣまたはＣ＋＋プログラム言語で記載された技術を最初に実施し、その後、
プログラム言語実施態様を、論理合成可能な言語実施態様、ハードウェア記述言語実施態
様、ハードウェア設計シミュレーション実施態様、および／またはそのような他の同等の
表現式形態に変換してもよい）。例えば、論理式（例えば、コンピュータプログラム言語
実施態様）のいくつかまたはすべては、Ｖｅｒｉｌｏｇ型ハードウェア記述（例えば、ハ
ードウェア記述言語（ＨＤＬ）および／または超高速集積回路ハードウェア記述言語（Ｖ
ＨＤＬ）を介して）として、またはハードウェア（例えば、専用集積回路）を有する物理
的な実施態様を生成するためにその後使用され得る他の回路構成要素モデルとして表現さ
れてもよい。
【０２３２】
　一般的な意味で、本明細書に記載の実施形態の様々な態様は、３５Ｕ．Ｓ．Ｃ．１０１
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に規定の特許可能発明特定事項の範囲におけるハードウェア、ソフトウェア、ファームウ
ェア、および／またはそれらの実質的ないずれかの組み合わせ等の、広範囲の電気部品を
有する様々な種類の電気機械システムによって、また、剛性体、ばねまたはねじり体、油
圧式装置、電磁起動式デバイス、および／またはそれらの実質的ないずれかの組み合わせ
等の、機械的な力または動作を付与可能な広範囲の部品によって、個々におよび／または
集合的に実現されてもよい。その結果、本明細書で用いる「電気機械システム」としては
、変換器（例えば、アクチュエータ、モータ、圧電性結晶、マイクロ電子機械システム（
ＭＥＭＳ）、等）に操作可能に結合した電気回路構成要素、少なくとも１つの個別の電気
回路を有する電気回路構成要素、少なくとも１つの集積回路を有する電気回路構成要素、
少なくとも１つの特定用途向け集積回路を有する電気回路構成要素、コンピュータプログ
ラムによって構成された汎用コンピュータデバイスを形成する電気回路構成要素（例えば
、本明細書に記載のプロセスおよび／またはデバイスを少なくとも部分的に実行するコン
ピュータプログラムによって構成された汎用コンピュータ、または本明細書に記載のプロ
セスおよび／またはデバイスを少なくとも部分的に実行するコンピュータプログラムによ
って構成されたマイクロプロセッサ）、記憶デバイスを形成する電気回路構成要素（例え
ば、メモリの形態（例えば、ランダムアクセス、フラッシュ、読出し専用、等））、およ
び／または、通信デバイスを形成する電気回路構成要素（例えば、モデム、通信スイッチ
、光学電気装置、等）が挙げられ、かつ／または、光学式またはその他の類似体（例えば
、グラフェン型回路構成要素）等の、上述したものの任意の非電気的類似体が挙げられる
が、これらに限定されない。電気機械システムの例としては、様々な民生電子機器システ
ム、医療デバイス、ならびにモータ駆動式輸送システム、ファクトリーオートメーション
システム、セキュリティシステム、および／または通信／コンピュータシステム等の他の
システムが挙げられるが、これらに限定されない。
【０２３３】
　本明細書に記載のデバイスおよび／またはプロセスの少なくとも一部は、データ処理シ
ステムに組込むことができる。データ処理システムは、概して、１つ以上のシステムユニ
ット筐体、映像表示デバイス、揮発性メモリまたは非揮発性メモリ等のメモリ、マイクロ
プロセッサまたはデジタル信号プロセッサ等のプロセッサ、オペレーティングシステム、
ドライバ、グラフィカルユーザインタフェース、およびアプリケーションプログラム等の
コンピュータエンティティ、１つ以上の相互作用デバイス（例えば、タッチパッド、タッ
チスクリーン、アンテナ、等）、および／またはフィードバックループおよび制御モータ
（例えば、位置および／または速度の検知用フィードバック；コンポーネントおよび／ま
たは量を移動および／または調節するための制御モータ）を備える制御システムを含む。
データ処理システムは、一般的なデータ計算／通信システムおよび／またはネットワーク
計算／通信システム等の適切な市販コンポーネントを利用して実現することができる。
【０２３４】
　システムの実施態様としてのハードウェア、ソフトウェア、および／またはファームウ
ェアにおいては、ほとんど差異がないところまで技術水準が進歩した；ハードウェア、ソ
フトウェアおよび／またはファームウェアの使用は、概して、費用対効果の折り合いに相
当する設計的選択である（しかしながら、ハードウェアおよびソフトウェア間の選択が重
要になり得るような特定の場面には常に当てはまるとは限らない）。本明細書に記載のプ
ロセスおよび／またはシステムおよび／またはその他の技術は、様々な手段（例えば、ハ
ードウェア、ソフトウェア、および／またはファームウェア）によって実施することがで
き、好ましい手段は、プロセスおよび／またはシステムおよび／またはその他の技術が展
開される場面によって異なる。例えば、実施者が速さおよび正確さが最も重要であると判
断した場合、実施者は主にハードウェアおよび／またはファームウェア手段を選択すれば
よく、または、柔軟性が最も重要である場合、実施者は主にソフトウェアによる実施態様
を選択すればよい。さらに別の場合として、実施者は、３５Ｕ．Ｓ．Ｃ．１０１に規定の
特許可能発明特定事項の範囲内で、１つ以上の機械、組成物、および製造品におけるハー
ドウェア、ソフトウェア、および／またはファームウェアの何らかの組み合わせを選択し
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てもよい。したがって、本明細書に記載のプロセス、および／またはデバイス、および／
または他の技術を実施可能な手段はいくつかあり、いずれかが他のものに比べて本来的に
優れているという事は無いので、利用される手段の選択は、当該手段が実施される場面お
よび実施者の変わりやすい特定の関心（例えば、速さ、柔軟性、または予測可能性）に左
右される。
【０２３５】
　本明細書に記載の発明特定事項は、異なる他の部材内に含まれるかまたはそのような他
の部材に接続される異なる部材として説明される場合がある。そのように示された構成は
典型的なものに過ぎず、実際には同じ機能性を果す多数の他の構成が実施され得ることが
理解されるべきである。概念上の意味では、同じ機能性を果たすための部材の任意の配置
は、所望する機能性が果たされるように、効果的に「関連している」。したがって、特定
の機能性を実現するために組み合わせられた本明細書に記載の２つの部材のいずれもが、
構成または中間部材に関係なく、所望の機能性を果たすように互いに「関連付けられて」
いるとみなすことができる。同様に、そのように関連付けられた２つの部材のいずれもが
、所望の機能性を果たすために互いに「操作可能に接続されている」または「操作可能に
結合している」ともみなすことができ、そのように関連付け可能な２つの部材のいずれも
が、所望の機能性を果たすために互いに「操作可能に結合可能」であるともみなすことが
できる。操作可能に結合可能であることの具体例としては、物理的に嵌合可能および／ま
たは物理的に相互作用する部材、および／または無線により相互作用可能、および／また
は無線により相互作用する部材、および／または論理的に相互作用する、および／または
論理的に相互作用可能な部材が挙げられるが、これらに限定されない。場合によっては、
本明細書において、１つ以上の構成要素が、「～ように構成される（configured to）」
、「～によって構成される（configured by）」、「～ように構成可能である（configura
ble to）」、「～ように機能可能／機能している（operable/operative to）」、「適合
した／適合可能（adapted/adaptable）」、「～可能（able to）」、「～に順応する／順
応した（conformable/conformed to）」等と記載される場合がある。文脈上他の意味に解
すべき場合を除き、そのような用語（例えば、「～ように構成される（configured to）
」）は一般的に、アクティブ状態の構成要素、および／またはイナクティブ状態の構成要
素、および／またはスタンバイ状態の構成要素を包含する。
【０２３６】
　本明細書に記載の構成要素（例えば、動作）、デバイス、目的、およびそれらに付随す
る説明は、概念的明確性のための例として使用されるものであり、様々な構成の変形が考
えられる。したがって、本明細書に使用されるとき、記載された具体例および付随する説
明は、それらのより一般的な種類を代表することを意図している。一般的に、具体例の使
用はその種類を代表することを意図しており、具体的な構成要素（例えば、動作）、デバ
イス、及び目的を欠くものは、限定として理解されるべきではない。
【０２３７】
　本発明特定事項の特定の態様を本明細書に示し記載したが、本明細書に記載の発明特定
事項およびそのより広範な態様の範囲内において、変更および修正を加えることが可能で
あり、したがって、本明細書に記載の発明特定事項の真意および範囲内におけるそのよう
な変更および修正のすべてが、添付の請求項の範囲に包含される。一般的に、本明細書、
特に、添付の請求項（例えば、添付の請求項の本文）において使用される用語は、一般に
、「オープンな」用語を意図している（例えば、「含んでいる（including）」という用
語は「含んでいるが、これに限定されない」と解釈されるべきであり、「有する（having
）」という用語は「少なくとも有する」と解釈されるべきであり、「含む（includes）」
という用語は「含むが、これに限定されない」と解釈されるべきである、など）。導かれ
た請求項の記載において特定の数字が意図される場合、そのような意図は請求項において
明示的に記載され、そのような記載がない場合、そのような意図は存在しない。例えば、
下記に添付の請求項は、理解の補助として前置きの句である「少なくとも１つの」および
「１つ以上」の使用を含んで請求項の記載を導く場合がある。しかしながら、同じ請求項
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が前置きの句「１つ以上の」または「少なくとも１つの」および不定冠詞「a」または「a
n」などを含む場合であっても（例えば、「a」および／または「an」は一般的に「少なく
とも１つの」または「１つ以上」を意味するものと解釈されるべきである）、そのような
句の使用は、不定冠詞「a」または「an」によって導かれた請求項の記載が、導かれた請
求項の当該記載を含む特定の請求項を、当該記載を１つだけ含む請求項に限定することを
意味するものとして解釈されるべきではない。このことは、請求項の記載を導くのに使用
された定冠詞の使用についても同様である。さらに、導かれた請求項の記載において特定
の数字が明示的に記載されている場合であっても、当該記載は、少なくとも記載された数
字を意味するものとして一般的には解釈されるべきである（例えば、「２つの記載」とい
う他の修飾を伴わないそれだけの記載は、一般的に、少なくとも２つの記載、または２つ
以上の記載を意味する）。さらに、「Ａ、Ｂ、およびＣ等の少なくとも１つ」に似た表記
が用いられる場合、一般的に、当該構成は、「Ａ、Ｂ、およびＣの少なくとも１つを有す
るシステム」が、Ａのみ、Ｂのみ、Ｃのみ、ＡおよびＢ、ＡおよびＣ、ＢおよびＣ、およ
び／またはＡ、Ｂ、およびＣを有するなどのシステムを含むが、これらに限定されないこ
とを意図している。「Ａ、Ｂ、またはＣなどの少なくとも１つ」に似た表記が用いられる
場合、一般的に、当該構成は、「Ａ、Ｂ、またはＣの少なくとも１つを有するシステム」
が、Ａのみ、Ｂのみ、Ｃのみ、ＡおよびＢ、ＡおよびＣ、ＢおよびＣ、および／またはＡ
、Ｂ、およびＣを有するなどのシステムを含むが、これらに限定されないことを意図して
いる。通例、２つ以上の選択的な用語を表す離接語であるおよび／またはという句は、文
脈上他の意味に規定される場合を除き、明細書、特許請求の範囲、または図面を問わず、
それらの用語のうちの一つ、それらの用語のうちのいずれか、またはそれらの用語の両方
を含む可能性を予想するように理解されるべきである。例えば、「ＡまたはＢ」という句
は、一般的に、「Ａ」もしくは「Ｂ」または「ＡおよびＢ」の可能性を含むものとして理
解される。
【０２３８】
　添付の請求項に関して、その中に記載した動作は、概して、いずれの順番で行われても
よい。また、種々の動作フローが一続きで記載されているが、それら種々の動作は説明し
たもの以外の順番で行われてもよく、または、同時に行われてもよいことが理解されるべ
きである。文脈により別途規定されない限り、そのような代替の順序付けの例としては、
重複、交互配置、割込み、並べ替え、インクリメンタル、準備、補足、同時、逆、または
他の変形の順序付けが挙げられる。さらに、「～に応答する」、「～に関連する」または
他の過去形形容詞等の用語は、概して、文脈により別途規定されない限り、そのような変
形を除外することを意図しない。
【０２３９】
　本明細書に記載および／またはＡＤＳの何れかに列挙した上述の米国特許、米国特許出
願公報、米国特許出願、外国特許、外国特許出願、および非特許公報のすべては、本願に
矛盾しない範囲で、参照により本願に援用される。
【０２４０】
　本明細書に記載の発明特定事項の態様を、以下に番号を振った条項において記載する：
　１．一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器は、貯蔵容器底体に密接に設け
られた貯蔵容器壁体であって、上記貯蔵容器壁体および上記貯蔵容器底体は、出入用開口
部を有する貯蔵容器を形成するように配置されている貯蔵容器壁体と、蒸発領域部底体に
密接に設けられた蒸発領域部壁体であって、上記蒸発領域部壁体は上記貯蔵容器壁体の外
側に隣り合って配置され、上記蒸発領域部底体は上記貯蔵容器底体の外側に隣り合って配
置され、上記蒸発領域部壁体の頂部が上記貯蔵容器壁体の頂部から下方の位置において上
記貯蔵容器壁体の外側に密接に設けられることで、上記蒸発領域部壁体および底体と、上
記貯蔵容器壁体および上記貯蔵容器底体との間に蒸気密封蒸発領域部が形成される蒸発領
域部壁体と、上記蒸発領域部壁体および上記貯蔵容器壁体の外側表面に隣り合って配置さ
れた断熱壁体であって、上記断熱壁体の頂部が上記蒸発領域部壁体の上方の位置において
上記貯蔵容器壁体の上記外側表面に密接に設けられることで、上記貯蔵容器および上記蒸
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発領域部の外側に蒸気密封断熱領域部が形成される断熱壁体と、上記断熱壁体の外側表面
に隣り合って配置され、上記断熱壁体の上記外側表面に密接に設けられることで、蒸気密
封乾燥領域部を形成する乾燥領域部壁体であって、上記携帯型容器の外側表面を形成する
ように配置された乾燥領域部壁体と、上記蒸気密封蒸発領域部内に配置された第１端部と
、上記蒸気密封乾燥領域部内に配置された第２端部とを有する蒸気導管と、上記蒸気導管
に取り付けられた蒸気制御ユニットと、を備える携帯型容器。
【０２４１】
　２．上記貯蔵容器壁体は、ガス不透過封止材によって上記貯蔵容器底体に密接に設けら
れている、条項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２４２】
　３．上記出入用開口部を有する上記貯蔵容器は、上記貯蔵容器の上記上面に１つの出入
用開口部を備える、条項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２４３】
　４．上記出入用開口部を有する上記貯蔵容器は、人の手が上記貯蔵容器の内側に届くよ
うな大きさおよび形状の上記出入用開口部を備える、条項１に記載の一体型被制御蒸発冷
却システムを備える携帯型容器。
【０２４４】
　５．上記出入用開口部を有する上記貯蔵容器は、上記出入用開口部を形成する開口上面
領域部を有する円筒形である、条項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携
帯型容器。
【０２４５】
　６．上記出入用開口部を有する上記貯蔵容器は、上記出入用開口部を形成する開口上面
領域部を有する丸みを帯びた縁を備える、条項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システム
を備える携帯型容器。
【０２４６】
　７．一体型被制御蒸発冷却器を有する上記貯蔵容器は、放射状の内部構造を有する、条
項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２４７】
　８．上記蒸発領域部壁体は、ガス不透過封止材によって上記蒸発領域部底体に密接に設
けられている、条項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２４８】
　９．上記蒸発領域部壁体は、ガス不透過封止材によって上記貯蔵容器壁体の上記外側に
密接に設けられている、条項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容
器。
【０２４９】
　１０．上記蒸発領域部壁体および上記蒸発領域部底体は、上記蒸発領域部壁体および上
記蒸発領域部底体の表面と、上記貯蔵容器壁体および上記貯蔵容器底体との間に間隙が形
成されるような大きさ、形状、および位置である、条項１に記載の一体型被制御蒸発冷却
システムを備える携帯型容器。
【０２５０】
　１１．上記蒸気密封蒸発領域部は、蒸発性液体と、上記蒸発性液体用の芯構造体と、上
記周囲のガス圧力よりも低いガス圧力と、を有する、条項１に記載の一体型被制御蒸発冷
却システムを備える携帯型容器。
【０２５１】
　１２．上記蒸発領域部壁体は円筒構造体として形成される、条項１に記載の一体型被制
御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２５２】
　１３．上記蒸発領域部壁体は丸みを帯びた縁を有する構造体として形成される、条項１
に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２５３】
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　１４．上記断熱壁体は断熱底体に密接に設けられ、上記断熱底体は上記蒸発領域部底体
の外側に隣り合って配置されている、条項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備
える携帯型容器。
【０２５４】
　１５．上記断熱壁体の底面は、上記蒸発領域部底体に隣り合う位置において上記蒸発領
域部壁体の上記外側表面に密接に設けられている、条項１に記載の一体型被制御蒸発冷却
システムを備える携帯型容器。
【０２５５】
　１６．上記蒸気密封断熱領域部は、略真空に排気された空間を有する、条項１に記載の
一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２５６】
　１７．上記蒸気密封断熱領域部は、１０-1トルよりも低いガス圧力の空間を有する、条
項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２５７】
　１８．上記蒸気密封断熱領域部は、１０-3トルよりも低いガス圧力の空間を有する、条
項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２５８】
　１９．上記蒸気密封断熱領域部は、１０-5トルよりも低いガス圧力の空間を有する、条
項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２５９】
　２０．上記乾燥領域部壁体は上記断熱壁体の上記外側表面を取り囲む、条項１に記載の
一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２６０】
　２１．上記乾燥領域部壁体は乾燥領域部底体に密接に設けられており、上記乾燥領域部
底体が断熱底体の外側に隣り合って配置されることで、上記断熱壁体および断熱底体に隣
り合う乾燥領域部が形成される、条項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える
携帯型容器。
【０２６１】
　２２．上記蒸気密封乾燥領域部は乾燥材を含む、条項１に記載の一体型被制御蒸発冷却
システムを備える携帯型容器。
【０２６２】
　２３．上記蒸気導管は中空構造体を有する、条項１に記載の一体型被制御蒸発冷却シス
テムを備える携帯型容器。
【０２６３】
　２４．上記蒸気導管は管状構造を有する、条項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システ
ムを備える携帯型容器。
【０２６４】
　２５．上記蒸気制御ユニットは、上記蒸気導管を通るガス流を可逆的に妨げるような大
きさ、形状、および配置であるバルブと、上記バルブに操作可能に取り付けられたコント
ローラとを備える、条項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２６５】
　２６．上記貯蔵容器に取り付けられた温度センサと、上記蒸気導管を通るガス流を繰り
返しかつ可逆的に妨げるような大きさ、形状、および配置であるバルブと、上記バルブに
操作可能に取り付けられたコントローラとを備える、条項１に記載の一体型被制御蒸発冷
却システムを備える携帯型容器。
【０２６６】
　２７．上記乾燥領域部、上記蒸発領域部、および上記蒸気導管は、連続蒸気密封内部領
域部と共に封止されている、条項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯
型容器。
【０２６７】
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　２８．上記連続蒸気密封内部領域部は、上記携帯型容器の外側に隣り合う周囲のガス圧
力よりも低いガス圧力を有する、条項２７に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備え
る携帯型容器。
【０２６８】
　２９．上記出入用開口部に隣り合う上記携帯型容器の縁に可逆的に嵌合する大きさおよ
び形状の蓋体をさらに備える、条項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携
帯型容器。
【０２６９】
　３０．上記蒸気導管を通るガス流を可逆的に完全に妨げるような大きさ、形状、および
配置である遮断バルブと、上記バルブに操作可能に取り付けられたスイッチであって、当
該スイッチへの外部作用に応じて上記バルブを完全に開いたり完全に閉じたりするように
配置されたスイッチと、をさらに備える、条項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システム
を備える携帯型容器。
【０２７０】
　３１．上記貯蔵容器に取り付けられた温度センサと、上記貯蔵容器壁体または上記貯蔵
容器底体に隣り合って配置された発熱体と、上記温度センサ、上記蒸気制御ユニット、お
よび上記発熱体に接続されたコントローラと、をさらに備える、条項１に記載の一体型被
制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２７１】
　３２．上記携帯型容器に取り付けられた温度センサと、上記蒸気密封乾燥領域部内に配
置され或いは上記蒸気密封乾燥領域部に隣り合って配置された発熱体と、上記温度センサ
および上記発熱体に接続されたコントローラと、を備える内部再充填システムをさらに含
む、条項１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０２７２】
　３３．貯蔵容器と、乾燥部と、中央蒸気導管部とを備える、携帯型容器の組み立て用部
品のセットであって、上記貯蔵容器は、一体型被制御蒸発冷却器を有し、内側貯蔵容器で
あって、該内側貯蔵容器の上部領域部に出入用開口部が配置された内側貯蔵容器と、上記
内側 貯蔵容器の上部領域部に出入用開口部が配置された外側貯蔵容器であって、上記出
入用開口部に隣り合う位置において上記内側貯蔵容器に密接に設けられることで、上記内
側貯蔵容器と上記外側貯蔵容器との間に蒸気密封蒸発領域部を形成する外側貯蔵容器と、
蒸気導管の蒸発部であって、上記蒸気密封蒸発領域部内に配置される第１端部と、上記貯
蔵容器の上部領域部に上記貯蔵容器の外側の開口部と共に配置される第２端部とを有する
蒸発部とを含み、上記乾燥部は、上記貯蔵容器の外側表面と嵌合する大きさおよび形状で
あり、かつ、上記貯蔵容器の上記出入用開口部からはみ出る大きさおよび形状である内側
表面を有する断熱ユニットと、上記断熱ユニットを取り囲む乾燥領域部壁体であって、蒸
気不透過封止材によって上記断熱ユニットの外側に密接に設けられることで、上記断熱ユ
ニットの外側に乾燥領域部を形成する乾燥領域部壁体と、蒸気導管の乾燥部であって、上
記乾燥領域部内に配置される第１端部と、上記乾燥領域部の上部領域部に上記乾燥領域部
の外側の開口部と共に配置される第２端部とを有する乾燥部とを含み、記中央蒸気導管部
は、上記蒸気導管の上記蒸発部の上記第２端部と嵌合しかつ密接に設けられる大きさおよ
び形状である第１端部と、上記蒸気導管の上記乾燥部の上記第２端部と嵌合しかつ密接に
設けられる大きさおよび形状である第２端部と、上記中央蒸気導管の上記第１端部と上記
中央蒸気導管の上記第２端部との間に配置される上記中央蒸気導管のコネクタ部であって
、上記第１端部が上記蒸発部の上記第２端部と嵌合して密接に設けられるように配置され
、かつ、上記第２端部が上記乾燥部の上記第２端部と嵌合して密接に設けられるように配
置される大きさおよび形状であるコネクタ部とを含み、上記蒸気導管は取り付け蒸気制御
ユニットを含み、上記蒸発部、上記乾燥部、および上記中央蒸気導管部のそれぞれは、一
体型被制御蒸発冷却システムを備える一体型携帯型容器の連続蒸気密封内部領域部に適合
する大きさおよび形状を有する、携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０２７３】
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　３４．一体型被制御蒸発冷却器を有する上記貯蔵容器は、上記内側貯蔵容器と上記外側
貯蔵容器とがガス不透過封止材を含む、条項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品の
セット。
【０２７４】
　３５．一体型被制御蒸発冷却器を有する上記貯蔵容器は、上記蒸気導管の上記蒸発部の
上記第２端部と上記貯蔵容器とがガス不透過封止材を含む、条項３３に記載の携帯型容器
の組み立て用部品のセット。
【０２７５】
　３６．一体型被制御蒸発冷却器を有する上記貯蔵容器は、上記貯蔵容器の上記上面に１
つの出入用開口部を有する、条項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０２７６】
　３７．一体型被制御蒸発冷却器を有する上記貯蔵容器は、人の手が上記貯蔵容器の内側
に届くような大きさおよび形状の出入用開口部を有する、条項３３に記載の携帯型容器の
組み立て用部品のセット。
【０２７７】
　３８．一体型被制御蒸発冷却器を有する上記貯蔵容器は、出入用開口部を形成する開口
上面領域部を有する円筒形である、条項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセッ
ト。
【０２７８】
　３９．一体型被制御蒸発冷却器を有する上記貯蔵容器は円筒構造体を備える、条項３３
に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０２７９】
　４０．一体型被制御蒸発冷却器を有する上記貯蔵容器は、丸みを帯びた縁を有する構造
を備える、条項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０２８０】
　４１．一体型被制御蒸発冷却器を有する上記貯蔵容器は放射状の内部構造を有する、条
項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０２８１】
　４２．
上記蒸発領域部は、上記内側貯蔵容器と上記外側貯蔵容器の間に蒸気密封間隙を有する、
条項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０２８２】
　４３．上記蒸発領域部は、蒸発性液体、上記蒸発性液体用の芯構造、および上記周囲の
ガス圧力よりも低いガス圧力を含む、条項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセ
ット。
【０２８３】
　４４．上記乾燥部は、略真空に排気された空間を有する蒸気密封断熱領域部を含む断熱
ユニットを備える、条項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０２８４】
　４５．上記乾燥部は、１０-1トルよりも低いガス圧力の蒸気密封断熱領域部を含む断熱
ユニットを備える、条項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０２８５】
　４６．上記乾燥部は、１０-3トルよりも低いガス圧力の蒸気密封断熱領域部を含む断熱
ユニットを備える、条項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０２８６】
　４７．上記乾燥部は、１０-5トルよりも低いガス圧力の蒸気密封断熱領域部を含む断熱
ユニットを備える、条項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０２８７】
　４８．上記乾燥領域部は乾燥材を含む、条項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品
のセット。
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【０２８８】
　４９．上記中央蒸気導管部は、上記蒸気導管を通るガス流を可逆的に妨げるような大き
さ、形状、および配置であるバルブと、上記バルブに操作可能に取り付けられたコントロ
ーラとを備える、条項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０２８９】
　５０．上記中央蒸気導管部は、上記蒸気導管を通るガス流を可逆的に妨げるような大き
さ、形状、および配置であるバルブと、上記バルブに操作可能に取り付けられた二進スイ
ッチであって、当該スイッチへの外部作用に応じて上記バルブを完全に開いたり完全に閉
じたりするように配置された二進スイッチと、を備える、条項３３に記載の携帯型容器の
組み立て用部品のセット。
【０２９０】
　５１．上記出入用開口部に隣り合う上記携帯型容器の縁に可逆的に嵌合する大きさおよ
び形状の蓋体をさらに備える、条項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０２９１】
　５２．上記貯蔵容器に取り付けられた温度センサと、上記貯蔵容器壁体または上記貯蔵
容器底体に隣り合って配置された発熱体と、上記温度センサ、上記蒸気制御ユニット、お
よび上記発熱体に接続されたコントローラと、をさらに備える、条項３３に記載の携帯型
容器の組み立て用部品のセット。
【０２９２】
　５３．上記乾燥部に取り付けられた温度センサと、上記乾燥部に取り付けられた発熱体
と、上記温度センサおよび上記発熱体に接続されたコントローラとを含む内部再充填シス
テムをさらに備える、条項３３に記載の携帯型容器の組み立て用部品のセット。
【０２９３】
　５４．携帯型容器の部品のセットの組み立て方法であって、一体型被制御蒸発冷却シス
テムと貯蔵容器の外側に位置する開口部を有する蒸気導管の蒸発部とを含む上記貯蔵容器
を、内部断熱ユニットと外側乾燥領域部と蒸気導管の乾燥部の外側に開口部を有する上記
蒸気導管の上記乾燥部とを含む乾燥領域部の内側に配置する工程であって、上記貯蔵容器
の外側表面を上記断熱ユニット内に配置し、かつ、上記蒸気導管の上記蒸発部の上記開口
部と上記蒸気導管の上記乾燥部の上記開口部とが一直線上になるように配置する工程と、
第１端部および第２端部を有する中央蒸気導管部を上記蒸発部および上記乾燥部の隣に配
置する工程であって、上記中央蒸気導管の上記第１端部を上記蒸気導管の上記蒸発部の上
記開口部に接続し、上記中央蒸気導管の上記第２端部を上記蒸気導管の上記乾燥部の上記
開口部に接続するように配置する工程と、ガス不透過封止材によって上記蒸気導管の上記
蒸発部の上記開口部に上記中央蒸気導管の上記第１端部を密接に設ける工程と、ガス不透
過封止材によって上記蒸気導管の上記乾燥部の上記開口部に上記中央蒸気導管の上記第２
端部を密接に設ける工程と、上記貯蔵容器内の連続蒸気密封内部領域部、上記乾燥部、お
よび上記接続された蒸気導管部を略真空に排気する工程と、を含む、組み立て方法。
【０２９４】
　５５．上記貯蔵容器を配置する工程は、上記貯蔵容器全体を上記乾燥部内に配置する工
程を含む、条項５４に記載の組み立て方法。
【０２９５】
　５６．上記貯蔵容器を配置する工程は、上記貯蔵容器の貯蔵領域部が中心に位置し、上
記貯蔵容器が上記貯蔵領域部を囲み、上記断熱ユニットが上記貯蔵容器を囲み、上記乾燥
領域部が上記貯蔵容器の外側を囲むように、上記貯蔵容器を配置する工程を含む、条項５
４に記載の組み立て方法。
【０２９６】
　５７．上記中央蒸気導管部を配置する工程は、上記中央蒸気導管部が上記貯蔵容器の外
側上面および上記乾燥部を横断するように上記中央蒸気導管部を配置する工程を含む、条
項５４に記載の組み立て方法。
【０２９７】
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　５８．連続蒸気密封内部領域部を略真空に排気する工程は、ガス圧力が１０-3トルより
も低くなるまで上記内部空間を排気する工程を含む、条項５４に記載の組み立て方法。
【０２９８】
　５９．上記中央蒸気導管の上記第１端部を上記蒸気導管の上記蒸発部の上記開口部に密
接に設ける工程の前に、上記一体型蒸発冷却器に蒸発性液体を加える工程をさらに含む、
条項５４に記載の組み立て方法。
【０２９９】
　６０．上記中央蒸気導管の上記第２端部を上記蒸気導管の上記乾燥部の上記開口部に密
接に設ける工程の前に、上記外側乾燥領域部に乾燥材を加える工程をさらに含む、条項５
４に記載の組み立て方法。
【０３００】
　６１．断熱貯蔵室と、上記断熱貯蔵室に一致する大きさおよび形状の蓋体と、を備える
一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器であって、上記断熱貯蔵室は、出入用
開口部を有する貯蔵容器の内側の側面および底面を形成する少なくとも１つの壁体と、上
記貯蔵容器の外側の側面および底面を形成する少なくとも１つの壁体であって、上記外側
は上記内側と隣り合って配置され、上記外側および上記内側には間隙がある少なくとも１
つの壁体と、上記内側の上記側面および上記底面を形成する上記少なくとも１つの壁体と
上記外側の上記側面および上記底面を形成する上記少なくとも１つの壁体との間にガス不
透過間隙を形成する封止体と、を含み、上記蓋体は、上記蓋体の側面および底面を形成す
る少なくとも１つの壁体であって、上記側面および底面は、上記出入用開口部に隣り合う
位置において上記貯蔵容器の上記内側と可逆的に嵌合する大きさおよび形状である少なく
とも１つの壁体と、上記蓋体の上面を形成する少なくとも１つの壁体であって、上記蓋体
の上記上面は上記蓋体の上記側面に取り付けられている少なくとも１つの壁体と、上記蓋
体の上記底面に隣り合う位置において上記蓋体内に配置された蒸発室であって、内部蒸発
領域部を含み、上記蓋体の上記底面から離れた位置において開口部を有する蒸発室と、上
記蓋体の上記上面に隣り合う位置において上記蓋体内に配置された乾燥室であって、内側
乾燥領域部を含み、上記蓋体の上記上面から離れた位置において開口部を有する乾燥室と
、上記蒸発室の上記開口部に第１端部が取り付けられており、上記乾燥室の上記開口部に
第２端部が取り付けられている蒸気導管であって、蒸気制御ユニットを含み、上記蒸気導
管、上記蒸発領域部、および上記乾燥領域部を上記蒸気導管と組み合わせることで、上記
蓋体内にガス封止／液体封止領域部を形成する蒸気導管と、を含む、携帯型容器。
【０３０１】
　６２．上記断熱貯蔵室は、上記貯蔵容器の上記上面に配置された１つの出入用開口部を
備える、条項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０３０２】
　６３．上記断熱貯蔵室は、人の手が上記貯蔵容器の内側に届くような大きさおよび形状
の上記出入用開口部を備える、条項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える
携帯型容器。
【０３０３】
　６４．上記断熱貯蔵室は、上記出入用開口部を形成する開口上面領域部を有する円筒構
造を含む、条項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０３０４】
　６５．上記断熱貯蔵室は、丸みを帯びた縁と上記出入用開口部を形成する開口上面領域
部とを有する構造を含む、条項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯
型容器。
【０３０５】
　６６．上記断熱貯蔵室は、奉仕活動の集会用に医薬品を運ぶための大きさおよび形状の
構造を含む、条項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０３０６】
　６７．上記断熱貯蔵容器の壁体間の上記ガス不透過間隙は、略真空に排気された空間を
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有する、条項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０３０７】
　６８．上記断熱貯蔵容器の壁体間の上記ガス不透過間隙は、ガス圧力が１０-1トルより
も低い空間を有する、条項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容
器。
【０３０８】
　６９．上記断熱貯蔵容器の壁体間の上記ガス不透過間隙は、ガス圧力が１０-3トルより
も低い空間を有する、条項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容
器。
【０３０９】
　７０．上記断熱貯蔵容器の壁体間の上記ガス不透過間隙は、ガス圧力が１０-5トルより
も低い空間を有する、条項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容
器。
【０３１０】
　７１．上記蓋体内の上記蒸発室は、蒸発性液体、上記蒸発性液体用の芯構造、および上
記周囲のガス圧力よりも低いガス圧力を含む、条項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却シ
ステムを備える携帯型容器。
【０３１１】
　７２．上記蓋体内の上記乾燥室は乾燥材を含む、条項６１に記載の一体型被制御蒸発冷
却システムを備える携帯型容器。
【０３１２】
　７３．上記蓋体内の上記蒸気導管は、上記蒸気導管を通るガス流を可逆的に妨げるよう
な大きさ、形状、および配置であるバルブと、上記バルブに操作可能に取り付けられたコ
ントローラとを備える、条項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型
容器。
【０３１３】
　７４．上記蓋体内の上記蒸気導管は、温度センサと、上記蒸気導管を通るガス流を繰り
返しかつ可逆的に妨げるような大きさ、形状、および配置であるバルブと、上記バルブに
操作可能に取り付けられたコントローラとを備える、条項６１に記載の一体型被制御蒸発
冷却システムを備える携帯型容器。
【０３１４】
　７５．上記蓋体は、上記蒸気導管を通るガス流を可逆的に妨げるような大きさ、形状、
および配置であるバルブと、上記バルブに操作可能に取り付けられた二進スイッチであっ
て、当該スイッチへの外部作用に応じて上記バルブを完全に開いたり完全に閉じたりする
ように配置された二進スイッチと、をさらに備える、条項６１に記載の一体型被制御蒸発
冷却システムを備える携帯型容器。
【０３１５】
　７６．上記蓋体は表示ユニットをさらに備える、条項６１に記載の一体型被制御蒸発冷
却システムを備える携帯型容器。
【０３１６】
　７７．上記貯蔵容器に取り付けられた温度センサと、上記貯蔵容器壁体または上記貯蔵
容器底体に隣り合って配置された発熱体と、上記温度センサ、上記蒸気導管に取り付けら
れた蒸気制御ユニット、および上記発熱体に接続されたコントローラと、をさらに備える
、条項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０３１７】
　７８．上記貯蔵容器に取り付けられた温度センサと、上記蓋体内の上記乾燥室に取り付
けられた発熱体と、上記温度センサおよび上記発熱体に接続されたコントローラとを含む
内部再充填システムをさらに備える、条項６１に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを
備える携帯型容器。
【０３１８】
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　７９．一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器であって、出入用開口部を有
する貯蔵容器を形成するように構成された少なくとも１つの貯蔵容器壁体と、上記貯蔵容
器壁体の外側表面に隣り合って配置され、上記外側表面に取り付けられることで、貯蔵領
域部の外側に蒸気密封断熱領域部を形成する少なくとも１つの断熱壁体と、上記少なくと
も１つの断熱壁体の外側表面に隣り合って配置され、上記少なくとも１つの断熱壁体の上
記外側表面に密接に設けられることで、上記携帯型容器の外側を少なくとも部分的に囲う
蒸気密封乾燥領域部を形成する少なくとも１つの乾燥領域部壁体と、上記少なくとも１つ
の貯蔵容器壁体の内側表面と可逆的に嵌合する大きさおよび形状の、上記携帯型容器用の
蓋体であって、内部蒸気密封蒸発室を含み、上記貯蔵容器に可逆的に付け外しできるよう
に配置され構成された屈曲可能部を有する蓋体と、上記蒸気密封蒸発領域部内に位置する
第１端部と上記蒸気密封乾燥領域部内に位置する第２端部とを有する蒸気導管であって、
上記蓋体の上記屈曲可能部と連携する屈曲可能部を含む蒸気導管と、上記蒸気導管に取り
付けられた蒸気制御ユニットと、を備える携帯型容器。
【０３１９】
　８０．上記貯蔵容器は、上記貯蔵容器の上記上面に配置された１つの出入用開口部を備
える、条項７９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０３２０】
　８１．上記貯蔵容器は、人の手が上記貯蔵容器の内側に届くような大きさおよび形状の
上記出入用開口部を備える、条項７９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携
帯型容器。
【０３２１】
　８２．上記貯蔵容器は、上記出入用開口部を形成する開口上面領域部を有する円筒構造
を含む、条項７９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０３２２】
　８３．上記貯蔵容器は、丸みを帯びた縁と上記出入用開口部を形成する開口上面領域部
とを有する構造を含む、条項７９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型
容器。
【０３２３】
　８４．上記貯蔵容器は、奉仕活動の集会用に医薬品を運ぶための大きさおよび形状の構
造を含む、条項７９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０３２４】
　８５．上記蒸気密封断熱領域部は、略真空に排気された空間を有する、条項７９に記載
の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０３２５】
　８６．上記蒸気密封断熱領域部は、１０-3トルよりも低いガス圧力の空間を有する、条
項７９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０３２６】
　８７．上記蒸気密封断熱領域部は、１０-5トルよりも低いガス圧力の空間を有する、条
項７９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０３２７】
　８８．上記蒸気密封乾燥領域部は乾燥材を含む、条項７９に記載の一体型被制御蒸発冷
却システムを備える携帯型容器。
【０３２８】
　８９．上記蒸気密封乾燥領域部は、上記携帯型容器の上記外側を囲む、条項７９に記載
の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０３２９】
　９０．上記蓋体内の上記内部蒸気密封蒸発室は、上記蓋体が閉じられた位置にある場合
に上記容器の上記貯蔵領域部に隣り合って配置される、条項７９に記載の一体型被制御蒸
発冷却システムを備える携帯型容器。
【０３３０】
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　９１．上記蓋体内の上記内部蒸気密封蒸発室は、蒸発性液体、上記蒸発性液体用の芯構
造、および上記周囲のガス圧力よりも低いガス圧力を含む、条項７９に記載の一体型被制
御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０３３１】
　９２．上記蒸気導管は、上記周囲のガス圧力よりも低いガス圧力を有する、条項７９に
記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０３３２】
　９３．上記蒸気制御ユニットは、上記蒸気導管を通るガス流を可逆的に妨げるような大
きさ、形状、および配置であるバルブと、上記バルブに操作可能に取り付けられたコント
ローラとを備える、条項７９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器
。
【０３３３】
　９４．上記蒸気制御ユニットは、上記貯蔵容器に取り付けられた温度センサと、上記蒸
気導管を通るガス流を繰り返しかつ可逆的に妨げるような大きさ、形状、および配置であ
るバルブと、上記バルブに操作可能に取り付けられたコントローラとを備える、条項７９
に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０３３４】
　９５．上記蓋体は、上記蒸気導管を通るガス流を可逆的に妨げるような大きさ、形状、
および配置であるバルブと、上記バルブに操作可能に取り付けられた二進スイッチであっ
て、当該スイッチへの外部作用に応じて上記バルブを完全に開いたり完全に閉じたりする
ように配置された二進スイッチと、をさらに備える、条項７９に記載の一体型被制御蒸発
冷却システムを備える携帯型容器。
【０３３５】
　９６．上記蓋体は表示ユニットをさらに備える、条項７９に記載の一体型被制御蒸発冷
却システムを備える携帯型容器。
【０３３６】
　９７．上記貯蔵容器に取り付けられた温度センサと、上記貯蔵容器壁体または上記貯蔵
容器底体に隣り合って配置された発熱体と、上記温度センサ、上記蒸気制御ユニット、お
よび上記発熱体に接続されたコントローラと、をさらに備える、条項７９に記載の一体型
被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０３３７】
　９８．上記貯蔵容器に取り付けられた温度センサと、上記蒸気密封乾燥領域部内または
上記蒸気密封乾燥領域部に隣り合う位置に設けられた発熱体と、上記温度センサおよび上
記発熱体に接続されたコントローラとを含む内部再充填システムをさらに備える、条項７
９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器。
【０３３８】
　９９．一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器用の再充填デバイスであって
、一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器を固定するための大きさおよび形状
であるフレームと、一体型被制御蒸発冷却システムを備える上記携帯型容器の上記外側に
隣り合って配置された少なくとも１つの加熱ユニットと、上記フレームに取り付けられた
少なくとも１つのファンであって、一体型被制御蒸発冷却システムを備える上記携帯型容
器の内側表面に対して空気を送るような方向に向いている少なくとも１つのファンと、上
記少なくとも１つの加熱ユニットおよび上記少なくとも１つのファンに操作可能に接続さ
れたコントローラであって、上記少なくとも１つの加熱ユニットと上記少なくとも１つの
ファンの両方に制御信号を送信可能なコントローラと、を備える再充填デバイス。
【０３３９】
　１００．上記フレームは、上記少なくとも１つの加熱ユニットの外側に位置する少なく
とも１つの断熱壁体と、上記再充填ユニットの上端に設けられた少なくとも１つの開口部
であって、上記固定された携帯型容器の底面領域部に空気を通すように配置された少なく
とも１つの開口部と、上記再充填ユニットの下端に設けられた少なくとも１つの開口部で
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あって、上記固定された携帯型容器の上面領域部に空気を通すように配置された少なくと
も１つの開口部と、を備える、条項９９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える
携帯型容器用の再充填デバイス。
【０３４０】
　１０１．上記フレームは、上記フレームの表面と固定された携帯型容器の表面の間に配
置された少なくとも１つの封止用ガスケットを備える、条項９９に記載の一体型被制御蒸
発冷却システムを備える携帯型容器用の再充填デバイス。
【０３４１】
　１０２．上記少なくとも１つの加熱ユニットは、放射発熱体と、上記発熱体と固定され
た携帯型容器の壁体との間に配置された空洞部と、上記空洞部内に設けられ、上記固定さ
れた携帯型容器の上記壁体に空気を送るように配置されたファンと、を備える、条項９９
に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器用の再充填デバイス。
【０３４２】
　１０３．上記少なくとも１つの加熱ユニットは、上記再充填ユニット使用時に携帯型容
器の表面が存在すると予想される位置に隣り合って配置された誘導発熱体を備える、条項
９９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器用の再充填デバイス。
【０３４３】
　１０４．上記少なくとも１つのファンは、固定された携帯型容器の貯蔵領域部内の空気
流を増加させるように配置されたファンを備える、条項９９に記載の一体型被制御蒸発冷
却システムを備える携帯型容器用の再充填デバイス。
【０３４４】
　１０５．上記コントローラは、あらかじめ設定されたスケジュールに基づいて上記少な
くとも１つの加熱ユニットおよび上記少なくとも１つのファンのスイッチをオン／オフす
るように構成された回路構成要素を含む、条項９９に記載の一体型被制御蒸発冷却システ
ムを備える携帯型容器用の再充填デバイス。
【０３４５】
　１０６．上記フレーム内に設けられ、上記コントローラに操作可能に取り付けられた温
度センサをさらに備える、条項９９に記載の一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯
型容器用の再充填デバイス。
【０３４６】
　１０７．上記コントローラは、上記温度センサから受信した信号に応じて上記少なくと
も１つの加熱ユニットおよび上記少なくとも１つのファンのスイッチをオン／オフするよ
うに構成された回路構成要素を備える、条項１０６に記載の一体型被制御蒸発冷却システ
ムを備える携帯型容器用の再充填デバイス。
【０３４７】
　１０８．表示ユニットをさらに備える、条項９９に記載の一体型被制御蒸発冷却システ
ムを備える携帯型容器用の再充填デバイス。
【０３４８】
　１０９．ユーザインタフェースをさらに備える、条項９９に記載の一体型被制御蒸発冷
却システムを備える携帯型容器用の再充填デバイス。
【０３４９】
　様々な態様および実施形態を本明細書に記載したが、他の態様および実施形態も当業者
にとって明らかであろう。本明細書に記載の上記様々な態様および実施形態は説明のため
のものに過ぎず、限定を意図するものではない。真の範囲および思想は以下の特許請求の
範囲に示す。
【図面の簡単な説明】
【０３５０】
【図１】一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器の概略を示す断面図である。
【図２】一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器を示す概略図である。
【図３】一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器の概略を示す断面図である。
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【図４】一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器の組み立て中の概略を示す断
面図である。
【図５】一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器の概略を示す断面図である。
【図６】一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器の概略を示す断面図である。
【図７】携帯型容器の部品のセットを組み立てる方法を示す図である。
【図８】一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器の概略を示す断面図である。
【図９】一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器の概略を示す断面図である。
【図１０】一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器用の再充填デバイスの概略
を示す断面図である。
【図１１】一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器用の再充填デバイスを示す
概略図である。
【図１２】一体型被制御蒸発冷却システムを備える携帯型容器用の再充填デバイスを示す
概略図である。

【図１】 【図２】
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【図９】 【図１０】
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